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第１ 会 務報 告

61年
４月１日 諸橋執行部二期目スタート

基本方針①会員の増強・団結・協調②医の倫理の高揚③病院医療の質の向上④病

院経営の健全化⑤病院税制の適正化⑥医療機関の連携強化を再確認

本会医療制度委員会が２１世紀へ向けての中長期ビジョンを答申

医療環境の変貌を踏まえ病院の未来像に言及

第76回診療録管理研究会が順天堂医院の病歴室見学をテーマに開催

41施設53名参加本年度研究会開始

観桜会に岡山・丹野・財津役員出席

全理事会終了後、政連幹事会開催小野肇理事が新委員長に就任

厚生省に対し「栄養士法及び栄養改善法に関する要望書」提出

春の叙勲・褒賞発表

本会推せんの藤掛敏理事が勲四等瑞宝賞受章

６月１４日動三等旭日中綬章受章の村田勇前副会長藍綬褒章受章の土屋呂武第37回日本

病院学会長と併せて東條会館で祝賀会開宴

諸橋会長大韓病院協会第27回定期総会に出席

茨城県支部発会本会５番目

支部長に登内真常任理事３９病院が加入

春の園遊会に竹本吉夫副会長、太田元次代議員参列

四病団厚生省へ医療法の一部改正の意見要望

諸橋会長厚生連堀野会長と面談傘下病院の本会入会へ協力要請

同日付で全自病会長、労働福祉事業団理事長、全国済生会病院長会長宛同趣旨の文書送付

総会・代議員会を開催

昭和60年度事業報告・同収支決算、昭和61年度補正予算を承認

同時に顧問として太田清一前監事・渡邊進共済会代表取締役・大屋拳吾、徳岡三郎、村田

勇元副会長を追加委嘱

参与に織田敏次国立病院医療センター長・田村善蔵日本病院薬剤師会長を追加委嘱

引き続き、行天良雄参与による講演旧本における医療の変遷と病院の対応策”実施

和歌山県支部総会

四病団昭和62年度税制改正要望

４月12日

４月１８日

４月２６日

４月28日

４月２９日

５月２日

５月１４日

５月１６日

５月20日

５月２４日

５月29日

－１－



日医委員会委員に役員推せん

社会保険研究委員会に竹内正也理事、医業経営検討委員会に有澤源藏副会長、病院委員会

に中山耕作常任理事

'86国際モダンホスピタルショウが池袋・サンシャイン文化会館を会場に３日間延べ37,000

人参加のもと開催併行15研究会・セミナーに１，６００人参加

国立療養所１３９施設一括入会

｢将来の医師需給に関する検討委員会｣が最終答申昭和70年を目途に新規参入を最小限、

医師について10％削減する必要があるとの意見諸橋会長が参画

厚生省仲村保健医療局長他幹部と正副会長懇談

群馬県支部結成

支部長に北原次一郎社保群馬中央総合病院長会員23施設

厚生省「医療審議会」初会合

諸橋会長、本会推せんの西能常任理事参画

第36回日本病院学会が小野肇学会長のもとⅥ２１世紀に生きる〃をメインテーマに神奈川県

民ホールで開催

延べ5,503人参集、特別講演ＨＣＡ副社長ストレンジ氏による、２１世紀に生きる病院経

営戦略計画〃一般演題２１９題

厚生省「医業経営の近代化・安定化に関する懇談会」発足

有澤副会長、本会推せんの大道常任理事が参画

本会神崎三益顧問（元会長）逝去享年89歳

諸橋会長他厚生省新任幹部と懇談

丹野常任理事が参画の厚生省・日医合同委員会「病院機能評価に関する研究会」が病院機

能評価マニュアル策定のため病院機能評価チェック項目を作成、300病院に対してモニタ

ー調査依頼

平野常任理事自民党・昭和62年度予算に対する要望の席で診療報酬改定の他意見表明

病院長セミナーを大阪新阪急ホテルで開催参加者255名

厚生省健康政策局長諮問機関「救急病院・診療所検討委員会」が発会本会推せんの登内

常任理事が出席

第27回日本人間ドック学会が宇津典彦学会長により久留米・幸香園ホテルで開催

一般演題95題600人参加学会誌、健康医学”創刊

四病団自民党税制調査会へ昭和62年度税制改正を要望

諸橋会長・小野政連委員長他、顧問議員団を中心に36議員ならびに厚生省に対し、診療報

酬改定及び税制に関する要望を陳情

６月３日

６月１３日
～１５日

６月14日

６月20日

７月９日

７月１０日

７月14日

７月１７日
～１９日

７月２３日

７月２７日

８月１日

８月４日

８月７日

８月９日

８月１１日

３
７月２１日
～22日

９月１日

９月１１日

－２－



９月18日

９月21日
～２８日

フランス病院協会副会長エバン氏他来訪

ＩＨＦ地域会議が中華民国・台北市で開催

有澤副会長出席

自民党社会部会・老人保健施設小委員会で諸橋会長実情説明

諸橋会長国立病院研修会で招聰講演

厚生省「医薬品流通近代化協議会」において、岡本常任理事が医薬品の差益に依存しない

ような診療報酬制度の確立他を行政への提言の形で提案

諸橋会長他自民党本部で顧問議員団と朝食会を兼ね懇談

有澤副会長四病団として自見・戸沢議員へ税制に関し陳情

宮崎秀樹議員本会顧問に就任

病院事務マニュアルシリーズ２「病院賃金管理マニュアル」発行

韓国研修団来訪厚生省他を視察

９月２５日

９月２６日

10月１日

10月６日

10月１３日
～１８日

10月21日 病院管理者教育検討会発足

事務長職の養成と資格認定を検討

第12回日本診療録管理学会が岡島光治学会長のもと名古屋市・厚生年金会館を会場に開催10月２３日
～２４日

参加者８００人

前厚生事務次官吉村仁氏逝去５６歳

米国医療視察三宅浩之委員長をコーディネーターに実施

10月２３日

10月２５日
’

11月６日

10月２９日

10月３１日

11月１日

11月３日

秋の園遊会に金子理事参列

元参与落合勝一郎氏逝去７５歳

2,175施設登載の会員名簿送付

秋の叙勲・褒章発表

戸川潔監事が藍綬褒章受章

12月20日ダイヤモンドホテルで祝賀会開催

諸橋会長、第２２回医学会総会・中尾喜久会頭と対談

病院職員の参加要請を受く

中小病院１１０番開設

本会推せんのいわき市立常磐病院・和田次男放射線技師長が社会貢献者表彰受章

米国診療録管理視察団出発高橋政騏コーディネーターのもと21名参加

11月７日

11月１０日

11月12日

11月17日
～２６日

－３－



'８６へルス展開催

東京・ＴＯＣを会場に延べ3,628人参加

全理事会で新たに老人保健施設対策特別委員会設置

構成メンバー諸橋、北村、竹内、伊藤、南、西能、牧各理事

本会７番目の支部として愛知県支部設立

支部長に太田元次名古屋被済会病院長事務局を愛知県病院協会内に設置

大型間接税について要望書提出病院関係非課税の取扱いを強調

諸橋会長、自民党社会部会へ診療報酬改定について要望

諸橋会長、看護制度について厚生省看護課長と意見交換

厚生省老人保健部長宛老人保健施設について疑義提出

自民党へ昭和62年度予算に対する要望として、①社会保険診療報酬の改善

について③看護婦等養成所運営費についてを提出

諸橋会長、税制問題で村山議員に要望

11月１８日

11月２２日

11月２５日

11月２９日

12月５日

12月９日

12月12日

12月２３日 ②老人保健法

12月２６日

62年
１月１４日 厚生省国民医療総合対策本部設置

医療システムの合理化・効率化の観点からの対策を模策

常任理事会に宮島俊彦老人保健課長補佐を招請

改正老健法の実務者レベルの考え方について質疑

同時に老健施設のモデル実施指定佐久総合病院長若月俊一副会長が概略説明

入退院マニュアルの作成を医療制度委員会に諮問

前監事・太田清一顧問逝去

元理事・牧田中氏逝去

諸橋会長、静岡県病院協会招聰講演

千葉県支部総会

小笠原内保連委員の後任として戸川監事を決定

厚生省に対してＰＳＷ､病歴管理士他の資格制度要望

防災対策部会発行、新しい防災管理制度〃その第一歩に寄せてを会員へ送付

ＩＨＦピッカリング新事務総長来訪

病院事務マニュアルシリーズ３「病院就業規則改訂マニュアル」発刊

自民党、協力団体に対し売上税に関する説明会開催、有澤副会長・高橋事務局長出席

施設研究会開催１９施設２１名参加

本年度研究会終了セミナー１０回１，６９３名定例研究会４８回２，６３８名

全国研究会２２回１，７５３名参加

１月２４日

１月２５日

１月２９日

２月７日

２月２５日

２月２８日

３月１日

３月８日

９日

３月１１日

３月２６日

－４－



３月28日総会・代議員会開催

昭和62年度事業計画、同収支予算承認

終了後竹中健康政策局長によるⅥこれからの医療政策'’の講演

庶 務・人事

叙勲・褒章（会員病院）

４月29日勲二等瑞宝章
マサノプ

石田正統（現東京船員保険病院長・７０・東京）

奥原政雄（元国立東静病院長゜７１・静岡）
ダイゾウ

森岡大三（元国立大田病院長｡７１・広島）

動三等旭日中綬章

村田勇（元富山県立中央病院長・７１・富山）

動三等瑞宝章
マサオ

宇山理雄（現京都第二赤十字病院長．７０・京都）

竹内＋一郎（元神奈川県立こども医療センター所長・７２・神奈川）
ツヨシ

中畠健（元新潟県立吉田病院長．７０・新潟）

西川正光（元松江市立病院長。７１・島根）

堀内光（元東京都済生会中央病院長・７０・東京）

勲四等旭日小綬章
サンパチ

佐久間三ﾉ（（元王子総合病院長。７８．」上海道）

土居和夫（元国立岡山病院事務部長・７１・岡山）

西川六郎（元掛１１|市立総合病院長．７５・静岡）
ベンジ

濱田昇次（元湯河原厚生年金病院長・７０．神奈Ⅱ|）

勲四等瑞宝章
ノリテル

塩津徳晃（元公立南丹病院長・７９・京都）

藤掛敏（現藤掛第一病院長・７４・岐阜）

宮本祥郎（元岡山県医師会理事現総合病院津山中央病院理事ｆ

勲五等双光旭曰章
ツギオ

長尾次男（元国立埼玉病院事務部長・７２・埼玉）

勲五等瑞宝章
アツタミノル

熱田稔（元東京都立豊島病院放射線技8両長・６５・東京）

現総合病院津山中央病院理事長・７１・岡山）

－５－



石井朝雄（元呉共済病院理学的診療室長・７６・広島）

伊藤友三（現東加古川病院活動療法部副部長・６２・兵庫）

上村澄江（元国立福岡中央病院看護部長・５９・福岡）

岡崎澄子（元富山県済生会富山病院総看護婦長．６０・富山）

岡山不二子（元京都桂病院看護部長・６５・京都）

越村俊子（現社会保険鳴和総合病院総看護婦長．５８・石川）

小見門昭子（元国立浜田病院看護部長・５８・島根）

佐藤成士（現野並会高知病院放射線技師長・７１・高知）

佐藤富子（元国立病院医療センター看護部長・５９・東京）

中村ちよ（元東北中央病院総看護婦長．６５・山形）

長谷井シズ．（現岡山予防会病院婦長・６５・岡山）

久村キヨ（元日本赤十字社長崎原爆病院看護部長・６２・長崎）

廣田義衛（元東京女子医科大学病院看護部長・６７・東京）

藤田チヨ（元国立弘前病院看護部長・５９・青森）

三浦文枝（現杏林大学医学部付属病院看護部長・６４・東京）

吉澤秀三（元国立大蔵病院臨床検査技師長．６７・東京）

勲六等単光旭曰章

黒江篤（現大阪府済生会吹田病院放射線技師長・５９・大阪）

勲六等宝冠章

阿葉家愛子（元愛知県立尾張病院技師・６１・愛知）

内田貞子（元新潟県立妙高病院看護部長・５８・新潟）

小林フカ（元東京都立梅ケ丘病院看護科長．６０・東京）

金野信子（元埼玉県立がんセンター看護部長・６１・埼玉）

白髪妙子（元大阪赤十字病院看護副部長・６１・大阪）

藤堂秋枝（現高松赤十字病院看護婦長．５８・香川）

内藤たか（元住吉病院病棟婦長・５８・山梨）

西脇百合子（元名古屋第一赤十字病院看護婦長。６１・愛知）

、橋谷田美代子（元福島県立会津総合病院総看護婦長．６１・福島）

本多ゐよの（元富岡厚生病院副総婦長・６２・群馬）

宗形千代子（現社会保険福島二本松病院総看護婦長。５９・福島）

村田嘉代子（現中野江古田病院総婦長・６０・東京）

柳原茅子（元ヴォーリズ記念病院総看護婦長．６０・滋賀）
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勲六等瑞宝章

石川歌子（現三生会病院看護婦長．６３・山梨）

落合悦子（元松阪中央総合病院総婦長・６１．三重）

中村茂（元国立静岡病院臨床検査技師長．６４・静岡）

西野彌生（（現天王寺病院内科婦長・５９・大阪）

細川君子（現京浜総合病院総看護婦長.６２・神奈川）

百瀬宏（元茅ケ崎市立病院放射線科長．６０・神奈川）

山本信三（元国立京都病院放射線技師長・７０・京都）

勲七等青色桐葉章

武田三吉（元社会保険紀南綜合病院看護課長・６９・和歌山）

藍綬褒章

士屋呂武（現福岡県済生会福岡総合病院長．６９・福岡）

勲三等旭日中綬章

前多豊吉（秋田市立秋田総合病院長．７５・秋田）

大原嘗一郎（大原綜合病院理事長・７０・福島）

動三等瑞宝章

嘉戸達也（浦河赤十字病院長．７２・北海道）

藤岡萬雄（元埼玉県立小原療養所長・現博仁会共済病院長・７１・長野）

勲四等旭日小綬章

秋山博（埼玉県済生会川口総合病院長．７０・東京）

木村光雄（新小倉病院長．７２・福岡）

吉富正一（綜合病院山口赤十字病院長．７３・山口）

勲四等瑞宝章

太田緑子（太田綜合病院理事長・７１・福島）

勲五等双光旭日章

熊田正春（日吉病院長．７１・長野）

勲五等瑞宝章

上村正子（上村病院長．７３・新潟）

桑原冨士子（大阪赤十字病院看護部長・５９・広島）

小林マサ．（横浜赤十字病院看護部長・５９・神奈川）

寺崎歌子（横浜船員保険病院総看護婦長．５８・福井）

中原佐智子（奈良国保連合会生駒総合病院総看護婦長．６７・島根）

11月３日
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勲六等瑞宝章

見原静子

勲七等瑞宝章

中込ゆき子

藍綬褒章

戸川潔

丸山正義

(大阪警察病院副総婦長・５５・京都）

(韮崎東ケ丘病院看護婦・６２・山梨）

(茨城県立中央病院長・６５・岡山）

(丸山記念総合病院理事長・５８・埼玉）

人事

１．願問

（就任）

１０月１日

（退任）

７月２７日

６２年１月25日

２．常任理事

（退任）

６２年３月31日

３．理事

（退任）

１２月１日

宮崎秀樹（参議院議員）

神崎三益（死亡）

太田清一（死亡)

埼玉県・池谷亘（蕨市立病院・院長退職）

山形県・安藤静男（山形市立病院済生館・院長退職）

岐阜県・高橋善彌太（岐阜県立岐阜病院・院長退職）

兵庫県・安東三郎（神戸市立西市民病院・院長退職）

62年３月３１日

4．代議員

（退任）

４月３０日

１１月２９日

１２月１日

5．事務局

（退職）

８月20日

香川県・妹尾利夫（高松病院・院長退職）

和歌山県・瀬藤光仁（瀬藤病院・死亡）

神奈川県・藤森一平（市立川崎病院・院長退職）

松本博泰（52.9.16入社）

－８－



第２ 会 議

総会

第１回総会

５月24日出ダイヤモンドホテル出席88名

１昭和60年度事業報告に関する件

原案どおり承認

２昭和60年度収支決算及び監査報告に関する件

報告を了承

３．昭和61年度補正予算(案)に関する件

原案どおり承認

４．顧問、参与の委嘱に関する件

原案どおり新任、交代を承認

（顧問、新任）

太田清一・渡邊進・大屋拳吾・徳岡三郎・村田勇

（参与、新任）

織田敏次

（参与、交代）

田村善藏

第２回総会

３月２８日出ダイヤモンドホテル出席１１６名

１．昭和62年度事業計画(案)に関する件

原案どおり承認

２．昭和62年度予算(案)に関する件

原案どおり承認

（一般会計）

当期収入合計373,364,000

前期繰越収支差額52,636,000

収人合計426,000,000

当期支出合計397,380,000

当期収支差額△24,016,000

次期繰越収支差額２８．６２０，０００
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（特別会計）

基本財産特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

退職手当積立金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

ＩＨＦ国際交流基金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

顧問の委嘱に関する件

委嘱を承認

衆議院議員自

23,595,000

72,925,000

96,520,000

0

23,595,000

96,520,000

1,834,000

37,300,000

39,134,000

0

1,834,000

39,134,000

1,330,500

10,275,500

11,606,000

200,000

１，１３０，５００

１１，４０６，０００

3．

見庄三郎氏

代議員会

第１回代議員会

５月24日出ダイヤモンドホテル代議員出席31名

１昭和60年度事業報告に関する件

原案どおり承認

２．昭和60年度収支決算及び監査報告に関する件
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原案どおり承認

3．昭和61年度補正予算(案)に関する件

原案どおり承認

4．顧問、参与の委嘱に関する件

原案どおり新任、交代を承認

（顧問、新任）

太田清一・渡邊進・大屋拳吾・徳岡三郎・村田勇

（参与、新任）

織田敏次

（参与、交代）

田村善藏

第２回代議員会

３月28日出ダイヤモンドホテル代議員出席53名

１．昭和62年度事業計画(案)に関する件

原案どおり承認

２．昭和62年度予算(案)に関する件（総会参照）

原案どおり承認

ａ顧問の委嘱に関する件

委嘱を承認

衆議院議員自見圧三郎氏

理事会

第１回理事会（常任理事会と合同）

４月26日(土）ダイヤモンドホテル出席48名

１．常任理事会・理事会の運営について

各種制度委員会委員長による研究、検討結果

２．昭和60年度事業報告について

原案どおり承認

３．昭和60年度収支決算報告及び監査報告について

報告を承認

検討結果を報告することを承認
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4．昭和61年度補正予算(案)について

原案どおり承認予算総額547,460,000円

5．常任理事の交代について

高山螢先生から西能正一郎先生への交代を承認

6．役員の業務分掌について

原案どおり承認、、中小病院対策委員会"名称について再検討

7．顧問・参与の委嘱について

原案どおり新任、交代を承認

（顧問、新任）

太田清一・渡邊進・大屋拳吾・徳岡三郎・村田勇

（参与、新任）

織田敏次

（参与、交代）

田村善藏

8．会員の入退会について

正会員入会10件、正会員退会５件、賛助会員退会４件を承認

（４月26日現在正会員2,019会員、賛助会員378会員）

9．短期人間ドック及び自動化健診実施施設の指定について

下記施設を承認

（短期人間ドック）

福岡県甘木朝倉医師会病院（４床）

（自動化健診）

福岡県聖マリヤ国際保健センター

10．日本病院学会評議員の異動について

下記新任、退任を承認

（新任者）藤森一平・神奈川県・川崎市立１１|崎病院長

三浦義一・熊本県・済生会熊本病院長

時任純孝・鹿児島県・鹿児島市立病院長

（退任者）大野松次・神奈川県・京浜総合病院会長

樫田良精・東京都・関東中央病院名誉顧問

榎本敏雄・静岡県・静岡厚生病院名誉院長

吉岡観八・大阪府・新千里病院長
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中西恒心・愛媛県・松山市民病院名誉院長

高橋金次郎・神奈川県・元横浜南共済病院長

11．厚生省、昭和61年度愛の血液助け合い運動”の後援依頼について

後援を承認

12．厚生省大臣官房統計情報部「医療事業投入実態調査表」の記入依頼について

依頼を承認

13.，第15回日本病院設備学会併設展示'86病院設備展・機器展”の協賛名義使用依頼

協賛を承認

１４診療報酬対策について

調査、統計を実施し、他団体との協調も図り対処することで了承

15．老人保健法について

現状報告を了承

１６病院経営（中小病院対策）について

各都道府県の医療審議会委員に病院団体代表を出すことを要望することで了承

の協賛名義使用依頼について

17．病院税制について

現状報告を了承

18．病院長セミナーについて

大阪での開催を予定し、検討することで了承

19．昭和61年度春の叙勲・褒章受章について

報告を了承

（叙動）藤掛敏理事

（褒章）土屋呂武前常任理事

２０昭和61年度役員会等の会議開催予定の変更について

提案を承認

21．各種制度委員会の開催結果について

報告を了承

22．側)日本顕彰会、昭和61年度社会貢献表彰者"の推せんについて

届出により推せん順位を了承

（１）和田次男（福島県・いわき市立常磐病院診療放射線技師長）

（２）太田昌親（三重県・遠山病院臨床検査技師長）

（３）関本武司（千葉県・国保旭中央病院事務部長）
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23．学会の進捗状況について

３学会の報告を了承

24,86国際モダンホスピタルショウの進捗状況について

報告を了承

25.,86へルス展について

１１月頃開催を了承

26．昭和61年度病院概況調査の実施について

実施報告を了承

27．日本病院会政治連盟のあり方について

小野政連委員長の提案を了承

第２回理事会（常任理事会と合同）

７月16日㈱横浜市・ホテルニューグランド出席58名

1．会員の入退会について

正会員入会６件、正会員退会２件、賛助会員入会１件、賛助会員退会３件を承認

（７月16日現在正会員2,162会員、賛助会員374会員

2．短期人間ドック実施病院の指定について

２施設を承認千葉県小張病院（３床）

岡山県川崎医科大学附属川崎病院（５床）

3．第22回日本医学会総会における特別集会蝋明曰の臨床検査"パネラーの推せん依頼につい

て

聖路加国際病院の臨床検査科副医長である中島弘二先生を本会から推せんすることで了

承

4．社会保険診療報酬対策について

今後も強力に対策を講じ、推進することで了承

5．老人保健政策（中間施設）について

意見聴取及び社会保険老人保健委員会で中間報告を出すことで了承

6．厚生省医療審議会について

必要とあれば都道府県医療審議会委員選出につき文書にて要請することを了承

7．病院税制について

四病団での昭和62年税制改正要望事項を関係省庁各位に提出した旨の報告を了承
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８．病院経営について

現状説明を了承

９．民間医療保険について

健康保険制度との矛盾点を本会及び四病団で検討することで了承

10中小病院対策及び組織強化について

中小病院、組織両委員会の動向の報告を了承

１１將来の医師需給に関する検討委員会〃の開催結果について

報告を了承

１２昭和61年４月診療報酬改定影響率調査（中間）報告について

次回の診療報酬改定要求の資料として活用し、対策を図ることで了承

13．昭和62年春の叙勲、褒章について

叙勲に有澤源蔵先生、藍綬褒章に平野一彌先生を推せんすることで了承

14．各種制度委員会、研究会の開催結果について

報告を了承

15．学会の進捗状況について

３学会の進捗状況を了承

16．厚生省幹部との懇親会開催について

報告を了承

17.,86国際モダンホスピタルショウの開催結果について

延37,000人の参加、報告を了承

１８曰医の委員会開催結果について

報告を了承

19．鮭)日本病院会群馬県支部の設置について

７月10日設立総会を開催し、支部長に北原次一郎氏（社保群馬県中央病院長）

た旨の報告を了承

20．厚生省、医業経営の近代化・安定化に関する懇親会”について

報告を了承

を選出し

第３回理事会（常任理事会と合同）

１１月22日ダイヤモンドホテル出席48名

１．会員の入退会について

正会員入会４件、賛助会員入会３件を承認
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（11月２２日現在正会員2,176会員、賛助会員383会員）

２短期人間ドック実施施設の指定について

３施設を承認群馬県多野綜合病院（２床）

千葉県山之内病院（３床）

山口県光輝病院（５床）

3．国際委員会の委員追加委嘱について

委嘱を承認池上直己氏（慶応義塾大学医学部病院管理学教室専任講師）

4．「ニューメンブレンテクノロジーシンポジウム'87」の後援名義使用について

名義使用を承認

5．社会保険診療報酬対策について

355％の診療報酬改定要求の経緯説明、活動報告を了承

6．老人保険法（老人保健施設）について

老人保健施設対策委員会を設置し、これに対処することで了承

７．病院税制について

現状説明を了承

８．病院経営について

現況報告を了承

9．地域医療計画について

老健施設の関連から老人保健施設対策委員会で諸問題を検討することで了承

10．中小病院対策について

委員会活動報告を了承

11．「病院管理者教育についての検討会」について

検討会の報告、意見調整を図り具体案を提出することで了承

１２昭和62年度事業計画(案)について

原案を了承

13．秋の叙勲、褒章受章者の祝賀会開催について

祝賀会を12月20日(±)常任理事会終了後に開催することで了承

１４各種制度委員会、研究研修会、セミナーの開催結果について

報告を了承

15．昭和61年度第２四半期の会計報告及び監査報告について

報告を了承

16．第36回日本病院学会の会計報告及び監査報告について
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報告を了承

17．第37回．３８回日本病院学会の進捗状況について

状況報告を了承

18．ヘルス展の開催結果について

延べ3,628人の参加、報告を了承

19．第22回日本医学会総会の参加要請について

中尾会頭との対談実施、各位への協力要請を了承

20．厚生省「医業経営近代化・安定化に関する懇談会」について

第４回懇談会の報告を了承

21．厚生省「救急病院・診療所検討委員会」について

開催結果報告を了承

22．厚生省「医薬品流通近代化協議会」について

行政への提言を要望し、報告を了承

23．日医の「病院委員会」について

本会として病院の定義を作成するためアンケートをお願いすることを了承

２４四病院団体連絡協議会の開催結果について

報告を了承

第４回理事会（常任理事会と合同）

２月28日出ダイヤモンドホテル出席49名

１会員の入退会について

正会員入会４件、正会員退会４件、賛助会員入会２件、正会員入会４件、正会員退会４件、賛助会員入会２件、賛助会員退会２件を承認

（２月２８日現在正会員2,195会員、賛助会員380会員）

2．短期人間ドック実施施設の指定について

１施設を承認千葉県大野中央病院（４床）

3．昭和61年度第３四半期会計報告及び監査報告について

報告を了承

4．理事、代議員の退任について

状況報告を了承理事山形県安藤静男

代議員香川県妹尾利夫

" 和歌山県瀬藤光仁

〃 神奈)Ⅱ県藤森一平
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５．生命保険会社との人間ドック業務提携について

千代田生命保険相互会社とのドック提携を承認

６．事務局組織分掌規程の一部変更について

次長制度の導入に伴う規程の一部変更を承認

７．社会保険診療報酬対策について

今後も引き続き最大限の努力を図ることで了承

８．老人保健法（老人保健施設）について

厚生省の意向報告、転床における特例の設置等を協議し、今後も要望を図ることで了承

９．病院税制について

売上税法案の説明、厚生省関係の売上税非課税項目等につき協議し、売上税については、

会長、副会長、代議員会議長、日病政連委員長で、本会としての今後の対策を図ること

で了承

10．病院経営について

現状報告を了承

11．看護制度の在り方について

役員各位の意見を拝聴し３月３日開催の看護制度検討会小委員会において意見を伝える

ことで了承

12．昭和62年度事業計画(案)について

原案を承認し３月28日開催の代議員会、総会に提案することで了承

13．昭和62年度収支予算(案)について

原案どおり了承

（一般会計）

当期収入合計373,364,000

前期繰越収支差額52,636,000

収入合計426,000,000

当期支出合計397,380,000

当期収支差額△24,016,000

次期繰越収支差額28.620,000

（特別会計）

基本財産特別会計

当期収入合計23,595,000

前期繰越収支差額72,925,000
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収入合計96,520,000

当期支出合計０

当期収支差額23,595,000

次期繰越収支差額96,520,000

退職手当積立金特別会計

当期収入合計1,834,000

前期繰越収支差額37,300,000

収入合計39,134,000

当期支出合計０

当期収支差額1,834,000

次期繰越収支差額39,134,000

ＩＨＦ国際交流基金特別会計

当期収入合計1,330,500

前期繰越収支差額10,275,500

収入合計11,606,000

当期支出合計200,000

当期収支差額1,130,500

次期繰越収支差額11,406,000

143月２８日開催の代議員会、総会の開催について

開催要領を承認

講演会はとれからの医療政策〃と題して厚生省健康政策局長

15.個)日本顕彰会、昭和62年度社会貢献表彰候補者”の推せんについて

推せん者を４月30日までに事務局あて連絡することで了承

16．組織拡大について

組織委員会経緯報告、役員各位への協力依頼を了承

17．医療関係職種の資格制度について

病院団体からの委員選出及び資格検討の要望を了承

18．各種制度委員会、研究研修会、セミナーの開催結果について

報告を了承

19．学会等の進捗状況について

３学会等の状況報告を了承

（日本病院学会）

竹中浩治氏
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第37回福岡県昭和62年７月１３～１５日

第38回千葉県昭和63年６月２３～24日

第39回長野県（日時未定）

（日本人間ドック学会）

第28回秋田県昭和62年８月20～21日

（日本診療録管理学会）

第13回新潟県昭和62年10月12～13日

（'87国際モダンホスピタルショウ）

東京池袋昭和62年６月25～27日

（'87へルス展）

東京港区昭和62年12月１～３日

20．愛知県支部の設立について

設立報告を了承６１年11月２５日設立支部長太田元次

21．静岡県病院学会の特別講演について

２月７日に諸橋芳夫会長が講演した報告を了承

２２元役員のご逝去について

ご逝去を悼み、黙祷

太田清一（元監事）１月２５日ご逝去

牧田中（元理事）１月２９日ご逝去

23．厚生省、医業経営近代化・安定化に関する懇談会"について

開催報告を了承

24．日医の委員会について

病院委員会、社会保険研究委員会の報告を了承

25．四病院団体連絡協議会の開催結果について

開催報告を了承

２６日本病院会政治連盟について

活動報告及び４月の統一地方選挙への協力依頼を了承

先生

常任理事会

第１回常任理事会

４月２６日出ダイヤモンドホテル出席48名

第１回理事会と合同開催（理事会参照）
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第２回常任理事会

５月24日出日病会議室出席26名

1．社会保険診療報酬対策および老人保健法について

現状報告、協議の結果、本年は医療費改定の要望を９月末迄に推進することで了承

２病院経営について

役員の意見拝聴、現状報告

3．病院税制について

社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置存続を組織をあげ推進することで了承

４．厚生省「看護制度検討会」について

開催報告、意見拝聴

５．各種制度委員会委員の委嘱について

委員会委員(案)を承認

６．病院経営セミナーの開催について

共催を承認、以後営利法人との共催は避けることを了承

７．６２年度の叙勲について

叙勲に有澤源蔵先生を推せんすることで了承

８会員の入退会について

正会員入会１件、正会員退会４件、賛助会員入会３件を承認

（５月２４日現在正会員2.016会員、賛助会員381会員）

９．短期人間ドック実施施設の指定について

４施設を承認

茨城県猿島協同病院（３床）

千葉県柏戸病院（４床）

千葉県八街病院（４床）

千葉県名戸ケ谷病院（４床）

10．健保連東京連合会からの「癌特別検診」の実施依頼について

実施依頼を承認

11．第８回ＭＥ技術講習会の協賛名義依頼について

協賛名義を承認

12．各種制度委員会、研究会の開催結果について

報告を了承

13．四病院団体連絡協議会の開催結果について
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報告を了承

14．大韓病院協会定期総会への出席報告について

諸橋芳夫会長の出席報告を了承

15．昭和61年度春の叙勲・褒章受章に伴う祝賀会開催について

６月14日常任理事会終了後に開催することで了承

叙勲藤掛敏、村田勇

褒章土屋呂武

16．病院長・幹部職員セミナーの進捗状況について

状況報告を了承

17．学会の進捗状況について

３学会の状況報告を了承

18.,86国際モダンホスピタルショウの進捗状況について

状況報告を了承

19．組織強化について

関係団体長あての施設入会依頼報告を了承

20．日本病院会茨城県支部発足について

５月14日設立総会を開催し支部長に登内真先生を選任、報告を了承

第３回常任理事会

６月14日出日病会議室出席31名

１社会保険診療報酬対策について

医療費の動向説明、役員各位からの意見を

中間答申に加味することで了承

２．老人保健法と老人保健施設について

厚生省の政策報告、役員の意見聴取

３．病院税制について

昭和62年度税制改正要望事項の確認、社会

積極的に推進することで了承

４．病院経営について

地域医療計画の各県下の状況報告等を了承

５．民間保険について

役員各位からの意見を８月開催予定の社会保険老人保健委員会での

社会保険診療報酬に係る事業税非課税措置存続を

民間保険制度の実施に際し諸問題を検討するため委員会を設置することで了承
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（会長、関係副会長、岡本、大道、北村各常任理事）

6．中小病院対策について

中小病院対策委員長の対策(案)の検討を了承

7．組織の強化について

組織委員会開催報告を了承

8．看護婦等貸費生修学資金の貸与制度の変更について

厚生省での諸制度改正時には、今後病院団体からの意見を聴取するよう要望し、

告を了承

９．、医療用医薬品の流通に関する意識調査”の調査協力依頼について

協力依頼を承認

10．会員の入退会について

正会員入会143件（内、国立療養所139施設）

正会員退会１件、賛助会員退会５件を承認

（６月14日現在正会員2,158会員、賛助会員376会員）

11．厚生省蝋医業経営の近代化・安定化に関する懇談会"の委員推せんについて

改正報

大道學常任理事を推せんすることを承認

12．（社)日本医師会各種委員会への委員推せんについて

３委員会に本会から推せんすることを承認

・社会保険研究委員会竹内正也

・医業経営検討委員会有澤源蔵

・病院委員会中山耕作

13．厚生省、医療審議会〃委員の推せんについて

西能正一郎常任理事を推せんすることを承認

14．（財)日本医療食協会理事の留任依頼について

諸橋芳夫会長の留任を承認

15．各種制度委員会の開催結果について

報告を了承

16．学会の進捗状況について

３学会の状況報告を了承

17.,86国際モダンホスピタルショウの開催状況について

状況報告を了承

18．四病院団体連絡協議会の開催結果について
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開催結果報告を了承

19．日本病院会政治連盟について

衆参同日選挙対策等、活動報告を了承

20．吉岡観八先生を悼む

ＩＨＦニュースに記事掲載の報告を了承

21．事務局職員の夏期賞与の支給について

６月30日に支給することを了承

22．（社)日本病院会茨城県支部の結成について

支部設立報告を了承

第４回常任理事会

７月16日tzk）横浜市・ホテルニューグランド

第２回理事会と合同開催（理事会参照）

出席58名

第５回常任理事会

８月30日出曰病会議室出席32名

1．診療報酬対策について

現状報告、意見聴取を図り意見を十分加味し顧問議員団、中医協、厚生省、曰医等に要

望を推進することで了承

2．厚生省「医療審議会」について

開催報告を了承

3．厚生省「看護制度検討会」（看護教育制度改善案）について

諸橋芳夫会長の私見の報告、医療制度委員会において協議願い、それを検討会に提案す

ることで了承

4．厚生省、将来の医師需給に関する検討委員会〃について

最終答申の報告を了承

5．厚生省、医業経営の近代化・安定化に関する懇談会”について

開催報告、動向説明を了承

6．厚生省、病院機能評価"について

現状報告、内容報告、医療制度委員会での検討報告を了承

7．医療監視及び経営管理指導の実施について

厚生省通知の報告を了承
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８．病院経営について

現状報告を了承

９．病院税制について

６２年度税制改正項目の説明、個人病院の医療法人化の積極的推進提案を了承

10．委員会の答申について

（１）社会保険・老人保健委員会

答申を了承、曰病雑誌に掲載することで了承

（２）中小病院委員会

答申を了承

11．病院管理者育成に関する検討会設置について

次回常任理事会にて再協議することで了承

12．ＡＵＰＨＡ（AssociationofUniversityProgramsinHealthAdministration）

シンポジウム開催について

国際委員会において確認の上、‘慎重に対処することで了承

13．常任理事会資料の配布について

抜粋の上、理事、支部長あて送付することを承認

14．日本病院会ニュース記事の依頼について

、我が病院の経営戦略10項目”掲載のため役員各位への協力願いを了承

15．常任理事会の開催時刻の変更について

開催を１時15分から５時とすることで了承

16．会員の入退会について

正会員入会15件、正会員退会２件、賛助会員入会４件、賛助会員退会２件を承認

（８月30日現在正会員2,175会員、賛助会員376会員）

17．短期人間ドック及び自動化健診実施施設の指定について

下記施設を承認

（短期人間ドック）新潟県岩室温泉病院（６床）

（自動化健診）岡山県淳風会健康管理センター

18．短期人間ドック実施認定委員の交代について

交代を承認

新長田敦夫氏（諏訪赤十字病院内科部長）

｜日小林敏雄氏（〃院長）

19．昭和61年度第１四半期の会計報告及び監査報告について

の国際
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報告を承認

20．各団体からの依頼について

各依頼を承認

（１）第２１回健康強調月間の協力依頼（健保連）

（２）第15回日本設備学会の後援名義使用（日本設備協会）

（３）米国医療経営視察の後援名義使用（日本医事新報社・近畿日本ツーリスト）

（４）国際セミナーの後援依頼（社会医療研究所）

（５）第１１回臨床検査月間に関する協賛名義の使用（日本臨床検査所協会）

２１各種制度委員会、研究研修会、セミナーの開催結果について

報告を了承

22．学会の開催結果について

報告を了承

（１）第36回日本病院学会（7/１７～１９於・横浜市、小野肇学会長）

14,953名参加

（２）第27回日本人間ドック学会（8/２１～２２於・久留米市、宇津典彦学会長）

約600名参加

23．四病院団体連絡協議会の開催結果について

報告を了承

24．事務局職員の退職について

報告を了承

退職企画広報部松本博泰８月20日付

25．ヘルス展の開催について

１１月18～20日東京・ＴＯＣにて開催することで了承

第６回常任理事会

９月２７日(±）日病会議室出席27名

１診療報酬、税制について

現状報告、意見聴取を図り、今後も診療報酬改定、現状報告、意見聴取を図り、今後も診療報酬改定、税制改正に対し強力に推進すること

で了承

2．老人保健法（老人保健施設）について

自民党社会部会での意見・要望書提出報告、役員の意見を聴取し、諸問題に質疑ある場

合は、厚生省より講師を招き随時対処することで了承
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3．看護教育改善について

諸橋芳夫会長の私見として改善(案)の説明、常任理事会での意見を取り入ｵl小委員会で意

見陳述することで了承

４都道府県医療審議会について

各役員県下の状況報告を了承

５．病院経営について

厚生省、60年室料差額徴収状況調査〃の説明、各役員からの現状報告を了承

６各種制度委員会の答申について

（１）組織委員会

答申を了承

（２）病院給食委員会

答申を了承

7．病院管理者育成について

検討会設置につき教育委員長、通信教育委員長を入れ検討することで了承

８１２月常任理事会の運営について

１２月20日出常任理事会終了後61年秋の叙勲、褒章受章祝賀会を開催することを了承

叙勲藤岡萬雄（元常任理事）

褒章戸川潔（現監事）

９．会員の入退会について

正会員入会３件、正会員退会４件、賛助会員入会３件を承認

（９月２７日現在、正会員2.174会員、賛助会員379会員）

１０コ－ジェネレーションシンポジウム'8６（第２回）の協賛名義使用依頼について

協賛名義使用を承認

11．各種制度委員会、研究研修会の開催結果について

報告を了承

１２．，８６へルス展の進捗状況について

報告を了承

13.,87国際モダンホスピタルショウの組織変更について

企画委員会中に医療機器、医療情報、ホームケアの３部会を設置、報告を了承

会期昭和62年６月２５日(木)～27日(土）

１４四病院団体連絡協議会の開催結果について

報告を了承
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15．フランス病院協会副会長エバン氏との懇談について

諸橋芳夫会長と懇談、報告を了承

16．厚生省、医業経営近代化・安定化に関する懇談会"について

開催報告を了承

第７回常任理事会

１０月２５日出ＥＩ２５日出曰病会議室出席24名

1．老人保健法（老人保健施設）について

厚生省健康政策局野島計画課長補佐の説明を聞き、新設、転床は別々に考え、施設の経

営が成り立つよう適切に対処してゆく。厚生省での病院に関する諸規則検討の際は病院

団体からの代表を参加させることを推進。役員の意見聴取を了承

2．社会保険診療報酬対策について

診療報酬改定については医師技術料の引き上げ、看護料の重点評価等６項目を重点項目

とし、国の財政状態を考慮し総枠で3.55％アップを要求することで了承

3．病院税制について

１２月中旬には62年度の税制が確定するが、今後も引き続き関係省庁に要望することを了

承

４病院経営について

現状報告を了承

5．地域医療計画について

厚生省医療審議会の現状報告、問題点があれば随時検討してゆくことで了承

6．厚生省「医薬品流通近代化協議会」について

四病団での意見、モデル契約への提言については岡本隆一常任理事に一任することで了

承

7．中小病院の対策について

中小病院委員会での対策報告を了承

8．「病院管理者教育についての検討会」について

検討会としては、本会のリーダーシップ、委員会設置により、大学院的構想による中間

管理者育成に努める意向であるが、教育委員会担当の竹本吉夫副会長の意見を伺い再検

討することで了承

9．昭和62年度事業計画について

原案どおり承認
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１０．（社)日本看護協会の「看護研修センター建設資金」募金協力要請に

常識的な範囲内にて協力することで了承

11．広報委員会からの提案、報告について

広報活動の範囲、ニュースの質等提案を承認

12．日医．病院委員会”の検討内容について

、病院の定義〃作成のため各役員にアンケートをとることを了承

13．会員の入退会について

正会員入会４件、正会員退会４件、賛助会員入会１件を承認

（10月25日現在正会員2,174会員、賛助会員380会員）

14．短期人間ドック実施施設の指定について

８施設を承認（受付順）

東京都調布東山病院（２床）

東京都京橋病院（３床）

東京都杏林大学医学部付属病院（５床）

千葉県館山病院（３床）

福島県いわき市立常磐病院（２床）

滋賀県友仁山崎病院（３床）

滋賀県医療法人敬愛会山口病院（２床）

神奈川県医療法人社団景翠会金沢病院（４床）

15．昭和61年度第２四半期の会計報告及び監査報告について

報告を承認

16．第36回日本病院学会の会計報告及び監査報告について

報告を承認

17．日本総合健診医学会第15回大会の協賛依頼について

協賛を承認

18．各種制度委員会、研究研修会、セミナーの開催結果について

報告を了承

19．宮崎秀樹参議院議員の顧問委嘱について

委嘱報告を了承

委嘱期間６１年10月１日～64年３月３１日

20．厚生省「医業経営近代化・安定化に関する懇談会」について

開催報告を了承

募金協力要請について
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21．厚生省「看護制度検討会」について

報告を了承

22．厚生省「救急病院・診療所検討委員会」について

報告を了承

23．四病院団体連絡協議会の開催結果について

報告を了承

24．第22回日本医学会総会の参加要請について

広報依頼を了承

第８回常任理事会

１１月２２日出ダイヤモンドホテル出席48名

第３回理事会と合同開催（理事会参照）

第９回常任理事会

１２月20日(土）ダイヤモンドホテル出席30名

１社会保険診療報酬対策について

役員の意見聴取後、診療報酬対策として、中医協への病院団体からの委員選出のため、

積極的な運動を展開することで了承

２．老人保健法（老人保健施設）について

問題点の検討、老人保健施設対策特別委員会開催の折には厚生省より担当者の出席を願

い慎重に対処することで了承

３．病院税制について

現状報告、今後の要望活動を強力に推進することで了承

４．病院経営について

、病院更生法（仮称)”の検討等、現状報告を了承

５．地域医療計画について

各都道府県下の現状報告を了承

６．「病院管理者教育」について

検討結果の報告と、今後も継続して検討することで了承

７．昭和62年度事業計画(案)について

セミナーの追加等、原案を承認

８昭和62年度予算(案)について
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経理部第一案一般会計、特別会計を承認

来月の常任理事会には公益法人の新会計方式を採用の上、提出することで承認

一般会計収入合計425,000,000円支出合計396,521,000円

次期繰越収支差額

9．看護教育改善について

厚生省、看護制度検討会”の報告と、役員の意見聴取

１０日医「病院委員会」について

アンケート協力依頼を了承

11．会員の入退会について

正会員入会９件、正会員退会１件、賛助会員退会４件を承認

（12月20日現在正会員2,184会員、賛助会員379会員）

12．医療紛争防止のためのセミナー開催について

愛知県支部との共催による開催を承認

昭和62年３月12～13日於・名古屋市

13．理事、代議員の退任について

現状報告、３月期の異動状況を見た上で再検討することで了承

理事山形県安藤静男

代議員香川県妹尾利夫

代議員和歌山県瀬藤光仁

14．各種制度委員会、研究研修会の開催結果について

報告を了承

15．第28回日本人間ドック学会の開催について

報告を了承

８月20～21日於・秋田市

16．日本病院会愛知県支部設立総会の開催結果について

28.479,000円

１１月25日設立総会、支部長に太田元次先生を選出した旨の報告を了承

短期人間ドック・自動化健診料金の折衝経過について

折衝経過報告を了承（62年度も59,000円で実施）

厚生省、医薬品流通近代化協議会〃の開催結果について

モデル契約の要綱は条件つきで了承されたと報道されているが、本会

1７．

1８．

モデル契約の要綱は条件つきで了承されたと報道されているが、本会としては行政への

提言採用を前提条件としているため協力できない旨の意見を提出した報告を了承

厚生省「医業経営近代化・安定化に関する懇談会」について1９．
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大道學常任理事の発表内容を検討の上了承

20．四病院団体連絡協議会の開催結果について

病院給食に関する財団設置について検討、出資を承認

２１病院診療報酬適正化推進会議の開催結果について

診療報酬改定につき協議、拡大再生再費を含み3.55％から５％の要望につき同意とし了

承

22.,87国際モダンホスピタルショウ講演・説明会の開催結果について

牧野永城理事の講演会報告を了承

第１０回常任理事会

１月24日(土）日病会議室出席29名

１老人保健法（老人保健施設）について

老人保健施設運用に際しての不明点を黒木老人保健部長あて問い合せをした旨と、若月

俊一副会長のモデル施設の説明、役員の意見聴取。

２社会保険診療報酬対策について

現状説明、国民医療総合対策本部設置、診療報酬改定要望を強力に推進する、入退院マ

ニュアル作成を了承

3．病院税制について

税制改正活動状況の報告を了承

4．病院経営について

現状報告及び厚生省、医業経営近代化・安定化に関する懇談会"報告を了承

5．昭和62年度事業計画(案)について

追加、訂正の説明の上、原案どおり承認

6．昭和62年度予算(案)について

経理部第２案一般会計、特別会計を承認

（一般会計）

当期収入合計373,364,000

前期繰越収支差額52.636,000

収入合計426,000,000

当期支出合計397,380,000

当期収支差額△２４，０１６，０００

次期繰越収支差額２８６２０，０００
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(特別会計）

基本財産特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収人合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

退職手当積立金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

ＩＨＦ国際交流基金特別会計

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計

当期支出合計

当期収支差額

次期繰越収支差額

23,595,000

72,925,000

96,520,000

0

23,595,000

96,520,000

1,834,000

37,300,000

39,134,000

0

1,834,000

39,134,000

1,330,500

10,275,500

11,606,000

200,000

1,130,500

11,406,000

会員の入退会について

正会員入会12件、正会員退会１件、１

（１月２４日現在正会員2,195会員、

短期人間ドック施設の指定について

４施設を承認

静岡県町立浜岡病院（４床）

7．

賛助会員入会２件、賛助会員退会１件を承認

、賛助会員380会員）

8．

静岡県町立浜岡病院（４床）

大阪府北摂病院（３床）

岡山県倉敷中央病院（４床）

福岡県九州中央病院（２床）

メイド・イン・ＵＳＡ・フェア'87の協力依頼について9．
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協力を承認

10．（社)日本ＭＥ学会「第３回ＭＥシンポジウム」の後援名義使用依頼について

後援名義使用を承認

11．第29回成人病予防週間の後援依頼について

後援を承認

12．各種制度委員会の開催結果について

報告を了承

13．静岡県病院学会の特別講演について

２月７日の開催報告を了承

演者諸橋芳夫会長

14．日医、病院委員会”について

帆病院の定義〃作成に伴うアンケートの集計報告を了承

15．厚生省「医療経営近代化・安定化に関する懇談会」について

開催報告を了承

16．学会の進捗状況について

３学会の状況報告を了承

17．中小病院のアンケート集計結果について

集計報告を了承

１８内保連第68回例会について

報告を了承、小笠原道夫先生退職のため後任に戸川潔先生を推薦することを承認

第１１回常任理事会

２月２８日出ダイヤモンドホテル出席49名

第４回理事会と合同開催（理事会参照）

第１２回常任理事会

３月28日出ダイヤモンドホテル出席27名

１社会保険診療報酬対策について

戻痔善の現状報告－厘津省の医療費抑制策中、入院食費を患者負担に”に対し本会と医療費の現状報告、厚生省の医療費抑制策中、入院食費を患者負担に"に対し本会とし

て、給食は治療の一環である〃との声明書を作成、代議員会、総会において声明すること

とを了承

2．老人保健法（老人保健施設）について
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老人保健施設のモデル施設の現状報告と今後の対応を協議、老人保健審議会委員選出に

ついては病院団体よりの選出を再度要望することを了承

3．病院税制について

売上税導入につき協議、役員の意見聴取

4．病院経営について

地域医療計画の現状報告等を了承

5．医療関係職種の資格制度について

病院代表の参加を要望し、その他業務についても資格化するよう要望することで了承

６役員の補充について

現状報告、代議員については理事会名で各都道府県に推薦を依頼し、理事については４

月の理事会、５月の代議員会・総会に提案し、補充について承認を得ることで了承

7．日本学術会議の「学術研修団体」に日本診療録管理学会の登録について

日本診療録管理学会の再登録を承認、日本病院学会及び日本人間ドック学会も登録願い

たいとの要請と、日本医学会については日本人間ドック学会の登録申請を承認

8．会員の入退会について

正会員入会７件、正会員退会６件、賛助会員入会２件、賛助会員退会３件を承認

（３月28日現在正会員2,196会員、賛助会員379会員）

9．短期人間ドック、自動化健診施設の指定について

下記施設を承認

（短期人間ドック）

東京都江戸川病院（２床）

（自動化健診）

愛知県大竹病院総合健診センター

茨城県霞ケ浦成人病健診センター

神奈川県相模原総合健診センター

京都府京都南病院

10．委員会、部会の委員交代について

交代を承認

広報委員会新任八木下将也（東京都・同愛記念病院）

退任浅見信子（東京都・社保蒲田総合病院）

防災対策部会新任石田貞治（神奈川県・大口東総合病院）

退任植田義雄（石川県・桑原産婦人科クリニック）

－３５－



事務局職員の補充採用について

４月１日付で採用することを承認吉川肇

各種団体からの後援方依頼について

後援依頼を承認

。病院システム開発研究所記念講演

。(社)全国病院理学療法協会第36回日本理学療法学会

。大阪医療社会事業協会第36回日本医療社会事業全国大会

第７回日本医療社会医療学会

・厚生省薬務局昭和62年度「愛の血液助け合い運動」

各種制度委員会、研究研修会等の開催結果について

報告を了承

､ＩＣＤ－１０”に対するアンケート実施結果について

報告を了承

内・保・連第68回例会の開催結果について

報告を了承

日本病院学会の進捗状況について

報告を了承

３７回福岡県土屋呂武学会長

３８回千葉県諸橋芳夫学会長

３９回長野県若月俊一学会長

４０回茨城県を予定

病院長セミナーについて

８月８日～９曰に愛知県支部との共催により、名古屋で開催す

四病院団体連絡協議会の開催結果について

報告を了承

厚生省「医業経営近代化・安定化に関する懇談会」について

開催報告を了承、５月の総会に、佐分利輝彦先生の講演を依頼

●

■
ロ
日
Ⅱ
ユ

ロ
ロ
Ⅱ
■
（

12.

１

1４．

1５．

1６．

1７．

名古屋で開催することを了承

1８．

1９．

開催報告を了承、５月の総会に、佐分利輝彦先生の講演を依頼することを了承

各種団体からの講演依頼について

諸橋芳夫会長への依頼を了承

・第１5回日本精神病院協会精神医学会

・東京都私立病院会青年部会早朝勉強会

20.

－３６－



第３広報

日本病院会ニュース

主な記事内容

諸橋会長が再選、２期目へ

｢日本病院会のめざすもの」諸橋芳夫

主潮「曰病の研究会活動」

61年度事業計画・予算代議員会・総会で承認中小病院・給食対策を追加

エッセイ「これからの病院人は国際人に」中村了生

制度運用で検討の場を民間医療保険発足で要望４病団

病院給食の一部委託について、厚生省通知

認定1,000人突破診療録管理通教24回生で達成

号数

301号

発行日

４月10日

Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ

１
２
３
４
５
６
７
８

'86ホスピタルショウ基本構想まとまる各階に特別企画展示

６１年度計画を発表伝統の教育研究活動

エッセイ「コーラス・ライン」財津晃

日本病院会61年度教育研究活動等の行事予定表

302号 1）

2）

3）

4）

４月２５日

1）２１世紀への中長期ビジョン医療制度委員会が答申

2）医療審議会案に異議４病団主張と開き、通知案修正を

3）制度委等の所掌確定諸橋執行部２期目をスタート

4）主潮「国民に選択される病院づくりへ」

5）病院経営と診療報酬改定３講師の対応策をきく事務管理研

6）エッセイ「ジャカルタへ」小野田敏郎

7）管理栄養士必置に要望指定基準は事前協議を

8）全米協会の模索病院システム開発研・坪氏が報告

303号 ５月１０日

304号５月２５日１）県医療審議会委員構成で詰め原案を修正提示、厚生省公・私立病院代表

明記へ

２）充実した病院総合ショウを展開東京・池袋、６/13からの全日程確定

３）「院内報」を院外へ病院の広報活動を研究庶務人事・労務研

－３７－



4）エッセイ「物まね」平野明

5）大韓協会総会に出席諸橋会長、ＡＨＦ各国代表も

60年度事業報告と決算代議員会・総会で承認衆参同日選向け対策も

茨城県で支部設立

主潮「自主性の確立を」

政連新委員長に小野氏組織強化策打出す

日病昨年度の主な動き６０年度事業報告から

エッセイ「寿康」と「寿而康」中野博光

62年度税制の要望項目決まる４病団重点事項を協議

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ

１
２
３
４
５
６
７

305号６月10日

1）新医療審議会が発足本会から西能常任理事諸橋会長ともども万全体制へ

2）質の高度化へ実践’86ホスピタルショウに37,000人

3）国療１３９施設が入会

4）「新しい広報委員会が発足して」西能正一郎

5）エッセイ「たべもの歳時記」垣花満

6）「第５回卒後研修会（事務長通教）に参加して」占部頼夫

7）薬品流通の意識調査本会抽出２００病院の協力を流通近代化協

8）医業経営懇談会７月から大道常任理事を推せん、有澤副会長も

306号６月２５日

Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ

１
２
３
４
５
６
７

県医療審議会で通知公・私病院代表が明記個人病院の法人化にも道

｢第36回日本病院学会を迎えて」小野肇

第36回日本病院学会プログラム概要

主潮「メタブレーン」

エッセイ「ある外科医の場合」村田勇

診療報酬改定へ第一声、４病団人件費増の対応なし

民間医療保険で懇談４病団が厚生省、生保・損保協会と、'検討の場設定'′

再要望

寄稿「赤信号」財津晃

307号７月10日

8）

308号７月２５日１）２１世紀への指標求めて第36回日本病院学会が横浜で開幕病院管理者の機

能、育成に論点（学会特集）
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８月２１．２２日久留米市第27回日本人間ドック学会開催へ

参加登録を受付中来年の医学会総会、医師以外も可

エッセイ「病院危機のときに」平和夫

短期決着狙いに反発国の医療審議会が初会合

厚生省幹部と懇談

群馬県で支部結成支部長に北原氏

事務長認定60人に通信教育第７回生の卒業式

Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
１

２
３
４
５
６
７
８

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
１
ｊ
ｊ
Ｊ

１
２
３
４
５
６
７
８
９

４月改定影響率を中間報告３－４月診療収入２３％増に

神崎三益先生逝去〃

日本病院会・今期活動委員会メンバーを確定

主潮「医業の近代化、安定化は」

保険局幹部と懇談

第36回日本病院学会・最終日パネル各界リーダー５氏で「２１世紀に生きる」

エッセイ「わがふるさと」三竹年世子

10/２３．２４名古屋診療録管理学会へ

ドック指定書を更新優良施設表示板も作成中

309号８月１０日

医療計画は原案作成から参加〃病院団体の主張実現、医療審議会答申終え

る策定図を－部訂正

医療法改正＝地域医療計画今回の重要点と会員情報

主潮「アメリカの知恵に学ぶ」

院長・幹部セミナーに300人

ミニ情報「室料差額病床は従来通りを確認」

医療審議会議事録（抜すい）

健康医学ヘアプローチ続く第27回日本人間ドック学会に600人・９５題

診療報酬要望まとめる諸橋会長、関係方面と折衝開始

エッセイ「わが家の愛ニャン物語」須藤祐司

90％以上は手術可能胃癌の早期発見に威力人間ドック・自動化健診全

国46万人の受診データ

310号９月10日１）

Ｊ
Ｊ
１
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

２
３
４
５
６
７
８
９
０
１

311号９月２５日１）「事業税」は今年も強力支援診療報酬改定、病院の重点項目を顧問議員

－３９－



団中心に36氏訪問

政官界首脳を回って

検査外注で留意を〃１０月から検査所の基準改正

解説「省令改正一衛生検査所の精度管理」佐藤和身

エッセイ「､ゆとり”ある教育」河北博文

25人合格のべ500人突破メディカルクラーク通信教育10期生を認定

Ｊ
ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ

２
３
４
５
６

老保施設の無規制に重大懸念常任理事会論議、急激な改革は避けよ勧告

の対象外と厚生省方針

自民社会部会小委に要望老保施設制度化で

重要問題を整理顧問議員団と懇談

病院管理者本格育成へ曰病に検討委員会を設置

主潮「フランス病院協会副会長エバン氏のみた日本」

給食の委託転換を研究９月・全国病院管理総合研開く、解禁”後は過熱

気味

病院給食委託、業者選定基準作りへ４病団・委員会で研究会発足

｢第１２回診療録管理学会を迎えて」岡島光治

札幌で全国用度研病院流通管理システムなど研修

312号１０月10日１）

Ｊ
Ｊ
７
Ｊ
Ｊ

２
３
４
５
６

7）

8）

9）

中小病院生残りをかけて老人保健施設構想に問題提起〃病床削減、倒産

の事態も

４週４体→４週５体給与費は２．４％増、自治体病院週休２日制で試算、

診療報酬要望に追加

中小病院サバイバル「中小病院委員会発足にあたって」西能正一郎

'86へルス展開幕へ１１月18～20日東京・五反田

へルス展実行委員長にきく「人の生涯の健康展を」

エッセイ「新人類」宇井美代子

韓国から実務研修３年後の皆保険移行に備え

313号１０月２５日１）

2）

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

３
４
５
６
７

病院の老保施設転換は不可能〃当局と現場のズレ鮮明に常任理事会論議

身分法制化を論議診療録管理学会（学会特集）

主潮「ＱｕｏＶａＤｉｓ？」

1）

2）

3）

314号１１月10日
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Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

４
５
６
７
８

中小病院サバイバル「中小私的病院の立場」青山鍵夫

モデル契約案に異議基本問題是正が先と本会方針医薬流通近代化協

第１回会告第37回日本病院学会

諸橋会長の胸像建立地域の信望を集め、３日除幕式

吉村氏の追想

会員病床は全国で36％にわが国病院団体を名実ともに代表会員増強進む

ヘルス展開幕

病床削減には監視〃老保施設問題の進展なし

諸橋会長、中尾会頭と対談２２回医学会総会へ期侍語る

なぜ「病院は大型化」か－医療施設調査の発表から

エッセイ「タンポポ」佐々木和男

中小病院サバイバル「３s」荒尾素次

曰本病院会61年度下期研究・研修会の予定

315号１１月２５日

、
ｌ
ノ
、
Ⅱ
ノ
、
ｌ
〃
、
ｌ
ノ
、
Ｉ
ノ
、
ｌ
〃
、
Ⅱ
ノ
、
１
ノ

曰
日
上
、
〃
］
つ
く
』
４
４
△
区
』
〈
〔
Ｕ
【
Ｊ
１
（
ｘ
Ｕ

1）

2）

3）

老保施設対策特別委を設置行政対策と会員広報目的に

愛知県支部が発足、本会７番目同時発足全日病支部との交流も

問題あれば中央折衝〃本会全理事会各県医療審議会の構成すすむ

「人選は病院団体独自」を確認

主潮「日本医療の将来展望、ピンチをチャンスに」

新型間接税で要望医療関係除外を社会部会に

｢あくまで自己評価」日医・厚生省共同の機能評価表で論議、本会全理事会

エッセイ「エクリプス」天川勉

中小病院サバイバル「経営努力と医の心」池谷亘

拡大再生産費含み３９３％病院診療報酬適正化推進会議が改定要求

316号12月１０日
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ

４
５
６
７
８
９

新春座談会「明るい未来を開く病院」

年頭所感「引き続いて激動の年を迎えて」諸橋芳夫

｢老健法」成立１月施行本会特別委、老保施設の省令・告示事項の問題つ

める

公益機関設置を検討給食委託、業者選定は病院団体主導で

ホスピタルショウ記念講演鮮烈の米レポート、牧野氏

1）

2）

3）

317号１月１日

4）

5）

－４１



エッセイ「モンロー号」江本俊秀

中小病院サバイバル「診療内容の充実を」遠藤博志

｢准看」改善案、諸橋会長厚生省検討会、答申まとめへ

新春寄稿「囲碁閑話」牧野永城

Ｊ
Ｊ
ｊ
ｊ

６
７
８
９

318号１月25日１） 病院経営近代化・安定化に向けて本会役員98病院長のアンケート建築資

金不足が最大、内的阻害要因

特別報告「税制抜本改正の医業・医師への影響」有澤源蔵

中小病院サバイバル「生き残る」ためには「打ち勝つ」岡田玲一郎

エッセイ「適正な医療費」えんどうかなえ

７月13-15福岡市、第37回日本病院学会演題募集中、３月末〆切り

Ｊ
１
Ｊ
Ｊ

２
３
４
５

ｊ
Ｊ
Ｊ
１
Ｊ
Ｊ

１
２
３
４
５
６

｢老健施設｣モデル実施へ病床転換は予断許さず厚生省の「考え方」きく

入退院マニュアル制度委で検討着手

中小病院の関心事は？400病院長のアンケート結果

主潮「風が吹けば桶屋」論議

太田・牧田先生逝去〃

米国医療と日本の将来１月定例病院管理総合研究会開く民間活力で将来

開け、河北氏

エッセイ「裏庭の花」宮本祥郎

中小病院サバイバル「若い人、新しい血を」柏戸正英

８月２０．２l秋田市第28回日本人間ドック学会概要

｢病院経営者からみた医業経営」その１大道学

319号２月10日

Ｊ
ｊ
Ｊ
１

７
８
９
０
１

320号２月２５日１）

２）

｢老人保健施設の問題点」行政と医療・福祉現場の座談会（前）

61年病院概況調査まとまる対前年100床当たり医師０．５人看護婦１７人の

増本人負担導入を克服経費増は収益上回る勢い

エッセイ「老而健」財津晃

中小病院サバイバル「地域のニードに応える診療を」鎌田剛

売上税非課税を確認本会指定等の健保健診事業

｢病院経営者からみた医業経営」その２、大道学

Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ

３
４
５
６
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321号３月１０日１） 62年度事業計画を承認、全理事会会員増強へ行動〃人退院マニュアル作成

も

医療職種資格化で要望ＰＳＷ、病歴士等追加も病院団体無視には遺憾の

意

国公私間の差なくせ売上税で諸橋会長当局へ申し入れ

｢老人保健施設の問題点」座談会（後）

主潮「環境変化への対応」

千葉県支部総会「院長はもう前向きに」行天氏講演、医療界を叱陀〃

エッセイ「週休二日制」池谷亘

中小病院サバイバル「新しい患者サービスを」河北博文

｢牧田中先生の死を悼む」岡山義雄

生保会員にドック健診千代田生命と提携４月スタート

｢病院経営者からみた医業経営」その３，大道学

2）

Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
Ｊ

３
４
５
６
７
８
９
０
１
１
１

322号３月２５日１） 病院の国際交流で半世紀６月ヘルシンキで25回ＩＨＦ学会日本語后

訳付き学会参加と欧州視察団募集中

ＩＨＦ新事務総長が来日

｢老健施設に取組む〃」若月俊一

｢病院長意見調査」今後の指針求め、各会員支援を〃３－４月実施

62年度事業計画３．２８代議員会・総会へ提案

650人が集まったセミナー

エッセイ「春から縁起がいいな」中野博光

中小病院サバイバル「関心事アンケートの活用」西能正一郎

10月１２．１３新潟市第13回診療録管理学会演題募集中５月末〆切り

｢病院経営者からみた医業経営」その４，大道学

日本語同時通
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Ｊ
Ｊ
Ｊ
Ｊ
１
Ｊ
Ｊ
Ｊ
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３
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５
６
７
８
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０
１

(以上のほか、委員会報告＝広報委員会で61年度広報活動を報告）
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員会第４委

1．医療制度委員会

１開催回数１１回

２．出席者数９１名（延べ人員）

３．協議項目１）病院機能評価について

２）病院機能標準化マニュアルについて

３）２１世紀へ向けての中長期ビジョンについて

４）看護教育制度改善について

５）入退院マニュアルについて

４総評

本年度を通じ、病院機能標準化マニュアルの作成に一貫して取り組んだ。完成に３年を要する

ことから、次年度以降も作成作業は持ち越されることとなる。このマニュアルは究極的には病院

機能評価を目指すものであるが、わが国の医療の現状に鑑み、その前段階的なものとして病院機

能の「標準」を提出することとしたものである。昭和62年度中に中間報告が提出される見通しで

ある。

2．統計調査部会

１．開催回数４回

２．出席者数２３名（延べ人員）

３．協議項目１）医療費改訂影響率調査について

２）公私病連との合同調査について（病院運営実態分析調査）

３）原価計算調査について

４）統計調査部会の運営について

５）今後の調査について

６）合同調査および原価計算調査について

７）病院長意見調査について

８）病院運営実態分析調査概要報告について

９）昭和62年度病院部門別原価計算調査の実施について

４総評

本年度は毎年実施している「病院運営実態分析調査」の他、新しい試みとして「将来の病院管

理運営に関する病院長意見調査」を実施した。
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ａ医療事故対策部会

１開催回数１３回

２．出席者４５名（延べ人員）

３．協議項目１）委員の追加について

２）水戸開催のセミナーについて

３）水戸市開催のセミナーについて

（動員方法の検討（水戸済生会病院））

４）水戸市開催プラグラムについて

５）〃〃の最終確認

６）〃セミナー運営について

７）〃セミナーの反省会

８）名古屋開催について

９）６２年度セミナーの開催計画

１０）愛知県支部との打合せ（名古屋）

１１）名古屋市開催セミナープログラムの検討

１２）名古屋市開催・講師、座長、後援団体、参加費､､講師料等について

１３）名古屋市開催セミナー講師との打合せ及び運営等について

１４）６月開催のセミナーについて

４．総評

前年に引続き、セミナー開催を中心に委員会を開いて来た。セミナーそのものは別掲の通り３

回で通算1,000名強の参加者があり大変成功ではあった。今後については「防止の為のセミナー」

を医師、看護婦、医療事故担当窓口等、対象をもっとしぼり分科会的な方法も考えていく必要が

あると考える（総論的なもの、各論的なものにわける）。

4．防災対策部会

１開催回数

２．出席者

３協議項目

３回

１０名（延べ人員）

1）病院防災（名古屋市）セミナー開催について

2）６２年度開催計画について

3）委員の交代について

4）自治省消防庁防火管理体制研究会について
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５）６２年度開催会場の確認

６）第７回防災セミナーのプログラムについて

４総評

一昨年より持ち回りセミナーの一環として、名古屋市において開催したセミナーの関連で委員

会を開催した。セミナーそのものは別掲の通り大変成功であり、関連的に自治省、消防庁の防火

管理体制研究会で検討し消防法施行令一部改正のあった防火管理制度の解説書として、「新しい

防火管理制度、その第一歩によせて」の小冊子を作成会員病院へ無料配布し、また、趣火の用心，，

唾非常持出，，のタンザクも作成、年度明けには配布を予定している。

他にセミナーの折、各講師による論文集も発刊し、例年になく成果のある部会であった。

5．労務・福利厚生・用度部会本年度は開催なし

6．病院給食委員会

１８回（小委員会含む）

７０名（延べ人員）

１）病院給食委員会の活動方針について

２）次回委員会について

３）病院給食諸統計資料の検討

４）委員の追加について

５）委員会小委員会設置について

６）材料購入小委員会の活動方針について

７）システム・ソフト問題小委員会の活動方針について

８）食材の購入について

９）調理について

10）配膳について

11）外注委託について

12）小委員会の報告

13）四病団、病院給食の委託について

14）冷凍保存食について

15）給食業務について

16）栄養管理システムについて

17）四病団給食委託業務研究会参加について

１開催回数

2．出席者

3．協議事項
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小委員会の検討事項について

栄養管理システムの考え方とモデル及び給食マニュアルについて

給食についてのアンケート調査実施について

厚生省給食業務一部委託の業務分担について

'86給食産業シンポについて

病院給食の外部委託に関して

給食サービスのマニュアル作りについて

厚生省指導課長との面談について

四病団給食研究会について

委託契約について

外部委託について

献立集の作製について

ジプコム㈱との関連について

四病団病院給食業務委託について

栄養管理システムについて

ジプコム㈱の問題について

外注委託について

「Ｍ､Ｃ､Ｆプロゼクト研究会」の報告

栄養管理システムの考え方とモデル及び改善の方策について

１８）

19）

20）

21）

22）

23）

24）

25）

26）

27）

28）

29）

30）

31）

32）

33）

34）

35）

36）

4．総 評

社会の批判のあった病院給食について、その対策として本年度より発足した委員会であったが、

それ以前にかかえていた問題が多く、厚生省より発表のあった外注委託の緩和措置、ジプコム

㈱の冷凍食の問題、四病団の給食研究会の問題等課題事項が多く、委員会を正常化するのに時間

を要した。

基本的には、給食は治療食の一環という考え方から、当委員会では栄養管理の基準作りを行い、

材料購入、外注委託等給食についてのマニュアルを作成することになり、委員会として、次の小

委員会を作って運営することとし、小委員会を含めると18回に及んだ､。

①システム小委員会、②材料購入小委員会、③ソフト問題小委員会、④給食委託対策小委員会

7．勤務医対策委員会

１開催回数１回

２出席者３名

３協議項目１）委員会の今後の活動方針について
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4．総評

昨年までの活動がないので基本的な活動方針を検討したが、委員の若干の補充をし病院管理に

資する有為の人材養成、確保の為の勤務医部会とし、６２年度より活発に活動することとした。

8．教育委員会

１開催回数

２．出席者

教育委員会・研究会委員長会議３回

教育委員会・研究会委員長会議

教育委員１４名（延べ人員）

研究会委員長４０名（延べ人員）

１）昭和61年度研究会活動について

２）「日本病院会主催の各種研究会について」のアンケート結果の報告

３）６１年度（４月～10月）開催ずみの研究会についての結果報告

４）昭和62年度研究会開催計画(案)の検討

５）’８６国際モダンホスピタノレショウヘ参加しての感想発表

６）昭和61年度研究会開催結果報告

７）昭和62年度研究会開催日程(案)に基づいての検討

3．協議項目

（まとめ）

総評

1）本年は長年の懸案であった日病主催の研究会が、会員病院にどのように受け取られているか

につき、種々の項目を設けてアンケートを行なった。回収率は必ずしも芳しいものではなかっ

たが、今後の研究会を開催するうえに、大いに参考になった。委員会報告として日本病院会雑

誌ＶＯＬ34,Ｎ0.2（'87.2月号)に収録された。

2）定例(研)、セミナーはそれぞれ参加者も相応に集まり成果を挙げている。毎年問題となる全

国(研)の参加者動員であるが、地元の病院協会や専門職団体と緊密なコミュニケーションがとれ

ている研究会は成功している。したがって、今後は、開催地の日病役員の先生に大いにご尽力頂

４

〈ことが肝要である。それには登内教育委員長より常任理事会等の役員会の席上でこの点につき、

役員の先生方に強く要請していくことにした。

3）毎年合同開催の必要性が叫ばれているが、合同開催のできる研究会は大いに実行してゆくべき

であろう。

4）最後に、本年の開催結果を数字の面に限ってみてみると、次の如くである。定例(研)４２回、

１，６６７（参加施設数)、２，４９８（参加人数)。全国(研）１６回、９５９（参加施設数)、１，４６５（参加人員)。

セミナー４回、２０４（参加施設数)、４，１８１（参加人員)。

収支は、全体で約４万円余りの黒字となった。
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9．通信教育委員会

（１）診療録管理通信教育部

１開催回数２回

２．出席者数１１名（延べ人員）

３．協議項目

第１回９月20日出午後５時～７時30分東京：鉄道会館ルビーホール

１）２５期.２７期生の試験結果について

２）第25回認定式について

３）第30回スクーリング実施計画について

４）第26回認定式について

第２回３月14日(士)午後５時～７時40分東京：鉄道会館ルビーホール

１）２６期．２８期生の試験結果について

２）昭和62年度診療録通信教育実施計画について

(2)メディカルクラーク通信教育部

１開催回数２回

２．出席者数１４名（延べ人員）

３．協議項目

第１回４月３日（木）午後３時30分～６時東京：鉄道会館ルビーホール葵の間

１）昭和61年度の教育実施について

前期スクーリング・試験の実施時期について

2）第１０回認定審査委員会

3）第10回認定証授与式

９月１３日出午後４時～東京

10月１８日出午後５時～於ダイヤモンドホテル

－４９－
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4）８月スクーリング時間割り

■東
京
地
区
Ｉ

12
東京：鉄道会館ルビーホール葵の間第２回９月１３日(士）午後４時～６時30分

１）第10回の認定審査

第10回認定者２５名

２）延長受講予定者３０名

３）６２年２月の試験．スクーリングの予定

4）第10回認定証授与式

６１年10月１８日出午後５時～ダイヤモンドホテル

5）認定者代表は千葉県谷津保健病院の新井和泰とする。

6）今後、成績優秀者、上位５名を、病院会ニュース”に掲載する。

(3)事務長養成課程通信教育部

１．開催回数１回

２．出席者数８名

４月４日（金）午後３時～５時・日本病院会第１会議室

１）昭和61年度の教育実施について

第７回認定証授与式を７月１２とし、他は原案通り承認

２）第７回２年次後期試験：６月７日出広島

３）第５回卒後研修会：６月７日出広島

－５０－
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25()E1）

26㈹

27(水）

秘書実務與那嶺光子 医療学高橋政政旗

医療事務杉本久

臨床検査学伊藤武雄 医療用語学笠井良

後期試験（東京・京都）

医療学高橋政旗 秘書実務與那嶺光子

医療用語学笠井良 臨床検査学伊藤武雄

医療事務杉本久
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4）試験

第８回生１年後期：７月10日

第８回生２年前期：６２年１月１８日

第９回生１年前期： １月１１日

5）スクーリング

前期第８回生２年次：７月１１日～16日

〃第９回生１年次：７月21日～26日

後期第９回生１年次：６２年１月12日～１７日

〃第８回生２年次： １月１９日～24日

6）会場

７月10日～26日本願寺築地別院第一伝導館

６２年１月11日～24日同上

10．臨床予防医学委員会

４回（常任委員会３回含む）

３８名（延べ人員）

１）来年度（昭和62年度）以降の健保連との交渉について

２）人間ドック実態調査（各地健保連の動向）集計結果について

３）指定書、指定表示看板について

４）学会員年会費について（会則の一部改正等の検討）

５）第27回日本人間ドック学会について

６）学会誌（創刊号）編集について

７）臨床予防医学委員会報告（受診者数統計）について

８）生命保険会社よりの人間ドック実施企画について

９）検査項目について

10）学会理事の退任に伴う後任について

11）次々期（昭和63年度）日本人間ドック学会について

12）第27回学会に対する韓国よりの招請依頼について

13）来年度（昭和62年度）以降の健保連契約交渉について

14）新指定書、指定表示板の作成について

15）学会員年会費について（会則の一部改正等の検討）

16）学会誌「健康医学」創刊号について

1．開催回数

2．出席者数

3．協議項目
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１７）臨床予防医学委員会報告について

１８）生命保険会社よりの人間ドック実施委託企画について

１９）短期人間ドック実施認定委員の交替について

２０）売上税の人間ドック健診への課税対策について

２１）健保連との契約料金について（今後の対策）

２２）生命保険会社よりの健診実施について

２３）学会誌「健康医学」第二号の編集、発行について

２４）第29回（昭和63年度）日本人間ドック学会開催について

２５）人間ドック健診への売上税課税対策について

4．総評

本年度の当委員会活動も昨年度同様に非常に多忙なものとなった。例年のとおり、次年度の健

保連との短期人間ドック料金の契約交渉について、再三に亘り二本杉委員長、鈴木副委員長が折

衝を重ねたが双方の意見調整が出来ず、昭和62年度の契約料金も59,000円の据え置き料金にて締

結せざるを得なかったＩ情況であり、これで昭和59年度より４年間、料金が改訂にならないという

事で、日病指定短期人間ドック実施病院各位に多大なるご迷惑をおかけする結果となってしまっ

た事は、非常に遺憾であった。

近年、国民全体の予防医学への認識が高まって来ている,情勢を考えると、曰病指定施設以外で

も独自の人間ドックをどんどん取り入れ実施する施設が増加し、健診内容はともかくとして、廉

価なドック健診へ受診者が流れて行く事もいちがいには否めなくなって来ていることも事実であ

る。

ゆえに、その中で、日病の指定（健保連契約）で実施する短期人間ドックと他の人間ドックの

違いを明確にする努力を当委員会で検討して行く必要性を感じ、昨年度来の懸案事項であった新

指定書並びに優良施設指定表示看板の作成を実施した。

また、今後も健保連との料金交渉が難行することが予想されるため、この制度が根底より崩壊

しないような、内容の変更も検討する時期に来ていると痛感しており、重要検討課題として充分

討議を重ねて行く事を申し合わせている。

その他の事業としては、永年の懸案事項であった日本人間ドック学会誌（創刊号）「健康医学」

がようやく出版できた事である。現在第二号を早期発行に向け、学会誌編集委員会で編纂中であ

る。

なお、政府が昭和63年度より導入するとされている人間ドック健診への売上税課税については、

日病正副会長並びに曰病政治連盟委員長による関係省庁への再三の要望、折衝により、健康保険

組合連合会が実施する事業（曰病との契約に基づいて実施する短期人間ドック並びに自動化健診
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システムの健診と健保連が独自に各病院と契約を結び実施する１泊ドック、曰帰りドック等の健

診）に限っては、公費負担で実施される健康診断（審査）に該当するとの事で、売上税の課税対

象より除外された事を特に付記しておく。

11．社会保険・老人保健委員会

１開催回数１回

２．出席者５名

３．協議項目ｌ）診療報酬改正について

２）老人保健施設について

４．総評

上部常任理事会で毎回集中的に取り挙げられているので、必然的に開催回数も少なく、今後

委員会の方向性を考えなおす必要がある。

12．医療経済委員会

１開催回数２回

２．出席者数１７名（延べ人員）

３協議項目１）「医療用医薬品流通近代化協議会」のモデル契約について

２）昭和62年度税制改正要望事項について

３）昭和62年度税制改正について

４）医療法人化に伴い発生する過誤調整問題について

４総評

６２年度税制改正は、「売上税」等大改正になるので、今後セミナー等の開催も予定し、さらに

検討を重ねる予定である。

13．国際委員会

１．開催回数

２．出席者数

３．協議項目

９回

７９名（延べ人員）

1）会議事項

①HospitalandMedicalEthicsandLiabilityについて

②国際委員会の今後の活動について

③海外視察研究会について

④ＡＵＰＨＡについて
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⑤ＶＨＡについて

⑥国際医療協力について

⑦第25回国際病院連盟学会について

③病院医療向上のための調査について

⑨YoshiokaJHAFellowshipについて

⑩ＩＨＦ新事務局長就任について

⑪ExchangeProgramについて

⑫1988年ＩＨＦ地域会議（インドネシア）について

2）活動事項

①アジア病院連盟関連

ａ・大韓病院協会年次総会(5/2)に諸橋芳夫会長が出席。

ｂ・第３6回日本病院学会へＡＨＦ会長AminoGondohutomo氏以下関係４カ

国代表４名を招へい。全員が出席。

ｃ・韓国医療保険実務研修団来日（一行８名、１０/13～10/１７)。左奈田幸夫

元会長より｢病院医療の変貌」のテーマで講義を受けたほか、厚生省、筑岐

大学病院、武蔵野赤十字病院、河北総合病院、順天堂浦安病院、健保連に

て研修。

ｄ・台湾ＩＨＦ地域会議参加海外視察研究会を実施。

②国際病院連盟関連

ａ．第２5回ＩＨＦ学会提出論文作成のために､池上直己委員による「病院医療

向上のための調査」を実施（12月上旬)。

ｂ・’８６ＩＨＦＹＥＡＲＢＯＯＫ掲載論文二編（高橋勝三委員による抄訳）を

日本病院会雑誌に転載。

ｃ・ＩＨＦ新事務局長Pickering氏と東京ステーションホテルにて会談。本

会より、諸橋会長ほか牧野委員長、紀伊國、三宅両委員が出席。

③その他

ＰｅｏｐｌｅｔｏＰｅｏｐｌｅ，ＨｅａｌｔｈＣａｒｅＦａｃｉｌｉｔｉｅｓＤｅｌｅｇａｔｉｏｎｔｏＥａｓｔ

Ａｓｉｓ（一行約40名）からの依頼により、七沢リハビリテーション病院（神奈

川）の見学を斡旋（９月）。

4．総 評

本年度より、新委員長として牧野永城理事（聖路加国際病院長）が就任し、新体制でスター

トした。委員会のあり方としては、概ね従来の方向を踏襲することが確認され、前委員長の遺志
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である倫理問題を委員会の一貫したテーマとして取り組んでゆくこととしたほか、さらに新しい

検討課題として、国際医療協力、国際間人材交流について、日病として成しうることの可能性を

模索し始めた。

14．組織委員会

１開催回数５回

２．出席者数４３名（延べ人員）

３．協議項目１）会員増強対策について

２）老人保健施設について

３）支部結成をめぐる諸問題について

４）入会申込書の簡素化について

４総・評

本年度より伊藤研理事（総合大雄会病院長）が委員長に就任し、新体制でスタートした。従

来、休眠状態にあった委員会であり、また会員増強対策という組織運営上高度な事項を取り扱わ

なければならないだけに、当初、委員会の方向づけに難航したが、委員長以下各委員の努力によ

り、この－年間で概ね軌道に乗った。

15．学術委員会

１開催回数１１回

２．出席者数９３名（延べ人員）

３協議項目１）日本病院会雑誌'８６６月号～'８７５月号の編集について

２）日本病院会雑誌'８６７月号～'８７６月号の企画について

３）英文誌「JapanHospitalsNQ5」の編集および出版について

４．雑誌61年度（'８６４月号～'８７３月号）

主要掲載記事

（４月号）

グラフ：第１１回日本診療録管理学会

巻頭言：老人保健施設の発足に思う

記事：第１１回日本診療録管理学会関連記事他

（５月号）

グラフ：亀田総合病院

巻頭言：日本病院会のめざすもの－会長再選の抱負一
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記事：病院長セミナーにおけるシンポジウム他

(６月号）

グラフ：東京医科大学病院

巻頭言：悪環境を克服するにはl0cでいこう

記事：講演老人保健法の一部改正について（黒木武弘）他

(７月号）

グラフ：武蔵野赤十字病院

巻頭言：第36回日本病院学会を迎えて

記事：論説２１世紀へ向けての中長期ビジョン（医療制度委員

(８月号）

グラフ：’86国際モダンホスピタルショウ

巻頭言：第27回日本人間ドック学会開催を迎えて

記事：鎖夏随筆（46編)、コンピュータ入門講座連載８他

(９月号）

グラフ：東京女子医科大学病院

巻頭言：病院運営の民主化を－行革．臨調にむかって￣

記事：研究報告６時給食の実践と給食業務の見直し他

(10月号）

グラフ：第36回日本病院学会

巻頭言：診療録管理の２１世紀を夢見る

記事：第36回日本病院学会関連記事他

(11月号）

グラフ：呉共済病院

巻頭言：病院機能評価について

記事：座談会第36回日本病院学会を顧みて他

(12月号）

グラフ：第27回日本人間ドック学会

巻頭言：効率的救急医療－新しい医療を求めて一

記事：講演これからの医療保険の展開（下村健）他

(１月号）

グラフ：第26回病院視察研究会

巻頭言：年頭所感一引き続いて激動の年を迎えて

(医療制度委員会） 他
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記事：第26回病院視察研究会より

秋田・青森の４病院を見学他

（２月号）

グラフ：第１２回日本診療録管理学会

巻頭言：基準看護と付添について

記事：第１２回日本診療録管理学会関連記事他

（３月号）

グラフ：アメリカの病院の病歴管理

巻頭言：公私病院の連携の強化を

記事：病院長セミナーにおける諸発表他

ら総評

昨年と同様、本年も記事の集まり具合いがたいへんよく、編集作業も順調に進めることがで

き、毎月，日発行は確実に果たすことができた。ページ数も’50頁前後を維持し、１年間を通

じて雑誌の厚さが理想的なものとなった。

記事の面では、コンピュータ入門講座が連載５に入り、ますます好評を得てきたように思え

る。また、３大学会をはじめ各地で開催された研究会、セミナーでの記事が主流となっている

が、今後はもっと論説文が欲しいところである。

誌面の充実という点から言うと、コンピュータ入門講座的ななにか特徴のある連載ものとか、

なにか新しい記事を新たに発掘してゆくことも考えられよう。

図書出版として、庶務人事・労務研究会の企画編集によるマニュアルシリーズ①病院事務

管理マニュアル②病院賃金管理マニュアル③病院就業規則改訂マニュアルの３点の出版を

認定、それぞれ日本病院共済会で頒布の方式をとった｡それぞれ好評発売中である。

16．広報委員会

１開催回数

２．出席者数

３協議項目

７回（うち座談会２，懇談会１）

７１名（同上９，２２名）

1）６０年度広報活動の報告

2）６１年度広報委員会の活動方針

①日本病院会ニュースの発行について（予算、発行、配布の状況、方針、企

画）

②対外的広報活動について

3）日病ニュースの紙面検討
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４）ニュース配布状況と広告媒体作成

５）６１年度日病ニュースの企画・編集について

①「無影灯」の執筆体制

②座談会の実施計画

③「中小病院サバイバル」コーナーの設置

６）日病ニュース３００号記念誌の配布計画

７）対外的広報活動について

①非会員病院向け②一般国民向け

８）６０．６１年合本の製作

９）未入会病院のリスト作成（300号記念誌関連）

10）６２年新年号の座談会について

11）日病ニュースの編集方針、新企画について

①「激動の時代を乗り越えるわが病院の戦略」コーナー

②「支部（地方）だより」コーナー

12）新媒体（ハガキニュース）の検討

13）６２年度委員会活動計画・予算

14）座談会「明るい未来を開く病院」

15）ニュース300号記念誌の処理（未入会病院の推せんリストアップ）

16）６２年度広報活動の計画

①ニュースの発行計画、編集企画

②対外広報活動（非会員対策等）

17）座談会「老人保健施設の問題点」

18）専門紙（誌）記者との懇談会（病院をめぐる諸問題）

4．総 評

曰病執行部、諸橋会長の再選を機に広報委員長に西能常任理事が就任、－部委員も交代した。

委員会はまず広報活動のあり方を検討、会員向け機関紙である日病ニュースの紙面検討と、対

外的広報活動、特に非会員対策について検討した。これらはたまたま広報委員会と関連をもち、

同時発足的に積極活動を開始した組織委員会、中小病院委員会からの広報活動に対する要望とも

あいまって、協議検討を重ねたものである。

曰病ニュースに対しては、もっと末端の会員の実感に近い内容にしなければならない、会員の

知りたい情報を、うわさ的に類するものを含め載せるべきである、機関紙らしくもっと切れ味の

鋭いものを、などと沢山の意見、反省点が寄せられた。
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これに対し編集体制を強化、対応し、夏すぎの紙面から一応の評価をえられた。あわせて「中

小病院サバイバル」コーナーを中めんに新設、新発足の中小病院委員会に紙面を提供した。また

諸橋会長が「激動の時代を乗り越えるわが病院の戦略」コーナーを提案したのを受け、一めん記

事中風に設定し、全理事60余氏の交代投稿で５カ条以内の戦略を披露してもらうことになった。

さらに新媒体としてハガキニュースを検討、緊急重要時に対応することとした。

対外的活､動としては現情勢から非会員対策を取り上げた。前年度完成したニュース300号記念

誌の残部有効活用を含め、都道府県の役員に未入会病院のうち有力候補を限定椎せんしてもらい、

諸橋会長の添書をつけ贈呈、入会勧誘した。各地役員の支援もあり12月の贈呈後二ケタの入会効

果が認められた。

年度末になって、厚生省日比谷クラブ所属を主体に専門紙（誌）記者を招待、会長ほか広報担

当者数名とで懇談の場をもった。最近その機会は少なかったが、記者側も今後会見方式の設定を

要望した。

17．諸規程検討委員会

Ｌ開催回数１回

２出席者数４名

３．開催月日２月28日（士)曰病会議室

４協議事項ｌ）事務局組織分掌規程の一部改正について

・事務局に次長制を採用するため、規程を－部改正した。

２）その他

・定款第16条に出版部とあるが、組織図には出版部がない。

・週休２日制について

５．総評

事務局に次長制を採用することになり、事務局組織分掌規程の一部を改正することになった。

第３条の（職員）事務局に次の職員を置く。に次長を入れ、第５条の（職務権限）の２項に次長

は事務局長をたすけ、委任された事務を掌理する。を入れ、附則の３にこの規程の改正は、昭和

６２年４月１日から施行する。を追加し、組織図の事務局長の下に次長を挿入することとした。

定款第６章事務局および出版部の第16条（設置）にこの会に、会務の円滑、迅速かつ適正なる

処理を図るため事務局および出版部を設置するとあるが、組織図には出版部がないという指摘が

あったが、これは学術研修部の職務分掌(4)学術図書の編集発行に関すること。に包含され、出版

は日本病院共済会に移管されている。

週休２日制については、国家公務員も４週６体制を採用しだしたので、事務局も考える時期で

はないかとの指摘があったが、会員病院がなかなか採用出来ない状況を考慮すると、週休２日制
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の採用は時期尚早の観があるとした。

18．中小病院委員会

１開催回数４回

２．出席者数３６名（延べ人員）

３．協議項目１）委員会名称について

２）「中小」の定義について

３）日病ニュースの活用について

４）他の委員会等との連携について

５）中小病院の経営について

６）中小病院アンケートについて

７）医療行政との関わりについて

４総評

本年度より新設された委員会であり、西能正一郎常任理事(西能病院理事長)が委員長に就任した。

日病ニュースに「中小病院サバイバルコーナー」の設置、アンケートの実施、研究会活動への歩

み寄り等、アイデアに富んだ活動を展開した。

〔特別委員会〕

1．病院情報センター委員会

Ａ・委員会

１．開催回数８回

２．出席者数６４名（延べ人員）

３．協議項目１）’86国際モダンホスピタルショウ開催時のセミナーについて

２）病院情報センターの活動方針について

３）役員病院に対するコンピュータアンケート調査について

４）アンケート調査および訪問調査について

５）アンケート調査および訪問調査の調査票について

６）訪問調査の調査項目について

７）訪問調査について

８）レセプト処理システムについて、厚生省との懇談

９）訪問調査の一部報告について
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４総評

本年度は数年ぶりに役員病院に対し本格的訪問調査を実施した。調査結果は早急にまとめ、

病院におけるコンピュータの利用と、今後の病院システム化に関し現状を把握すると共に将来

に向けての方向性を示すべく、セミナー・日病

Ｂ・セミナー

「病院'情報システムとＴＱＣ」

座長関東逓信病院部長

演者ＮＴＣ情報処理事業本部部長岡

演者ＮＴＴ品質管理部部長石

演者河北総合病院副理事長河

演者医療法人大道会理事長大

「病院'情報システムの導入と再構築」

東海大学医学部付属東京病院事務部付

北品川総合病院健康医学センター事務長

ＭＴＴデータ事業本部部長

日立ＭＥ事業推進本部

千葉大学医学部付属病院部長

舞子台病院事務長

南大阪病院情報管理部部長

沖電気工業株式会社ＯＡ事業本部

日本電気株式会社システム事業本部

自治医科大学教授

日病雑誌等で発表してゆく予定である。
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2．国際モダンホスピタルショウ委員会

１開催回数６名

２．出席者数８３名（延べ人員）

３協議項目

ｌ）昭和61年
５月７日（水）’８６国際モダンホスピタルショウ企画委員会三宅委員長他１２名

’８６ＨＳ報告

2）８月５日（火）諮問会議河野副会長他15名

ＷＨＳ報告および反省
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3）９月５日（金）’８７ＨＳ企画委員会三宅委員長他１６名

’８７ＨＳ開催について

4）１１月11日（火）’８７ＨＳ企画委員会三宅委員長他１２名

’８７ＨＳについて

5)甲智瀦閃WHS企画委員会三宅委員長他n名
’８７ＨＳ部会報告

6）３月３日（火）諮問会議河野副会長他１７名

’８７ＨＳ経過報告

上記以外に医療機器４回、情報５回、ホームケア４回の委員会を開催した。

3．ヘルス展委員会

実行委員会

１．４月７日（月）

会場：

出席者：

議題：

２．５月26日（月）

会場：

出席者：

議題：

３．８月26日（火）

会場：

出席者：

議題：

４．１２月23日（火）

会場Ｉ

出席者’

議題’

小委員会

１．９月１日（月）

会場’

出席者’

'８６へルス展実行委員会１１名

ホテルパシフィック

河野稔実行委員長他

'８６へルス展開催について

'８６へﾉﾚｽ展実行委員会１０名

ホテルパシフィック

河野稔実行委員長他

'８６へルス展特別企画について

'８６へルス展実行委員会１０名

ホテルパシフィック

河野稔実行委員長他

へﾉﾚｽ展企画について

'８６へルス展実行委員会（反省会）９名

ホテルパシフィック

河野稔実行委員長他

'８６へルス展の反省および'８７へルス展開催について

ヘルス展小委員会

日本経営協会

須藤委員長他
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議題：特別企画について

２．９月29日(月）５名

会場：日本経営協会

出席者：須藤委員長他

議題：特別企画について

３．１０月20日(月）５名

会場：日本経営協会

出席者：据藤委員長他

議題：特別企画について

企画委員会

く第１回＞昭和62年１月１６日(金）出席者７名

（１）開催概要について

会期１２月１日(火)～３日(７Ｎ午前10時～午後５時

会場浜松町・都立産業貿易センター

（２）へﾉﾚｽ展の性格について

国民の健康を守ると共に、健康づくりのお手伝いをする。

（３）特別企画について（自由討議）

食事に関して、健康食メニューのサンプル、病気になった場合のメニューの実物展

示ができないか。

日本人と米国人との健康管理能力の比較を表示できないか。

＜第２回＞１月28日OIO出席者７名

（１）テーマについて

「グルメ時代における健康管理」（メインテーマ）

～気分はヘルシー、健やかな明日～（サブテーマ）

（２）特別講演会について

講演時間午後１時30分～３時（３日間）

会場弥生会館（展示会場至近）

（３）アトラクションについて

腰痛予防体操

（４）体力測定・栄養相談コーナー

前回通り実施、さらにコンピュータ診断を栄養相談コーナーにとり入れる。
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＜第３回＞２月１３日(金）出席者７名

（１）特別講演会講評

（候補…先方の都合を確認）

①「心の健康に関する内容」池田正雄氏

②「一般向けの内容」海老名香葉子氏

③「ビジネスマン向けの内容」高木敏氏

（２）実演（アトラクション）について

内容職場における腰痛予防体操

ＶＤＴ体操（空き時間にはビデオを流す）

時間講演会をはさんで、午前と午後

①１１:３０～１２:００②１５:３０～１６:００

尚、実施にあたっては本展示会協賛の(llzh体力づくり指導協会等に協力を求める。

＜第４回＞２月27日(金）出席者３名

（１）特別講演会講師決定

①「メンタルヘルスの立場から」１２月１日池田正雄氏

②「スポーツ選手の立場から」12月２日塚原光男氏

③「テーマに沿った立場から」１２月３日高木敏氏

（２）実演について決定

１２月１日腰痛予防体操青木よう子氏

１２月２日～３日ＶＤＴ体操湯沢きよみ氏

尚、時間帯は３日間共、午後２時～３時

（講演会と重なっても、来場者のピークとなる時間の方が良い｡）

4．老人保健施設対策特別委員会

１．開催回数１回

２．出席者８名

３．協議項目１）老人保健施設について

４．総評

老人保健施設について省令、告示で定められている事項の不明な点を集中的に討議の結果、

生省老人保健部長に意見書を提出した。

当委員会は暫定委員会の為、常任理事会の動きをみて活動して行くこととした。

厚
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病院管理者教育検討会

1．開催回数５回

2．出席者数３８名

3．協議項目ｌ）病院管理者教育・大学院設置構想（要望）について

２）病院運営（管理）者教育について

３）その他

4．総評

本年度７月、第36回日本病院学会が横浜市で開かれたが、小野肇理事（大口東総合病院理事長）

が学会長として「病院幹部教育と提言」として講演された。この中で、従来からの病院幹部教育

の不足を指摘し、病院管理専門大学院の設立を提言された。

このあとの８，９月の定例常任理事会で、小野氏から標記の検討の場を日病として取り上げて

ほしいとの提案があり、一方、大道常任理事からも管理運営の場にある中間監督者の教育につい

ての発言もあって、あわせて検討会として取り上げることとなった。

小野肇氏が世話人となり、有澤源蔵、大道學、河北博文、紀伊國献三、行天良雄、西能正一郎、

関田康慶、高橋政旗、登内真の10氏で構成された（第２回目に西能氏が辞任、以後９氏で運営)。

会合は10月21日、１１月１１日、12月19日、２月27日、３月27日の計５回開かれた。当初は、病院

管理の問題点として、①日本では医学教育は行われているが、病院管理学は専門的にやっていな

い（大学医学部、医科大学80のうち病院管理学講座をもつのは14にすぎない)、②日本の病院に

は法的な「事務長」はない。病院運営（管理）に携わる事務長の意義を考えたい。この２点を議

論の中心においてフリートーキングで進められた。

これらの論議から打ち出されたものが、大学院設置の要望で、病院管理者としての医師の研修

を、また事務管理職については大学法・経学部等に病院事務管理学科の設置などを要望すること

となった。また、事務長資格の法制化については厚生省に要望することなどを骨子とした。

これらを踏まえて作成、持ち寄られた案文３件につき、第５回会合（３月27日）で、それぞれ

選択決定し、３月28日出開催の常任理事会の席上で、会長に対して申達した。

このほか、病院管理者教育に関する国際シンポジウムの提案があり、昭和63年度の開催を目途

として、大道常任理事が中心となって企画を考えることなどが討議された。

本検討会は５回の会議をもって終了、文部省、厚生省等への要望書、またこれについての顧問

議員団議員等への陳情については、３月28日の常任理事会で会長に一任された。

要望（案）は下記のとおりである。

5．
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昭和６２年月日

文部大臣

殿

社団法人日本病院会

会長諸橋芳夫

病院管理学講座の設置及び病院管理大学院の設置に関する要望書(案）

病院を取巻く医療環境は、近年に急激な変化を遂げ、更に今後予想される人口の高齢化、疾病構造の

変化、医療技術の進歩、国民医療ニーズの多様化等の変動に対し、今病院は新たな対応を迫られてい

ます。病院本来の目的は国民に満足のゆく良質医療を提供することにあります。その期待に応えてい

くには、堅実な病院経営管理体制の確立こそが必須条件であります。過去の経験的経営管理から専門

性の高い科学的経営管理への移行は、我が国の医療供給体制にも多大の貢献を果たすものと思われま

す。以上の状況に鑑み、杣日本病院会は、大学医学部・医科大学への病院管理学講座の設置充実、病

院管理専門大学院の設置並びに大学医学部外学部課程での病院管理学講座の設置について要望いたし

ます。

1．大学医学部・医科大学への病院管理学講座設置充実の要望について

〔理由〕医療に果たす病院の役割は近年極めて大きくなり、国民医療の中核として良質医療の提供が

求められています。

病院は今まで経営管理ではあまり専門をもたなくとも管理運営することができ、医療面でその専門

性・科学性を追求してさえおれば良い医療を提供できていました。しかし、今後の病院の在り方は経

営管理に専門性・科学性を持つことが肝要となります。国民に満足のいく医療を提供し、その期待に

応えるには、堅実安定した病院経営管理体制を築くことが必要であります。

さらに、病院医療は複雑化の傾向にあり、病院管理の果たす役割は一層重要性を増しております。

加えて、医療という生命・健康にかかわる分野での管理運営は、一般企業組織の管理運営とは異なる

特殊性をもっております。

病院管理の責務は医療法で定める院長（医師）に最終責任がありますが、病院機能や患者サービス

を向上させ、医療を安定供給しうる健全な経営基盤を確立してゆく為には、病院管理の基礎教育と生

涯教育が不可欠になってまいりました。

牡日本病院会で本年初めに行った「病院経営者から見た医業経営」アンケート結果によると経営の
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トップとしての院長教育、病院経営管理専門職、同養成機関について、回答者の８～９割の方がその

必要性を訴えています。

然るに、現状をみると全国80の大学医学部・医科大学の中で、病院管理学教室の設置は14大学にす

ぎず、特に国立大学での病院管理学講座は一大学のみであります。このため大多数の医学部学生は、

卒前教育で病院管理を十分学ぶことができません。管理者としての基礎教育を大学で受講できない為、

医師及び管理者は病院管理上の多くの問題に直面せざるを得ず、病院運営に支障を生ずることも多々

あります。

ここに現在将来ともに医学部学生が病院管理学を全国いずれの地域においても学ぶことができるよ

う、未設置の大学に病院管理学講座を早急に設置整備されますよう要望いたします。

２病院管理専門大学院（修士、博士）の設置の要望について

〔理由〕病院管理は細分化する医学を医療の場で統合し、質の高い医療や患者サービスの向上を求め

ており、学問としての発達が要請されます。

病院管理学は医学、経営学、社会学、心理学、法律学等多くの分野を包含しているので、医学部、

医科大学の大学院コースとは別に多くの学部卒業生を受け入れる専門大学院の設置が必要であります。

この病院管理専門大学院では、病院管理学の学問体系の整備を図ると共に、研究者や病院管理者の養

成並びに現役病院管理者の生涯教育研修の場としても開放されることが要望されます。

病院管理者の制度は異なりますが、米国では約50年の病院管理大学院の歴史があり、医学部、公衆

衛生学部、経営学部等に大学院が設置され充実したカリキュラムが用意されています。

わが国においても、複雑化多様化する医療環境の中で、責任ある病院管理充実のため、専門大学院

の設置を要望いたします。

3．大学経営学部、経済学部等医学部外での病院管理学講座設置の要望について

〔理由〕病院管理が複雑化多様化し、また厳しい医療社会環境の中で事務長等、特に事務部門管理者

の役割が重視されております。事務部門管理者の教育研修については、現役の人々を対象に、柚日本

病院会や厚生省病院管理研究所等がそれなりのプログラムを準備し、実践してはおります。しかし、

医療の特殊性を考慮した病院管理の基礎教育が不可欠です。加えて現状では、量的にも地域的にも現

役管理者の教育研修の機会が少なく、前述の杣日本病院会のアンケート結果からもわかるとおり新た

な教育研修の機会創出が希求されています。このような理由から、全国的規模で大学の経営学部、経

済学部等の中に、生涯教育の場としても一部開放しうる病院管理学講座を設置されますよう要望いた

します。

以上
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昭和６２年月日

厚生大臣

殿

社団法人曰本病院会

会長諸橋芳夫

病院事務長職の医療法上明文化、病院管理研修センターの設置

並びに医師国家試験科目への病院管理学の追加に関する要望薑(案）

病院を取り巻く医療環境は、近年に急激な変化を遂げ、更に今後予想される人口の高齢化、疾病構

造の変化、医療技術の進歩、国民医療ニーズの多様化等の変動に対し、今病院は新たな対応を迫られ

ています。病院本来の目的は国民の満足のゆく良質医療を提供することにあります。その期待に応え

ていくには、堅実な病院経営管理体制の確立こそが必須要件であります。過去の経験的経営管理から

専門性の高い科学的経営管理への移行は我が匡ｐ医療供給体制にも多大の貢献を果たすものと思われま

す。以上の状況に鑑み、杣日本病院会は、医療法上の病院事務長職明文化、病院管理研修センターの

設置並びに医師国家試験科目への病院管理学の付加について要望いたします。

1．医療法上の病院事務長職明文化の要望について

〔理由〕病院医療の果たす役割は近年極めて大きくなり、国民医療の中核として充実した良質医療の

提供が求められています。

病院は今まで経営管理面ではあまり専門性をもたなくとも管理運営することができ、医療面でその

専門性、科学性を追求してさえおれば良い医療を提供できていました。

しかし、最近の厳しい医療環境下にあって、医療の質を維持向上し患者サービスの充実を図ってゆ

くには、堅実安定した病院経営管理体制を築くことが必要であり、その意味で病院長のみならず事務

長の資質が重要になっております。病院の管理運営上事務長の果たす役割は大きく、実質的な事務、

経営管理責任者となっていますので、この際事務長職を医療法上明確にすることが肝要と思料し、事

務長職明文化を要望いたします。

２病院事務長及び中堅管理者の教育研修センター設置整備の要望について

〔理由〕今日の病院は、専門性の高い科学的経営管理へと積極的に転換脱皮するために、立ち遅れて

いる現役の病院管理スタッフの人材育成が不可欠であり、その研修教育システムの確立が一刻も早く
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のぞまれております。しかし、現実においては将来の病院の在り方を展望し、自己の進むべき進路を

確立する知識を吸収し研修する場がどれほど整備されているでしょうか。現在厚生省病院管理研究所

にあっては、１週間の病院管理者研修会事務長コース、６カ月の病院管理専攻科研修コースにおいて、

管理者研修コースが設けられ、それなりの実績をあげておられます。しかし、研修期間、研修の対象、

人数などを考えた場合、現状の教育研修体制のままでは今後の厳しい医療環境に対応し得ず、質量と

も一層多くの研修機会が求められております。

杣日本病院会で本年初め行った「病院経営者から見た医業経営」アンケート結果によると、病院経

営管理専門職や同養成機関について回答者の８～９割がその必要性を訴えています。

このような実情をご理解いただき、次の諸点につき格段のご配慮を賜りますようお願い申し上げま

す。

１）東京を含む全国数カ所に病院管理研修センターを設置する。

２）同研修センターは、日本病院会等の医療団体や一般にも研修及び健康教育の場として解放する。

３）病院管理研修カリキュラムの作成及び講師確保等について、厚生省病院管理研究所の協力を得る。

3．医師国家試験科目への病院管理学付加の要望について

〔理由〕現代医療は、医学の進歩、倫理的諸問題、医療資源の効率的利用、患者サービス、法制約な

どを十分考慮しながらよりよい医療を追求しようとしております。病院は、今後さらに多様化包括化

の方向へ進み、高度に専門化された病院スタッフが各自の専門性をそれぞれの分野で個別に追求し始

めつつあります。複雑化多様化した現代医療は多数の職種に支えられており、医師は診療スタッフの

リーダーとしての役割を求められております。

このような重責を医師が十分果たしてゆく為には、病院管理や医療管理について十分な基礎知識が必

要であり、これらが十分備わっていることが医師の資格に不可欠と思料いたします。かかる背景をご

理解していただき、病院管理学を医師国家試験に加えることを要望いたします。

以上

－６９－



第５医療従事者無料職業紹介事業

昭和61年４月～62年３月表１昭和61年度紹介状況

1０１

１０

表2．就職者の地域別状況
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表３．就職者の年代別状況（医師）
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求職件数 求人件数 就職件数
繰越

求職件数

医師 5２ 1０１ 1５ ８

看護職員 ０ 5５ ０ ０

その他の医療従事者 ９ 2７ ３ ２

計 6１ 1８３ 1８ 1０
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医師 １ ２ 1０ (４） ０ ０ １ ０ ０ ０ １ 1５

看護職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

その他の医療従事者 ０ ０ ３ (２） ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３

計 １ ２ 1３ (6) ０ ０ １ ０ ０ ０ １ 1８
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求職者数 ２ 1４ ６ ７ 1８ ５ ０ 5２

就職者数 ０ ５ １ １ ６ ２ ０ 1５

前年度就職者数 ０ ４ ３ ５ ３ １ ０ 1６



表４診療科目別就職件数（医師）
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表５．最近５年間の求人・求職者数（医師）

１０１１０２求人件数

１１４ ９１求職件数

総評

本年度の医師求職者52名の内、定年を直近に控えた58歳以上の高齢者が27名で、転科等の理由によ

る研修医６名、又外国籍医師９名と併せて８割を占め、この傾向が本紹介所の将来の特徴となりつつ

ある。

対して求人は、大学当局の系列化強化のあおりか、常時医師を招聰していた施設が少なくなり、た

だ、かけこみ増床の影響により、－施設あたりの求人医師数が多くなり、全般的には低調で、計51施

設１０１名となった。診療科目別にみて、産婦人科医・小児科医の求人が皆無に近く、中堅どころの求

職者の要求にも答えられず、転科、生命保険会社社医、老人病院、健診医に就職という形で落ちつか

ざるをえなかった。

医師過剰時代の到来という危機感が、求職者をしてムード的に行動を手控えさせている印象が強く、

まだまだどこへでもいける医師にとっては需要は大きい。

－７１－
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第６定例研究会

1．定例診療システム研究会

１．開催回数３回

２．開催概要

（１）４月２４日(木）東京都立北療育医療センター５施設

①「心身障害者医療について」東京都立北療育医療センター院長

②施設見学

（２）６月24日(火）神奈川県立がんセンター９施設

①施設概況説明神奈川県立がんセンター所長

②施設見学

（３）３月３日(火）東京都立墨東病院１８施設

①「救急のシステム（－次・二次・三次)」

－都立墨東病院の救急対応の現況一

東京都立墨東病院副院長

②施設見学

10名

廿楽重信

24名

和田達雄

39名

佐々木仁也

2．定例事務管理研究会

１開催回数１回

２．開催概要

（１）４月２３日(水）日本病院会会議室２９施設

①「診療報酬改定の影響」全国社会保険協会連合会病院部

②「薬価改定の影響と購入折衝のポイント」日比谷病院庶務課長

③「医療費適正化対策下の病院経営」横浜赤十字病院事務部長

53名

安藤

梅津

益田

秀
勝
啓

雄
男
作

3．定例医事研究会

１．開催回数３回

２．開催概要

（１）６月13日(金）ワールドインポートマート121施設

「病院管理到来に対応するために」－今、我々は何をなすべきか－

①「請求もれをなくすには」社保蒲田総合病院事務部顧問

②「増収対策」本島病院業務課長

181名

安藤秀雄

中野隆男

－７２－



③「査定減点防止対策」北品川総合病院事務部顧問

④「病院管理のあり方」三井記念病院医事課顧問

(2)１０月２２日嗣番町グリーンパレス５８施設

「コンピュータ」

①メーカー発表バロース株式会社

日本アイ・ビー・エム株式会社

富士通株式会社

日本電気株式会社

株式会社日立製作所

日本電信電話株式会社

株式会社東芝

②全体討議

(3)２月20日(金)～21日(士）伊東市ホテル聚楽７０施設

①医事課員として必要な基礎医学知識（第32回）

「膵疾患の病態と治療」順天堂伊豆長岡病院教授

②グループ討議

③「医療知識と点数算定トレーニング」

④事例解答例の説明

⑤全体討議

加藤雄二

三上晃

91名

117名

内藤聖

4．定例庶務人事研究会

１開催回数４回

2．開催概要

（１）５月15日(木）日本病院会会議室２５施設

①シンポジウム「病院人事労務管理の諸問題」東京衛生病院人事課長

東京警察病院調査役

癌研究会付属病院人事課長

元三井記念病院総務課長

27名

西浦捷裕

松田詔

酒井武

青山博

②「院内報実務講座」－企画のたて方、取材の仕方、記事の書き方、レイアウトの仕方一

亀田総合病院広報課長君塚情

フリーライター田中利夫

(2)６月13日(金）サンシャインシティ文化会館２４施設４８名

－７３－



「病院におけるＱｃサークルセミナー」－病院におけるリーダー養成を主として－

日本管理技術協会代表取締役遠間修平

(3)９月４日(木)～５日(金）千代田生命研修センター１９施設２６名

①「ＡＱＭとＱＣサークル活動」

「管理職の役割と方針管理」

「サービス戦略」日本管理技術協会代表取締役遠間修平

②「病院ＱＡとＱｑ－ＪＣＡＨの病院評価マニュアルと病院事務管理－

日本大学医学部助教授大道久

③フォーラム

「我等何をなすべきか」－新しい時代の病院事務管理とＱｃ－

元三井記念病院総務課長青山博

日本管理技術協会代表取締役遠間修平

聖路加国際病院事務長上林三郎

武蔵野赤十字病院事務部長入山和太次

石和温泉病院事務長斉藤正夫

(4)１月２８日(水）日本病院会会議室２４施設２９名

「男女雇用機会均等法」「改正労働基準法」「労働者派遣法」等施行に伴う就業規則改訂に

ついて

労働省労働基準局監督課監督官若生正之

5．定例労務研究会

（今年度は、全て庶務人事研究会との合同開催として実施した｡）

6．定例用度研究会

１．開催回数２回

２．開催概要

（１）６月13日(金）サンシャインシティ文化会館

①「これからの病院物流管理システム」

（２）２月２７日(金）日本エアシューター多摩工場

①「日本エアシューター多摩工場見学」

102施設132名

20施設２７名

－７４－



7．定例施設研究会

Ｌ開催回数３回

２．開催概要

（１）６月１９日(木)日本病院会会議室３５施設

①室内環境条件の基本的考察自治医科大学技監

②空調面より見た建築上のディティール

武蔵野赤十字病院庶務係長

③空調システムにおける加湿の問題点

東京都済生会中央病院施設課長

④院内感染防止と空調設備

順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院管財課長

（２）１月２２日嗣日本病院会会議室５６施設

①配管類の腐触とその対応東京都済生会中央病院施設課長

②病院設備の自営修理

順天堂大学医学部附属順天堂浦安病院管財課長

③設備の更新について北品川総合病院施設課長

④病院における設備の諸問題自治医科大学技監・施設課長

⑤電圧降下の対策河北総合病院施設課長

（３）３月26日(木）東京ガス本社ビル１９施設

①コージェネレーション、ＣＥＳ説明東京ガス首都圏部部長

②施設見学

40名

倉持一雄

小峰建

辺見九十九

静昌平

69名

辺見九十九

静

中島

倉持

瀬川

25名

大久保

平
郎
雄
宏

一一
昌
昭
一
篤

俊増

8．定例会計経理研究会

１開催回数２回

２開催概要

（１）６月13日(金）サンシャインシティ文化会館６５施設

①「病院会計準則の問題点」厚生省病院管理研究所経営管理部長

②「月次収支概算表の作り方」河北総合病院財団本部事務局常務顧問

（２）９月17日伽東京医科大学病院２４施設

①「固定資産をめぐる課税問題と現物給与について」

－資産計上のポイントと現物給与の判断基準一

森公認会計士共同事務所公認会計士・税理士

78名

針谷達

酒泉春

24名

志
雄

石井孝宜

-－７５－



②院内見学

9．定例看護管理研究会

１開催回数２回

２．開催概要

①６月14日出池袋ワールドインポートマート101施設

「２１世紀の医療」－－看護婦の役割一

元厚生省医務局長社会福祉・医療事業団理事

②２月２７日(金）番町グリーンパレス５３施設

「昭和70年代の医療と看護」（社)日本看護協会会長

178名

大谷藤郎

136名

大森文子

10．定例薬事管理研究会

１．開催回数３回

２．開催概要

（１）６月14日(士）サンシャインシティ文化会館102施設

「服薬指導」京王帝都電鉄診療所薬局長

昭和大学医学部神経科助教授

（２）１２月５日(金）持田製薬ルークホール ６３施設

「入院患者を中心とした薬剤業務」東海大学病院薬剤部長

東京警察病院薬剤部長

（３）２月２７日(金）全国町村議員会館５５施設

「診療報酬と薬剤業務」厚生省保険局医療課薬剤管理官

112名

瀬端精二

丼口喬

７７名

藤井忠男

海老沼廣

65名

手島邦和

11．定例栄養管理研究会

１開催回数３回

２．開催概要

（１）４月14日(月）主婦の友ビルホール ３４施設

「Ｑｃサークルの導入の仕方」㈱日本管理技術協会代表取締役

（２）６月13日(金）（調理研究会と合同開催）

池袋サンシャインシティ文化会館５０施設

「環境作りの心理と対話」－楽しい職場作りのポイントー

（社）経済懇話会五大塾塾長心理学・医学博士

46名

遠間修平

79名

鈴木丈織

－７６－



(3)２月16日(月）（調理研究会と合同開催）日本栄養会館７３施設

「病院経済の現状」－病院サービスの見直し－

厚生省病院管理研究所経営管理部長

「食事サービス」一個人対応・選択メニュー－

嬉泉病院栄養科主任

聖路加国際病院栄養科

130名

針谷達志

植松

久保

←
即
士
心

子
津

12．定例調理研究会

１．開催回数４回

２開催概要

（１）５月２１日(水）東京ジューキ食品㈱１０施設

「工場見学」－治療食パン等の製造過程一

（２）６月13日(金）（栄養管理研究会と合同）

（３）２月16日(月）（栄養管理研究会と合同）

（４）３月18日(水）東京医科大学病院３４施設

「施設見学（厨房・栄養指導室)」

「病院概要説明」東京医科大学病院栄養課長補佐

19名

62名

大沼巌

13．診療録管理研究会

１．開催回数４回

２．開催概要

（１）４月12日(±）第76回

（２）７月12日(土）第77回

（３）１０月18日(±）第78回

（４）１月10日(±）第79回

夕

順天堂医院

日本医大第一病院

東邦大学大森病院

日大板橋病院

42施設

23施設

33施設

48施設

名
名
名
名

３
２
７
３

６
４
６
８

極く少数ではあるが診療録管理業務に関心を寄せる医師の参加が目につくようになった。

14．定例病院管理総合研究会

１．開催回数２回

２．開催概要

（１）５月22日(木)東京消防庁

①災害救急センター見学

37施設６１名
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②「救急業務の現況について」－１１９番受信から→搬送→救急医療機関まで－

加賀

23名

紀伊國

河北

東京消防庁主幹兼救急部救急管理課長消防監

(2)１月２３日(金）日本病院会会議室１８施設

「米国医療の動向と日本医療の将来」筑波大学社会医学系教授

河北総合病院副理事長

満

三
文

献
博

定例放射線研究会

1．開催回数３回

2．開催概要

（１）６月14日(土）サンシャインシティ文化会館３８施設

「Ｑｃ手法を用いた放射線科の業務分析」

①わかりやすいＱｃとは聖路加国際病院技師長

②業務分析都立府中病院技師長

③Ｑｃ手法を用いて北品川総合病院放射線科課長

（２）１２月12日(金）埼玉県立小児医療センター１７施設

①「画像診断の現状と将来」

埼玉県立小児医療センター放射線部副部長

②シンポジウム

「小児医療センターにぢける放射線業務と看護業務との関わり」

埼玉県立小児医療センター放射線部

" ″

" 〃

" 看護部

" "

③全体討議

「放射線技師と看護婦との業務協力」

④施設見学

（３）２月２７日(金）北里大学東病院１８施設

①「北里大学東病院におけるＦＣＲの利用状況」

北里大学東病院放射線技師長代理

②シンポジウム

「勤務時間外業務について」－交替勤務の対応について－

1５．

49名

大内

妹尾

佐藤

28名

信
一
義

周
昭
尚

藤岡睦久

水
山
諸
町
斉

越
本
澄
田
藤

善
明
彦
子
春

章
英
邦
洋
千

19名

村山弘
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杏林大学医学部附属病院放射線科技師長

帝京大学医学部附属病院放射線科主任

北里大学病院救命救急センター担当係長

井川正善

針替栄

鈴木慎

16．臨床検査管理研究会

（今年度の定例研究会は諸般の事‘情により全て中止とした｡）

17．定例ハウスキーピング研究会

１．開催回数３回

２．開催概要

（１）５月28日(水）東京医科大学病院３３施設４９名

「施設見学」

（２）１０月６日(月）日本病院会会議室２１施設２９名

「労働者派遣法施行について」

労働省職業安定局労働力需給システム室企画係長生田正之

（３）１月２９日嗣日本病院会会議室２３施設３２名

「ハウスキーピング業務の管理について」－委託業務の指導の在り方一

大畑経営研究所所長大畑雅俊

18．内科臨床協議会

１開催回数８回（各グループ随時開催分を除く）

2．開催概要

（１）５月30日(金）世話人会日本病院会会議室８施設９名

①講演「変わっていくアメリカの教育とアメリカ内科学会の動向」

内科臨床協議会会長日野原重明

②昭和61年度開催計画

③次期世話人会幹事について、その他

（２）６月２５日|金）３グループ．Ｂ班公立昭和病院３施設１６名

①診断が困難であった腎疾患の１例（武蔵野赤十字病院）

②心不全をくり返した糖尿病の１例（都立府中病院）

（３）９月11日(木)１グループ．Ｃ班関東逓信病院３施設２７名

①肺にびまん性石灰沈着を認めた高カルシウム血症の45歳女性例（関東逓信病院）
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②急性上気道炎の経過中に黄疸の増悪がみられた中年男性の１例（厚生中央病院）

③薬剤誘因によると思われるＭＯＦの１症例（北品川総合病院）

(4)９月２５日(７，１グループ。Ｄ班済生会中央病院２施設３２名

①糖尿病のオフィスマネージメント（62歳男性例）

(5)１１月17日(月）世話人会番町グリーンパレス６施設７名

①講演「臨床判断決定の仕組み」（ClinicalDeci3ionMaking）

国立病院医療センター内科福井

②来年度幹事について、その他

(6)１１月２７日嗣２グループ．Ｂ班中央鉄道病院４施設１５名

①風疹による多発性根神経炎の１例（中央鉄道病院）

②肺性心の１例（pphと思われる１症例）（国立大蔵病院）

③結節性動脈周囲炎の１例（自衛隊中央病院）

④心疾患を伴った腎梗塞の２例（関東中央病院）

(7)２月24日(日）１グループ．Ａ班聖路加国際病院３施設２３名

①胸部異常陰影の１例（三楽病院）

②下肢麻痒と腹部腫瘤の１例（国立がんセンター）

③腹水・痙撃・肝機能障害……多彩な症状を呈し診断困難であった不明熱の１例

（聖路加国際病院）

(8)３月17日(火）１グループ。Ｂ班東京逓信病院２施設２０名

①頑固な頭痛と悪性リンパ腫の１例

次矢
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第７全国研究 会

1．全国診療システム研究会

１開催回数１回

２．開催期日昭和61年11月18日(火)～19日(水）

３．開催地埼玉県①埼玉医科大学総合医療センター

②国立身体障害者リハビリテーションセンター

４参加者数５施設６名

５．演題

（１）講演

①「埼玉医科大学におけるリハビリテーション化の運営」

埼玉医科大学リハビリテーション科教授近藤徹

②「身体障害者に対するリハビリテーションの現状と課題」

国立身体障害者リハビリテーションセンター更生訓練所長初山泰弘

（２）施設見学

①埼玉医科大学総合医療センター

②国立身体障害者リハビリテーションセンター

６．総評

（１）埼玉医大医療センターは、埼玉医大の第二病院として、川越市内に昭和60年６月にオープン

してフル回転、800床を目標としている。広い廊下が印象的であったが、これは不慮の事態に

備えて、廊下での患者収容もその目的のひとつという。遠山副院長は東大輸血部教授退職後こ

ちらへ移られた。中央検査部の充実ぶりが目をひいた。広い大部屋に最新の機器が備えられ、

技師が生き生きと働いていた。救命救急部開設に備えて、検査技師当直体制が敷かれていると

いう。

（２）国立身体障害者リハセンターが都心より所沢の旧米軍補給基地跡へ移ったのが、昭和54年で

ある。病院は翌55年、５０床より発足し、現在100床である。総長は前東京大学整形外科教授の

津山直一氏である。組織としては、病院・研究所・更生訓練所がある。患者の年齢層が若く、

そのためか病室内の雰囲気が割合明るいことであった。建物も障害者用に作られ、広い廊下や

エレベータ、明るい採光、スロープ、工夫された避難用出口などが印象的であった。訓練場を

含め総じてセンターの庭や樹木の管理はよく行き届いており、快適な環境を作っていた。

（３）本年も昨年同様に参加者数が少なかった。今後は研究会の内容と、更には診療システム研究

会のあり方等について再検討する時期に至っていると考える。
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2．全国事務管理研究会

１．開催回数１回

２開催期日昭和61年11月２８日(金)～29日(士）

３．開催地福岡市・福岡共済会館（は力〕た会館）

４参加者数４７施設７２名

５．演題

（１）「病院収支の悪化の現状と問題点」

国家公務員共済連虎の門病院事務部長

（２）「病院内外を取りまく諸問題」福間病院院長

（３）特別対談「院長と事務長」聖マリア病院院長

横浜赤十字病院事務部長

（４）「病院と医療ニュービジネス」聖隷福祉事業団常務理事

（５）「ボランティアと病院」聖路加国際病院外科病棟婦長

（６）シンポジウム「自動化機器の得失」

司会Ⅱ項天堂大学医学部附属１１頂天堂浦安病院事務部長

①検査部門より佐賀医科大学医学部附属病院検査部技師長

②看護部門より福岡赤十字病院看護部長

③給食部門より久留米大学医学部附属病院栄養課長

④薬剤部門より九州大学医学部附属病院薬剤部薬品試験掛長

⑤事務部門より１１頂天堂大学医学部附属順天堂浦安病院事務部長

６．総評

本年度の全国研究会は、複雑化・多岐化してきた病院運営の環境下で、病

黒田幸男

佐々木勇之進

丼手一郎

益田啓作

大塚暢

三井和子

安田尚之

植田寛

江島妙子

吉塚雅美

中尾泰史

安田尚之

本年度の全国研究会は、複雑化・多岐化してきた病院運営の環境下で、病院収支の悪化の現状

を種々の観点よりとらえ、より良い方向づけを探るため幅広くテーマを取り上げ実施した。

特に講演は一貫して関連性をもたせるよう配慮したため、全体の流れの中より問題を解決する

糸口もとらえられるのではと思われた。

また、昨年、初のこころみとして実施した特別対談という形式が非常に好評を博したので、第

二弾として「院長と事務長」を実施、今回も両講師には原稿なしの実践的な対談となり、参加者

の興味を引いた。

また、シンポジウムも、すでに自動化機器を導入し、利用における得失を充分検討済みの各施

設より講師をお招きしたので具体的な発表となり、参加者の熱心さが強く感じられた。

今後も、時代の流れに即したテーマの選定で企画する必要性を感じた。

また、今回の研修会を開催するにあたり、多大なるご尽力を賜わりました地元役員各位並びに
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所属施設の職員各位に対し、深く感謝するしだいである。

全国医事研究会

1．開催回数２回

2．開催期日（第１回）昭和61年５月15日嗣～16日（金）＜看護管理研と合同＞

（第２回）昭和61年11月２１日(金)～22日出

3．開催地（第１回）盛岡市盛岡会館・岩手教育会館

（第２回）京都市京都府中小企業会館

4．参加者数（第１回）103施設219名

（第２回）108施設172名

５．演題

（第１回）

（１）「看護の具体的実務」聖路加国際病院総婦長内田卿子

（２）「医療費改定のポイント」－問題点の指摘と質疑応答一

三井記念病院医事課顧問三上晃

（３）グループ討議

（４）事例解答例の説明

（５）全体討議

（６）シンポジウム

「看護と医事の業務上の連携」－保険診療に必要な情報の記録・伝達のあり方について－

東京日立病院総婦長木村千枝子

三井記念病院医事課顧問三上晃

東京都済生会中央病院総婦長船場宮子

武蔵野赤十字病院婦長中原久江

北品川総合病院事務部顧問加藤雄二

河北総合病院医事係長大西正利

（第２回）

（１）基礎医学講座（第31回）

「基礎的な医学知識」吉川病院院長吉）１１１１頂介

（２）「請求もれをなくすには」社保蒲田総合病院事務部顧問安藤秀雄

京都桂病院医事課長福井満弘

（３）「査定減対策のポイント」北品川総合病院事務部顧問加藤雄二

3．

－８３－



京都南病院医事部長小川比佐男

（４）グループ討議

（５）事例解答例の説明

（６）全体討議

6．総評

本年度の第１回目は、初の試みで看護管理研究会及び地元看護協会等関係団体の協力を得て合

同開催をした。

テーマは、厳しい医療環境に対応するためには各病院に内在する力を結集する以外に方法はな

いという観点から、看護部門と医事部門との協調上の諸問題をとりあげることに留意した。

「看護の具体的実務｣、シンポジウム「看護と医事の業務上の連携」－保険診療に必要な情報

の記録・伝達のあり方一をプログラムに組み入れたことにより、医事研究会単独では盛り込め

られない講師陣がそろい緊迫感のある充実した内容であった。終了後、「今後もこのような企画

を考えてほしい」とのアンケートが多数よせられた。

第２回目は、従来から好評を得ている「第３１回基礎医学講座」「請求もれ防止対策」「査定減

対策」さらに「事例研究」を加え、単に講演を聞くだけではなく各職場で抱えている医事業務全

般についての質疑が熱心に交された。

この時のアンケートにテーマがマンネリ化しているという声があったことを受け、２月・定例

研究会では「医療知識と点数算定トレーニング」を企画するなど常に時宜にかなったタイムリー

なテーマを打ち出すことを心掛けたく思っている。

4．全国庶務人事研究会

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年10月２日(木)～３日（金）

ａ開催地長野市山王共済会館・篠ノ丼総合病院

４．参加者数４９施設８９名

５．演題

（１）「２１世紀をめざした病院経営」－病院機能評価について－

城西病院院長

（２）「病院賃金体系について」聖路加国際病院総務課次長

（３）「看護業務の評価（人事考課)」東京衛生病院総婦長

（４）「患者中心の看護」篠ノ丼総合病院外科系病棟婦長

（５）「男女雇用機会均等法と就業規則」レイパーコンサルタント

守
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（６）施設見学

6．総評

本年度は病院を取り巻く新しい時代への対策を念頭におき、いずれも時宜にかなったタイムリ

ーなテーマをとりあげた。

とりわけ朝日新聞等マスコミで患者中心の医療を行っている病院として報道された篠ノ井総合

病院の見学は予想を上回る参加者があり、地域に根ざした医療活動の実際を見て、まさに百間は

一見に如かずの感を新たにされた多くの参加者があった。

また昨年の「病院事務管理マニュアル」に引き続き、本年度も全国会員病院を対象に実施した

アンケートにもとづき「病院賃金管理マニュアル」を編集した。

さらに全国研究会で関心をよんだ「男女雇用機会均等法と就業規則」については現場担当者の

実務に参考になるよう「病院就業規則改訂マニュアル」として急きょまとめた。

これら書籍はいずれも定例・全国研究会での参加者の声に応えるかたちで庶務人事・労務各研

究会委員が共にまとめた。内容は単なる概論書ではなく実務書であるため好評をもって迎えられ、

それらによって各病院の更なる飛躍が期待されるところである。

5．全国労務研究会

（今年度は、全て庶務人事研究会との合同開催として実施した｡）

6．全国用度研究会

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年９月11日(金)～12日出

３．開催地札幌市北農健保会館

４．参加者数５０施設６１名

５．演題

（１）オリエンテーション－用度研究会のあゆみ－

聖路加国際病院用度課長塩山雅英

（２）アンケート調査報告

Ａ、用度業務に関する調査について聖路加国際病院用度課長塩山雅英

Ｂ・医薬品を除いた物品の価格調査について虎の門病院用度課長南雲英俊

０医薬品に関する調査について曰比谷病院庶務課長梅津勝男

（３）搬送システムのいろいろ株式会社日本エアシューター

（４）搬送、保管システムの提案一第２報一株式会社ダイフク
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（５）物品管理におけるシステム設計の進め方一第２報一株式会社セントラルユニ

（６）中村記念病院見学

6．総評

前回の札幌開催が、参加者が集まらなかったため中止となったいきさつがあるので、参加者の

動員をはかるため、開催案内の早期送付、ならびに地元の病院への参加要請を強力に行った。ま

た、毎年好評のアンケート集計結果の頒布を積極的に行い、収支バランスをとるよう努めた。

なお今回の開催にあたり、病院見学の手配、懇親会のお世話など大変ご協力をいただいた札幌

循環器クリニックの院長先生、事務長さんに深く感謝するしだいである。

7．全国施設研究会

１．開催回数１回

２，開催期日昭和61年10月16日（木）～17日(金）

３．開催地新潟市平安閣

４．参加者数４７施設７３名

５．演題

（１）「病院の省エネルギー対策について」

・中小病院における施設管理北品川総合病院施設課長

。デマンド制御等による電気料金の節約信楽園病院施設係長

（２）「病院の環境面からみた機能的な空調の運用対策」

順天堂大学医学部附属||頂天堂浦安病院管財課長

（３）「原点としての省エネ方策について」自治医科大学事務局技監

（４）病院見学新潟大学医学部付属病院

（５）「建物の劣化現象について」

・内外壁の剥離現象とその問題点東京都済生会中央病院施設課長

・設計、施工監理のポイント武蔵野赤十字病院庶務係長

（６）「病院防災について」

・地盤沈下による建物の改修について河北総合病院施設課長

・防災設備についての自主点検東京都立豊島病院主事

。病院防災セミナーに参加して自治医科大学事務局技監

（７）グループ討議

６．総評

中島昭二郎

神田,直二

静

倉持

曰
曰

平
雄

辺見九十九

小峰建二

瀬
中
倉

宏
録
雄

川
西
持

篤
照

新潟県病院協会の全面的協力のもとで、会場の手配、新潟大医学部付属病院の見学手配と県病
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としてのまとまりの良さを感じた。主テーマとして「施設設備器の効率的管理」として、省エネ

空調、建物防災と問題の多いテーマをもとに各委員の発表を主として運営、最後にグループ討議

で参加者相互の'情報交換を行ない、研究会本来の姿として実の多いものであった。

8．全国会計経理研究会

１．開催回数1回

２．開催期日昭和61年11月６日嗣～７日(金）

３．開催地神戸市川崎重工業健康保険組合会館

４．参加者数４０施設４３名

５．演題

（１）「役員の講話」

日本病院会常任理事優生病院院長北村行彦

（２）「研究会委員と参加者との懇談会」

（３）「病院税制について」

日本病院会副会長有澤総合病院院長有澤源蔵

（４）「調査集計表の発表」（財)河北総合病院財団事務局常勤顧問酒泉春雄

（５）「病院収益体質の構築」－組織風土の醸成一

㈱ドマス経営研究会代表取締役社長大谷整一

（６）「低金利時代の資金運用」㈱太陽神戸銀行経営相談所所長中島要

６総評

参加者数減少について課題が残された恰好となったものの、内容的には熱心な会を持つことが

できた。特に今回は委員と参加者との意見交換を試み、現在、各病院の経理面での実』情を公開す

ることにより、参加者にとって有益な情報交換となった模様。

また、有澤源蔵氏の講演「病院税制について」では、今回の税制改正の行方について言及され、

節税の重要性が指摘された。

例年、酒泉委員の調査集計表の発表が好評を得ているが、今回も充実した分析で、参加者との

熱心な質疑応答がなされた。

第２日目の大谷整一氏の講演「病院収益体質の構築」については、一般論的な意見に終始した

感があったものの、一般企業の利潤追求の活力導入等、結構斬新な面も見受けられた。

最後の中島要氏の「低金利時代の資金運用」においては、各自経験をより多く積むことIこよっ
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て、また、資金に対する勉強を怠らず対処してほしいとのことである。

参加者からの要望として、全体のプログラム設定に対しては、もっと実務面に焦点を当ててほ

しいとのこと。また、参加者の意見交換の場では、テーマ等を予め設定してほしかったとのこと

である。

本研究会開催に際し、地元、(社)兵庫県私立病院協会及び北村行彦先生の多大なるご尽力を賜り、

深く感謝するしだいである。

9．全国看護管理研究会

１．開催回数２回

２．開催期日（第１回）昭和61年５月15日(木)～16日（金）＜医事研と合同＞

（第２回）昭和61年10月２３日嗣～24日(金）

３．開催地（第１回）盛岡市盛岡会館・岩手教育会館

（第２回）高知市高知県教育会館

４．参加者数（第１回）103施設２１９名

（第２回）５５施設132名

５．演題

（第１回）

「看護サイドで知っておきたい医療保険制度のあらまし」－具体例を中心に－

織本病院医事課課長岩瀬英二

「診療報酬支払いの仕組みと看護業務の接点」－その基本と実際面から－

北品川総合病院事務部顧問加藤雄二

「医療過誤について」東京都医師会・(社)日本看護協会顧問弁護士高田利広

「看護とリーダーシップ」聖路加国際病院総婦長内田卿子

シンポジウム

「看護と医事の業務上の連携」－保険診療に必要な情報の記録・伝達のあり方について－

東京都済生会中央病院看護科長船場宮子

武蔵野赤十字病院婦長中原久江

北品川総合病院事務部顧問加藤雄二

河北総合病院医事係長大西正利

（第２回）

「看護業務の法的な責任について」

安田火災海上保険㈱賠償責任保険課長大竹茂
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フォーラム「看護サービスについて考える」

関東逓信病院総婦長大関マサ子

高知県立中央病院総看護長竹内英子

仁淀地区国保組合病院総婦長近森美知子

武蔵野赤十字病院婦長中原久江

東京都済生会中央病院看護科長船場宮子

シンポジウム「２１世紀の医療と看護」

①行政の立場厚生省健康政策局看護課長矢野正子

②病院長の立場田中整形外科病院院長田中稔正

③総婦長の立場高知赤十字病院看護部長林吉子

④事務長の立場仁淀地区国保組合病院事務長渋谷直治

6．総評

今年度２回の全国研究会は、「看護とリーダーシップ｣、「看護サービスについて考える」をメ

インテーマに、第１回目は(社)日本看護協会岩手県、第２回目は高知県支部の絶大など協力により、

充実した内容で参加者に多くの共感と感銘を与えた。

盛岡市では初の試みとして、看護管理研究会と医事研究会の合同研究会を開催した。

テーマとして、看護管理研究会は「医療過誤」「診療報酬支払いの仕組み」を、医事研究会は

「看護の具体的実務」「改定点数のポイント」等を取り上げ、これに加えて合同テーマとして、

「看護と医事の業務上の連携」をシンポジウム形式で、看護・医事双方からこの問題に取り組み、

参加者は今後の病院運営に多くの有益な示唆を与えられたものと思われる。また、本研究会に対

する医事研究会委員の方々の細かい気配りを得て、両研究会の連携においても意義があった。今

後も、参加者相互の交流を通じて研究会の成果を上げていきたい。

10．全国薬事管理研究会

１．開催回数１回

２開催期日昭和61年10月23日㈱～24日(金）

３．開催地広島市広島商工会議所

４．参加者数８５施設９５名

５．演題

（１）「医療と薬剤師」安佐市民病院院長

（２）パネルディスカッション「これからの病院薬剤業務」

厚生省保険医療局国立病院課・国立療養所課課長補佐

岩森茂

植木明廣
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国立呉病院薬剤科長石本三洋

広島大学医学部綜合薬学科教授矢田登

（３）シンポジウム「病院における薬品情報」

九州大学医学部附属病院薬剤部長堀岡正義

県立広島病院薬剤部長八島弘昌

広島大学原爆放射能医学研究所助教授藤村欣吾

6．総評

現行の慣習的薬剤業務をふまえて未来指向的観点からの病院薬剤師のあり方について、本年度

は「医療と薬剤師」「これからの病院薬剤業務」さらに「病院における薬品情報」と３テーマを

とりあげ追求した。

病院薬剤師を取り巻く厳しい医療環境を背景に終始熱のこもった質疑が繰り返された。

終了後「日常業務での諸問題に対して問題解決の糸口を見つけるのに役立った」「時間不足の

感がありもう少し余裕のある運営方法を工夫してほしい」等のアンケートがあり、来年度に向け

今後の課題として残されている。

11．全国栄養管理・調理合同研究会

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年11月７日(金)～８日出

３．開催地浜松市浜松市勤労会館

４．参加者数107施設165名

５．演題

「入院生活と患者心理」立教大学教授

シンポジウムト喜ばれる病院給食にするには〃その試み」

①適時適温配膳の試み静岡県西部浜松医療センター栄養部長

②献立への配慮について－行事食の対応一

東邦大学大森病院調理室長

総合病院聖隷三方原病院栄養科

③ベッドサイドからの給食への試み－患者・ナースの意見一

東京専売病院調査役補

磐田市立総合病院婦長

グループ討議「病院給食の課題と今後の運営について」

①適時適温配膳の試み

篠田知璋

中村睦

佐藤曰

金谷節子

中川渉男

松下けい子
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②献立への配慮について－行事食の対応一

③調理加工済食品の導入について

「これからの病院給食」聖隷浜松病院院長中山耕作

6．総評

快晴にめぐまれた会場の浜松市勤労会館には、朝から参加者が続々とつめかけ、講演２題と、

シンポジウム・グループ討議が、２日間にわたり予定通り行われた。「病院給食の課題」をメイ

ンテーマに、静岡県病院協会・静岡県栄養士会のご協力により、充実した内容で、参加者から多

くの共感を得た。各演者の講演は、確かな知識と、豊かな経験をふまえて理論的かつ具体的に話

され、参加者は今後の病院給食に多くの有益な示唆を与えられたものと思われる。

12．全国病院管理総合研究会

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年９月２５日嗣～26日(金）

３．開催地東京都日興証券赤坂支店

４．参加者数４２施設５７名

a漬題

（１）「病院給食の一部委託」－夕食配膳時間の問題点一

日清医療食品㈱業務本部課長織田和彦

㈱エム・ティー・フード業務係長山中俊哉

東海大学医学部付属病院栄養課長杉山隆五

東京医科大学病院栄養課課長補佐大沼巌

（２）「民間医療保険」－民間医療保険の説明と今後の動向一

明治生命保険相互会社商品部長御田村卓司

東京海上火災保険㈱火災新種業務部新種業務第２課課長鈴木豊

（３）「病院の共同事業と連携」筑波大学社会医学系教授紀伊國献三

（４）「地域医療計画」厚生省社会保険審査会委員佐分利輝彦

（５）「実践・経営分析マニュアル」中京大学商学部助教授長谷川武

６．総評

病院を取り巻く厳しい医療環境にいかに中小病院管理者として対応するか、を念頭において、

本年度は「病院給食の一部委託」「民間医療保険」「病院の共同事業と連携」「地域医療計画」

さらに「実践・経営分析マニュアル」といずれも時宜的にタイムリーなテーマをとりあげた。

一方的な講演にとどまらず現場の生の声が行き交う、熱気のこもった雰囲気の中で研究会は終
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始した。

中小病院に課せられた重責を果たす観点から今後も継続して参加者の期待に応えられるテーマ

を選び、参加者と共に悩み、研究いたしたい。

13．全国放射線研究会

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年10月10日(金)～11日(土）

３開催地三重県志摩郡国民年金保養センター(ままじま

４．参加者数１８施設２４名

５．演題

（１）「放射線技師に期待するもの」総合病院聖隷浜松病院院長中山耕作

（２）「新しいＤＳＡの臨床的応用にいたるまで」－放射線技師と医師との連携を主として－

国立津病院放射線科医長古川勇一

（３）全体討議

「Ｑｃ手法を用いた業務分析のあり方」－データとその活用一

（４）パネルディスカッション

「病院ＴＱＣとＱＣサークル活動」－病院におけるＱＣサークル活動について－

聖路加国際病院技師長大内周信

東京医科大学霞ケ浦病院放射線技師阿部剛士

北品川総合病院放射線技術部課長佐藤尚義

佼成病院健康管理相談室長西田義夫

６．総評

本年度はユニークなプログラムを企画した。参加者の交通の便を配慮して第１回目は午後４時

３０分に開始、終了は午後10時、翌日は午前８時から正午迄のプログラムを組んだ。

文字通り夜を徹して現場技師が抱えている諸問題についてこの数年来取り組んでいるＱｃ手法

を用いて問題解決の糸口を見つけたり、あるいは体験論を述べあうなど熱心な議論が繰り返され

た。

参加者数が他の研究会に比して少ないというハンディを逆手にとって、講師・参加者が膝をつ

きあわせて効果的な実務研修を継続して行っていることに対して、参加者から「非常に参考にな

った」と異口同音のアンケートがよせられ、その成果が期待されるところである。
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全国臨床検査管理研究会

1．開催回数１回

2．開催期日昭和61年９月12日(金)～13日(土）

3．開催地札幌市札幌国際ホテル

4．参加者数４０施設４５名

５．演題

「'１技術とは何か'１－臨床検査労働に付随して考える－三］

札幌医科大学検査部教授

パネルディスカッション「点数改正後の検査室管理」

栗山赤十字病院検査課技師長

佼正病院副技師長

蕨市立病院技師長

杏林大学医学部附属病院技師長

勤医協臨床検査研究所副部長

「男女雇用機会均等法について」駿河台日本大学病院技術長

パネルディスカッション「法改正に伴う精度管理について」

①「JCLＰ委員・検査センターの立場から」

札幌臨床検査センター所長

②「全国コントロールサーベイの実態について」

昭和大学医学部附属病院技師長

③「自治体における検査センター管理を通して」

聖マリアンナ医大東横病院中央検査室課長

④「病院における検査センターの利用の仕方」

札幌医科大学附属病院機器診断部係長

⑤「精度管理における院内正常値並に施設監査について」

浜松赤十字病院臨床検査課課長

6．総評

このたびの全国研究会は、「政省令改正に伴う臨床検査の対応」をメイン

1４．

黒川一郎

上
楽
藤
谷
藤
藤
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設
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十
隆
正
正
信
鳫
和

佐藤寛太郎

平沢正人

天川勉

荒明洋

川越功

このたびの全国研究会は、「政省令改正に伴う臨床検査の対応」をメインテーマに、(社)北海道

臨床衛生検査技師会の熱心など協力があり、大変スムーズに行われた。地元講師の人選も多彩で、

これらの講師を中心に活発な討議がなされ、参加者に多くの刺激を与えた。今後、地元の理解と

技師会との連携を更に深め、研讃の実をあげていきたい。

－９３－



15．全国ハウスキーピング研究会

１．開催回数1回

２．開催期日昭和62年３月13日(金）

３．開催地東京都日本病院会会議室

４．参加者数３０施設４１名

５．演題

「患者環境整備の今後の展望（外注を考える）」－看護サイドからの期待一

聖路加看護大学教授荒井蝶子

「病院の環境診断」シーアンドエス㈱取締役社長松崎亘良

６．総評

荒井蝶子教授の講演は、看護実務とハウスキーピング、外注にむけて、病院組織と外注につき、

理論的かつ具体的に話され、参加者に十分な理解を与えた。又、松崎亘良氏の講演は、実際の豊

富な経験にもとづいた充実した内容で好評を得た。参加者は今後の病院運営に多くの有益な示唆

を与えられたものと思われる。今後も具体的な内容を伴った研究会として運営してまいりたい。

16．全国図書室研究会

１開催回数１回

２．開催期日昭和61年９月12日(金)～13日(土）

３開催地京都市京都教育文化センター

４．参加者数４９施設５３名

５．演題

（１）「各種図書館団体の相互協力」

①医学図書館と病院図書室の相互協力一病院図書室の実態調査をふまえて－

大阪市立大学附属図書館医学部分館主査光斎

②専門図書館における相互協力の現状と課題

松下電器産業㈱技術本部技術情報室長妹尾

③コンピュータを用いた「近畿病院図書室協議会雑誌総合目録」の作成

大阪回生病院図書室加島

④公共図書館の相互協力大阪府立中之島図書館前田

⑤阪神地区私立大学の相互利用について大阪産業大学図書館久保

（２）シンポジウム

「相互協力網を作るために」－病院図書室が今すべきこと、できること－

重治

哲男

民
章
雅

子
夫
洋
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①病院図書室間の相互協力一収集上の協力を中心として－

高槻赤十字病院図書室浜口恵子

②地域における大学医学図書館と病院図書室の連携

浜松医科大学附属図書館運用係長山口直比古

③病院図書室への期待一利用者の立場から－

淀川キリスト教病院教育婦長青山ヒフミ

④図書館員の交流東京都老人医療センター図書室後藤久夫

（３）展示見学

（４）「情報ネットワーク」図書館情報大学教授松村多美子

6．総評

「図書館の相互協力」と題し、「各種図書館団体の相互協力」「相互協力網を作るために」「情

報ネットワーク」さらに展示見学と充実した内容で開催した。

年１回の本研究会も１年おきに東京、大阪で開催することになって久しいが、いずれも地元関

係者の協力を得て開催し今回で９回目であった。

今後も病院図書館司書のレベルアップのために、多くの方々の声を参考に様々な観点から工夫

改善を図り、研究会を開催したい。

－９５－



第Ｓ職場リーダー研修会

開催回数４回

開催概要

第１回（追研修会）

期日昭和61年６月13日囹

場所池袋サンシャインシティ文化会館７Ｆ

参加者３２施設４７名

テーマ職場リーダー研修のフォローアップー病院経営サバイバル作戦のために－

1．

２．

藤〕､蕊

酒井暢

中山耕作

緒方廣市

平井千枝

内藤均

神田幸肋

酒井暢

第３回（３日間コース）

期日昭和61年11月12日嗣～14日（金）

場所日本病院会会議室

－９６－



参加者２２施設３１名

演題１）職場リーダーのポジションと役割

２）職場運営のポイント

３）要求される創意工夫

４）職場研修のねらい

５）リーダーシップと相互理解

６）事例研究

開会挨拶日本病院会常任理事・蕨市立病院長

ＪＳＴ指導資格者昭和大学病院放射線科技師長

同臨床検査技師長

武蔵野赤十字病院医事課長

聖路加国際病院ハウスキーピング課長

第４回（３日間コース）

期曰昭和62年２月19日(木)～２１日(士）

場所京都・府立勤労会館

参加者３８施設５９名

演題第３回と同じ

開会挨拶日本病院会常任理事岡本病院理事長

京都府病院協会長京都第二赤十字病院長

京都私立病院協会長京都四条病院長

JST指導資格者第３回と同じ

総評

本年度最初の研修会は、これ迄の参加者を対象に現実の職場で如何に吸収し

か、当方の検証の意味を含め開催した。

池
神
平
緒
内

谷
田
沢
方
藤

臼

幸
政
廣

助
人
市
均

岡本隆一

字山理雄

中野進

3．

本年度最初の研修会は、これ迄の参加者を対象に現実の職場で如何に吸収した知識が発揮された

か、当方の検証の意味を含め開催した。

異動・退職等で該当者がいないことを考え併せ、５５年２月開催の第２９回からの参加者に対し、

199施設、763名へ案内状を送付した。

アンケートをみると、社交辞礼の回答を含め幾分の割引の結果、まあまあの評価しか得られず、

今後の課題、仮説の再構築を余儀なくされている。

京都での３日間コースは、過去通算50回の開催で最高59名の参加者を得、人数的には盛況であ

ったが、反面、グループ討論の人数が多く、事例研究主体の運営の有り方に問題を残した。

本年度の参加者人数の順調な伸びから今後も期待される研究会として充実したものにしたい。

－９７－



第９第26回病院視察研究会

1．開催地秋田県・青森県

２開催期日昭和61年10月１日(zk)～４日(士）３泊４日

3．視察病院（１）秋田市（日赤）秋田赤十字病院（２日）

（２）秋田市（都府県）秋田県立脳血管研究センター（２日）

（３）青森県・三戸郡（市町村）町立田子病院（３日）

（４）青森県・十和田市（市町村）十和田市立中央病院（４日）

4．宿泊所（１）１日・秋田ビューホテル（兼集合場所）

（２）２日・田沢湖プリンスホテル

（３）３日・古牧第二グランドホテル

5．参加者数１８施設２５名

６総評

今回の研究会は、先年約束のあった竹本吉夫副会長の秋田赤十字病院を起点に、末武保政代議員

の十和田市立中央病院を終点として企画した。

両先生が全面的に企画に加わり、現地事情を加味して視察病院、バス行程、コース、宿泊先など

の選択をいただいた。

視察病院の特色をみると、秋田赤十字病院は、交通災害センターを設置、脳外科、脳神経科を中

心とした救急医療、また高血圧を中心とした成人病医療などに力が注がれている。秋田県立脳血管

研究センターは死亡率の高い脳卒中の最多発地とされる同県に設立された公的病院で、研究機関と

診療機関を併置し、研究者が診療医という特色をもっている。町立田子病院は漢方をガン治療に適

用し、また独自の薬湯（浴場）治療も特色である。遠く県外の中国地方からの入院例もある。十和

田市立中央病院は腎センターを併設した地域中核病院で、医師の充実、看護教育、訪問看護等に意

欲的に取組んでいる。

コーディネーターを含めた25名の参加内訳は、院長（理事長）４，副院長２，診療部長等２、事

務系役員５，事務長３，事務系職員６，看護系２であった。夜の懇談懇親会も３日間を通じ当地の

院長、事務部長の臨席を得て懇談を盛上げていただいたことに謝意を表したい。

当研究会のレポートは、日本病院会雑誌'８７１月号にグラフとともに収録された。

－９８－



第1０診療録管理通信教育

1．入学状況

。第２9期生入学

１）開講月日

２）入学者数

３）受講料

・第３0期生入学

１）開講月日

２）入学者数

昭和61年７月１日

79名（但し、２年次編入６名含む）

60,000円

昭和62年１月１日

104名（但し、２年次編入41名含む）

2．卒業状況

。第２5回卒業

１）卒業者数

２）卒業式典

３）同会場

。第２6回卒業

１）卒業者数

｜衞芒：

43名(男10名、女３３名）

昭和61年10月２２日(zk）

名古屋市愛知厚生年金会館

42名(男８名、女34名）

昭和62年４月１１日出

東京：ダイヤモンドホテル Ｉ

3．受講生員数状況（62年３月３１日現在）

ｏ人学者の総数2,579名

男６０３名

女１，９７６名

・卒業者の総数1,092名

男２１３名

女879名

・受講者の総数４１６名 27期138名

28期３８名

１３６名

104名

29期

30期

－９９－



集中スクーリング実施状況

第29回集中スクーリングおよび試験

ｏ期日（昭和61年８月２１日～昭和61年８月２７日）

4．

＜会場＞ 延出席者

376名

207名

101名

東京：早稲田速記学校

大阪：大阪府職業訓練センター

福岡：福岡大学医学部

第30回集中スクーリングおよび試験

・期日（昭和62年２月19曰～昭和62年２月２５日）

＜会場＞ 延出席者

399名

201名

120名

東
大
福

京：早稲田速記学校

阪：大阪府職業訓練センター

岡：福岡大学医学部

5．医学セミナー

４月19日品質管理

５月１０日品質管理

５月１７日産科学

６月７日産科学

名
名
名
名

０
６
１
７

１
１

日病会議室

同

同

同

－１００－

第一年次スクーリング 試験 第二年次スクーリング

第２８．２９期生 第２５．２７期生
第２６．２７期生および
第27.28期生の内

2年次編入者

２１日

(木）

２２日

(金）

２３日

山

昭和６１年８月２４日

(日）

２５日

(月）

２６日

(火）

２７日

tzk）

第一年次スクーリング 試験 第二年次スクーリング

第２９．３０期生 第２６．２８期生
第２７．２８期生および
第２９．３０期生の内

2年次編入者

１９日

㈱

２０日

(金）

２１日

(土）

昭和62年２月２２日

(日）

23日日

(月）

２４日

(火）

２５日

(水）



名
名
名
名
名
名
名

４
５
６
４
６
０
９

２
２
１
１
２
１
４
１

曰病会議室

同

同

同

小倉記念病院

日病会議室

６月２８日

７月２６日

10月１１日

11月１５日

11月３０日

12月１３日

医学用語学

医学用語学

生理学

生理学

医学用語学

生理学

開催１０回 延参加者

－１０１－



第１１メディカルクラーク通信教育

1．第１０回認定証授与式

昭和61年10月18日出１７：００～１９：３０

会場：ダイヤモンドホテル黄金の間

認定者：２５名

追加認定者：６名（62年３月16日付）

2．試験

１）第10期後期〔８月24日(日)〕

東京会場:２０名

京都会場：９名

合格者：２５名

不合格者：４名

２）第11期生前期及び延長生の再追試〔２月14日出〕

東京会場：３８名（前期３４名、後期４名）

京都会場：２４名（前期２１名、後期３名）

合格者：６０名（前期54名、後期６名）

不合格者：２名（前期１名、後期１名）

3．スクーリング（第１１期生）

１）前期

（８月２１日～２７日）

８２１ ２２ ２７２６

１６２１１１２１３１４１５2）後期

（２月11日～17日） ⑤

－１０２－

8/2１ 2２ 2３ 2５ 2６ 2７

木 金 土 月 火 水

東京：千代田研修センター 京都：ビル葆光

延150名 延５７名

2/1１ 1２ 1３ 1４ 1５ 1６

水 木 金 ⑤ 月 火

東京：千代田研修センター 京都
｡

□ ビル葆光

延１１２名 延６０名



第1２事務長養成課程通信教育

1．第７回認定証授与式

昭和61年７月12日出１７：００～１９:３０

会場：東京半蔵門ふくおか会館

認定者： ９名

2．試験

１）第７回生２年後期〔６月７日出〕

於広島音戸ロッヂ

受験者９名合格者９名

２）第８回生１年後期〔７月10日(日)〕

於本願寺築地別院第一伝道館

受験者１３名合格者１２名

３）第８回生２年前期〔62年１月18日(日)〕

於本願寺築地別院第一伝道館

受験者１２名合格者１２名

４）第９回生１年前期〔62年１月11日(日)〕

於本願寺築地別院第一伝道館

受験者１３名合格者１２名

不合格者 1名

不合格者 1名

3．スクーリング

１）前期（６１年７月１１日～２６日）

７１１１２１４１５１６７２１２２２３２４２５２６

参加人員

－１０３－

7/1１

金

1２

士

1３

曰

1４

月

1５

火

1６

水

7/2１

月

2２

火

2３

水

2４

木

2５

金

2６

土

期別 第８回生 第９回生

参加人員 延９０名 延８４名

会場 本願寺築地別院第一伝道館



2）後期（６２年１月１２日～２４日）

参加人員

3） 第５回卒後研修会

昭和61年６月７日出１３：００～１７：００

テーマ：①病院施設の多様化

②病院機能の統合

会場：広島、呉市長尾病院及び呉共済病院

講師：東京文化学園常務理事

：杏林大学医学部教授

：自治医科大学教授

合
橋
条

落
高
一

勝一郎

政旗

勝美

参加者：２５名

－１０４－

1／1２

月

1３

火

1４

水

1５

木

1６

金

1７

士

1９

月

2０

火

2１

水

2２

木

2３

金

2４

土

期別 第９回生 第８回生

参加人員 廷７８名 延84名

会場 本願寺築地別院第一伝道館



第１３セ

、
、
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1．病院長・幹部職員セミナー

１開催回数１回

２．開催期日昭和61年８月９日(±）１３：００～１８:00,10日（日）１０：００～１７：３０

開催地大阪市大阪新阪急ホテル

参加者数147施設255名

テーマこれからの病院一方向と選択

漬題

第１日（８月９日）

(1)講演「民間活力による医療サービス充実への期待」

野村総合研究所副社長

司会日本病院会代議員・大阪府済生会泉尾病院院長

(2)講演「これからの医療保険の展開」厚生省保険局長

司会日本病院会会長・国保旭中央病院院長

(3)シンポジウム「これからの患者と病院」

慶応義塾大学経営管理研究科助教授

曰本病院会理事・宮地病院院長

日本病院会代議員・京都四条病院院長

井上病院院長

市立吹田市民病院院長

司会日本病院会常任理事・総合病院聖隷浜松病院院長

第２日（８月10日）

(4)講演「アメリカにおける病院経営戦略とＣＥＯ」

日本病院会常任理事・大道病院院長

(5)講演「民間保険は日本の医療をどう変えるか」

千葉大学法経学部教授

司会日本病院会代議員会議長・長浜赤十字病院院長

(6)シンポジウム「中間施設の問題点」

社会福祉法人全国社会福祉協議会・老人福祉施設協議会会長

厚生省病院管理研究所

日本病院会代議員・府中病院院長
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司会日本病院会副会長・厚生連佐久総合病院院長若月俊一

（７）シンポジウム「選択と淘汰の時代への対応」

厚生省保険局企画課長岡光序治

日本病院会副会長・秋田赤十字病院院長竹本吉夫

日本病院会理事・日比谷病院院長深瀬邦雄

水間病院院長河崎茂

医療法人愛仁会本部事務局長下問幸雄

司会日本病院会副会長・有澤総合病院院長有澤源蔵

7．総評

諸橋会長が就任されて以来３年間、当セミナーを主宰され、会員の関心度が高まったと評され

ているが、役員会において本年度から地方持回りとされ、その第１回を大阪とした。企画をすべ

て大阪地区の役員に一任され、有澤副会長、大道常任理事が中心となり、大阪地区の役員の尽力

により、セミナープログラム、動員計画などが練られた。

病院医療の将来をとりあげ、医療保険の動向、民間活力とサービスの向上、中間施設問題、選

択と淘汰の時代への対応など、当面する病院問題をとり込んでのテーマ設定で熱心な討議が展開

された。用意した会場も定員一杯となり盛況だったが、特に地元からの参加者が過半数を占める

状態で、持回りの成果が認められた。内容的にはおおむね好評であったが、当初予定の大浜方栄

参議院議員の「時局講演」が国会開催との関連で変更されたことには多少の不満が残ったようで

ある。国会議員の講師選定には今後考慮を要する事例となった。

今回の開催について、尽力戴いた内藤景岳顧問（総合病院南大阪病院院長)、中後勝愛仁会理

事長ほか地元関係者の方々に御礼申しあげたい。

2．事務長セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日昭和62年２月６日(金)～７日出

３．開催地東京都主婦会館１階ホール

４．参加者数９０施設108名

５．演題

（１）「社会が病院に望むもの」朝日新聞論説委員

（２）「病棟における適正人員配置システム」

国家公務員共済連虎の門病院看護部長

（３）「病院経営と基準看護」（社)日本看護協会常任理事

大熊由紀子

栗原やま

杉谷藤子
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（４）コメント「事務長の立場から」横浜赤十字病院事務部長益田啓作

（５）「地域医療計画と病院」－今後の方向一国保旭中央病院院長諸橋芳夫

（６）「アメリカの医療事情と日本への影響」聖路加国際病院院長牧野永城

（７）「経営指標の見なおし」厚生省病院管理研究所経営管理部長針谷達志

6．総評

本年度の事務長セミナーは、「あすの病院経営を考える」をメインテーマとし、近年の病院を

取りまくさまざまな諸問題への対応策を探り出すため、経験豊かな方々を講師としてお招きし、

それぞれの立場より専門的に分析、発表をしていただいた。

その結果、参加者は北海道から熊本県まで全国より108名という近年にない参加を得、盛会を

極めたセミナーとなった。

今回取り上げたテーマのように、今後の病院運営の一方向を示すような、その時代に即したテ

ーマを積極的に採り入れ、追求していく事が必要であると痛感させられた。

なお、参加者へのアンケートの結果、ディスカッションの出来る場を設けてほしいという意見

があり、今後は企画立案の段階で是非考慮しなければならない問題であると受けとめた。

3．総婦長セミナー

１．開催回数１回

２開催期日昭和61年８月28日嗣～29日(金）

３．開催地東京都番町グリーンパレス

４．参加者数６３施設８０名

５．演題

「看護業務と診療報酬」三井記念病院医事課顧問三上晃

「平安時代の教育について」独協大学教授河北騰

「現代の中国の病院」自治医科大学教授一条勝夫

「総婦長と看護管理」千葉大学看護学部助教授草刈淳子

「医療とニューメディア」日本大学医学部助教授大道久

６．総評

大関マサ子委員長の開会挨拶で始まり、講演５題が予定通り行われた。－条勝夫講師の講演は

「現代の中国の病院」と題され、医療施設と医療従事者、教育制度、病院の実態と問題点、西医

と中医、又、草刈淳子講師は看護管理と組織、看護の本質、今後の課題等について豊富な経験を

ふまえて理論的に話され、参加者に多くの共感と感銘を与えた。今後も、参加者相互の交流を通

じて意義のあるセミナーとして盛り上げてまいりたい。
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4．放射線技師監督者セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年８月７日(木)～９日(土）

３．開催地東京都千代田生命研修センター

４参加者数２４施設２５名

５．演題

（１）「３分間スピーチ」

（２）「アメリカの医療情勢について」

河野臨床医学研究所財務担当常任理事松岡敏臣

（３）「医療人の心得」総合病院土浦協同病院院長登内真

（４）「ＰＡＣＳの現状と将来」－Ｘ線フィルムを中心とした－

㈱東芝医用機器事業部課長東隆正

（５）全体討議

「技師長のかかえる問題点」－悩みを解決するにはどうするか。Ｑｃ手法を用いて－

（６）「人間関係の改善（新しい心理学「交流分析」による｣」

日本ＴＡセンター代表取締役社長加納正規

（７）「ＱＣサークル活動の基礎」

富士メディカルシステム㈱東京支店支店長代理松尾良三

（８）「ＱＣ活動の実習」富士メディカルシステム㈱東京支店支店長代理松尾良三

（９）事例発表

ＵＯ１「病院ＴＱＣ導入の実際」－わかりやすいＱＣとは－

６．総評

本セミナーのユニークな点の１つに、終了後参加施設長へ参加者の受講終了証を郵送し直接手

渡していただくことがある。本年度で第16回目を迎え、延べ６１４名が終了証を受け取った。

毎回冒頭の３分間スピーチによりいかに人前で簡潔に話すことが難しいことかを体験したあと、

まさに講師と参加者とが寝食を共にし本音で語り合うプログラムが好評である。

今回も「短時日に多くのことを学び職場に帰って実務に活かしたい」とその抱負を語る参加者

が多く、今後もこのような声に応えられるよう工夫改善に努めていきたい。

5．臨床検査管理セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日昭和62年２月13日(金)～14日(土）
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3．開催地下田市下田ビューホテル

4．参加者数２７施設３０名

５．演題

「医療情勢に対応する臨床検査部門の管理運営」

順天堂大学医学部附属１１頂天堂医院臨床病理学教授林康之

シンポジウム「臨床検査効率を考える」－器械・試薬・組織・精度管理・サーピスー

漬者浜松赤十字病院臨床検査課長川越功

″ 駿河台日本大学病院技術長佐藤和身

″ 昭ﾎﾟﾛ大学医学部附属病院技師長平沢政人

〃静岡県臨床衛生検査技師会会長・沼津医師会病院臨床検査室長岡山虎男

" 板橋中央総合病院検査科ﾋﾞｸ〔長成田周市

グループ討議「臨床検査効率を考える」

「医療情勢に対応する臨床検査部門の管理運営」

（社)日本病院会常任理事・総合病院土浦協同病院院長登内真

６．総評

今年度のセミナーは、「医療情勢に対応する臨床検査部門の管理運営」をメインテーマに、講

演２題と、シンポジウム、グループ討議が２日間にわたり予定通り行われた。登内真先生は、救

急医療と臨床検査部門、臨床検査部門の将来、病院経営と臨床検査部門について、林康之講師

は、医療情勢の認識、病院検査部門の管理運営と同一テーマでそれぞれの立場から問題提起をし、

参加者に多くの刺激を与えた。今後も、参加者相互の交流を通じて意義のあるセミナーとしてい

きたい。

6．医療紛争防止のためのセミナー

１．開催回数３回

２開催期日昭和61年６月13日(金)～14日出

昭和61年10月19日（日）

昭和62年３月12日嗣～13日(金）

３．開催地東京池袋サンシャインシティ

水戸茨城県教育会館

名古屋名古屋市教育センター

４．参加者数東京135施設200名

水戸５３施設２０５名

名古屋175施設620名

(６月）

(10月）

(３月）

－１０９－



5．テ_マ

（１）救急医療における看護婦の役割日本医科大学教授

（２）意識障害と救急手技東京大学医学部講師

（３）呼吸困難と救急手技杏林大学医学部助教授

（４）特殊救急（熱傷、異物、中毒、溺水等）日本医科大学助教授

（５）胸痛と救急手技東京女子医科大学附属日本心臓血圧研究所助教授

（６）腹痛と救急手技帝京大学医学部助教授

（７）救急看護の実際杏林大学医学部服属病院婦長

（８）民事法の立場から弁護士

（９）刑事法の立場から法務省刑事局参事官検事

ｕＯ）シンポジウム「救急医療とその基本的手技」日本医科大学教授

東京大学医学部講師

杏林大学医学部助教授

日本医科大学助教授

東京女子医科大学附属日本心臓血圧研究所助教授

帝京大学医学部助教授

杏林大学医学部附属病院婦長

弁護士

法務省刑事局参事官検事

（11）救急医療体制と問題点国立水戸病院長

（12）救急医療の実際国立水戸病院外科医長

（13）医療事故と看護婦の法的問題弁護士

（１４看護婦と医療事故札幌医科大学名誉教授

（15）接遇株式会社松屋人事部部長

（16）医療紛争の問題点愛知県医師会理事

（17）民事上の問題愛知県医師会顧問弁護士

（１３法医学面から藤田学園保健衛生大学法医学教授

（19）看護管理と医療事故東海大学病院看護部長

（201接遇㈱伊勢丹人事部教育訓練担当部長

（21）救急医療における看護婦の役割日本医科大学教授

（２３医療事故と刑事訴訟について法務省刑事局参事官

（23）シンポジウム「看護婦を中心とした医事紛争」
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愛知県医師会顧問弁護士太田博之

藤田学園衛生大学法医学教授内藤道興

日本医科大学教授大塚敏文

法務省刑事局参事官河村博

㈱伊勢丹人事部教育訓練担当部長忽滑谷安弘

名古屋披済会病院看護婦長滝本泰子

６総評

例年の通り東京・地方と各１回開催の予定であったが、愛知県支部の発足とともに同支部合同

のセミナーとして、急遵開催した。

東京はホスピタノレショウ開催期間中２日間にわたり、特に、日本医科大の大塚教授を中心とし

て「救急における看護婦の手技」をテーマに取り挙げ、熱気のあるセミナーであった。

また、水戸市で１日間開いたセミナーは、従来のオーソドックスな形ではあったが、特に、接

遇面での問題をはじめて取り上げ、看護面で一番遅れている点から反響も大きいものがあった。

名古屋で特別に開催したセミナーは本会愛知県支部と県病院協会の全面的バックアップをいた

だき、当セミナー開催以来初めての６００名を越えた参加者で、２日間一人も途中退場者もなく、

内容的にも充実したセミナーであった。

３回の開催にさいし、日本医科大学の関係者、茨城県病院協会、同医師会、同県看護協会など

地元関係者に厚くお礼申し上げる次第である。

7．病院防災セミナー

１．開催回数１回

２．開催期日昭和61年８月２５日(月)～26日(火）

３．開催地名古屋クラウンホテル（２５日）

名古屋市港防災センター（２６日）

４．参加者数７６施設１１０名

５．テ_マ

（１）シンポジウム「熱川ホテル火災等の教訓と病院災害防止の在り方」

座長聖路加国際病院事務長

自治医科大学技監

岡山病院理事

刈谷総合病院看護部長
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(2)「メキシコ地震の火災調査と病院の安全策」

東京消防庁防災部防災課主幹廣田浩雄

(3)パネルディスカッション「災害時における地域医療、看護及び救護の対策」

座長消防庁集団事故対策研究会委員
社会保険中央総合病院元院長顧問
日本救急医学会幹事・日本災害医学会評議員

名古屋市立城西病院長

名古屋第二赤十字病院副院長

ＮＴＴ東海逓信病院総婦長

名古屋市消防局救急対策室救急係長

シンポジウム「大規模地震と医療機関への支援」

座長岡山病院理事長

陸上自衛隊第十師団司令部第三部長

名古屋市消防局防災部防災室主幹

愛知県警察本部警備部警備課長

大同工業大学客員教授工学博士
元厚生省病院管理研究所建築設備部長

愛知県衛生部長

渡辺茂夫
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(4)

岡山

石飛
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石丸

小久保
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(5)防災ビデオ「地震火災、そのとき、あなたは！」

(6)情報提供「病院建築施設の安全維持とその管理」

千代田火災海上保険㈱東海業務部次長

(7)病院のリスクマネジメントと損害保険

大東京火災海上保険㈱新種保険部主査

(8)「都市防災センターの機能」名古屋市港防災センター所長

(9)「非常事態における病院給食」小原病院長

宏潤会事務局次長

愛知県栄養士会名誉会長

名古屋第一赤十字病院事務部長

名古屋市民生局総務課長

6．総評

防災部会長のお膝元、名古屋市で開催した当セミナーは、座学と実技を兼

り、特に、地震、火災を中心に災害全般にわたった内容で、セミナーとして

であった。

本藤鉄

古澤

前川

小原

烏海

安永

木下

余語

三
男
郎
司
男
雄
士

次
啓
克
知
高
文
隆
博

座学と実技を兼ねそなえた内容であ

セミナーとしては大変意義あるもの

－１１２－



ただ、病院では一番大切なものであるが、地味な部門であり、各施設では問題意識をもってい

るわりには、参加者が今一つ少なく、今後の動員方法と日常の各病院への意識のもたせかたを考

えなおす必要がある。

当セミナーを開催するにあたり、岡山病院関係者のご尽力に感謝する次第である。
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第１４病院幹部医会

1．総会

１）開催期日

２）会場

３）協議項目

昭和62年３月１５日（日）

東京都東京逓信病院

①昭和61年度収支について

②昭和62年度事業計画について

③役員人事について

④幹部医会会員増強について、その他

2．常任幹事会

ｌ）開催期日 昭和61年12月４日巾

昭和62年１月１０日出

東京都日本病院会

①病院幹部医セミナー（３月）について

②北海道開催について、その他

2）会場

3）協議項目

3．病院幹部医セミナー

１）開催期日昭和61年10月25日(士)～26日（日）

昭和62年３月１４日(士)～１５日(日）

２）開催地秋田県・秋田ビューホテル（10月）

東京都・東京逓信病院（３月）

３）参加者５２施設９７名（秋田県）

５０施設７３名（東京都）

４）テーマ秋田県

①シンポジウム「医療システムの現状と将来像

座長病院幹部医会常任幹事

②これからの病院経営の方向秋田赤十字病院長

③シンポジウム「医師と栄養士（給食部門）の連携」

座長日本病院会常任理事

④新時代の病院経営㈱川原経営総合センター社長

小野丞二

竹本吉夫

岡山義雄

川原邦彦
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東京都

①世界の医療情勢

聖路加国際病院長牧野永城

病院幹部医会常任幹事三宅浩之

病院幹部医会常任幹事高橋勝三

②２１世紀医療を考える－日本の現状から－

日本病院会副会長河野稔

③シンポジウム「医師と薬剤師の連携一医療の中で薬剤師は何をしているか－」

座長病院幹部医会常任幹事小野丞二

④心をつかむ話し方

社団法人言論科学振興協会理事長江木武彦

4．総評

東京開催においてセミナー名称を「医療の質を考えるセミナー」として実施した。これはより広

範な参加者を募るための一つのアイデアであるが、効果はあったように思う。このような創意工夫

の積み重ねによる具体的な活動としての展開が、ひいては病院幹部医会全体の運営に有益な結果を

もたらすように思われる。
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第１５海外視察研究会

1．欧州病院視察団

①訪問国

②期間

③訪問都市

イギリス、オランダ、ドイツ、スペイン、フランス

昭和61年８月30日出～９月13日出１５日間

ロンドン、アムステルダム、ハイデルベルグ、フランクフルト、マドリッド、

パリ

関武矩（聖路加国際病院）

１３施設２０名（コーディネーター含む）

コーディ
ネーター

参加者数

④
⑤

2．国際病院連盟地域会議参加

①訪問国台湾

②期間昭和61年９月21日(日)～９月28日（日）８日間

③訪問都市台北、高雄、台南、日月潭

④二二夛工有澤源蔵(有澤総合病院院長）
高橋勝三（武蔵野赤十字病院外科部長）

⑤参加者数８施設１７名（コーディネーター含む）

3．メディンフオ’８６参加米国医療視察団

①訪問国米国

②期間昭和61年10月25日～11月６日巾１３日間

③訪問都市ニューヨーク、ワシントン、フィラデルフィア、オーランド、ヒューストン、

ロサンゼルス

④；二夛二三宅浩之(関東逓信病院医用情報研究所部長）
⑤参加者数８施設１３名（コーディネーター含む）

４第６回米国診療録管理業務視察旅行

①訪問国米国

②期間昭和61年11月１７日(月)～11月26日（水）１０日間

③訪問都市シカゴ、ロサンゼルス、サンフランシスコ

④ヌー三エ高橋政騏(杏林大学医学部教授）
⑤参加者数１０施設２１名（コーディネーター含む）
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第1６調査室

1．合同調査委員会

１開催回数２回

２．出席者数１５名

３．協議項目

１）合同調査のあり方について

２）原価計算調査について

４総評

公私病連との合同調査をスムーズに実施するため、合同調査委員会を２回にわたって開催し、

今後の調査に関して、意見調整をはかった。

2．調査室

本年度も、全国公私病院連盟との合同調査である「病院運営実態分析調査」を実施し、「病院概

況調査報告書」として発刊した。

また初めての試みとして、「将来の病院管理運営に関する病院長意見調査」を実施した。

さらに来年度は「病院部門別原価計算調査」の実施年度に当るので、合同調査委員会を開催し、

公私病連との意見調整を行った。

◎昭和61年病院概況調査報告書

☆病院概況（病院数．病床数．専用病床保有状況等）

☆患者状況（入院一外来、救急、比率等）

☆設備状況（ＩＣＵ、ＣＣＵ、未熟児室、人間ドック、医療機器、コンピュータ等）

☆職員数（職種、病床規模、１病院当たり－１００床当たり、開設者・常勤一非常勤別）

☆部門別業務量（診療・薬剤・放射線・検査・給食・事務）

☆外注委託状況（寝具・清掃・給食・検査等）

☆その他（基準看護、救急告示、手術件数、冷暖房、敷地一建物面積、剖検率・病床利用率・

平均在院日数等）
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第１７医療費対策および病院大会

1．病院診療報酬適正化推進会議

１開催回数１回

２．出席者５名

３．協議事項１）診療報酬改定要求について

２）診療報酬改定要求の具体的活動について

４総評

例年により公私病連と合同調査を行っている経営実態調査に基づくデータが出来、次期診療報

酬の改定要求書の検討を行った。

調査にもとづく改定要求率3.93％が、本会で先に行った要求率355％との差率が生じているが、

調整の結果、拡大再生産として3.98％として同推進会議として改定運動を展開して行くこととし

た。

低医療費化の折だけに医療費のあり方など基本的な議論を含めて定期的に開催する必要がある。

2．四病院団体連絡協議会

４月28日（月）総合部会６名

Ｌ病院給食の一部委託について

２社会保険診療報酬の改定について

３民間医療保険について

４社会保険診療報酬に係る事業税について

５．病院医療の向上について

６その他（地域医療計画、管理栄養士、その他）

５月16日（金）総合部会８名

１．医療法の一部改正等に関する要望について

２．民間医療保険等のあり方について

３診療報酬改定に伴う影響度について

４病院給食の一部委託について

５月１６日（金）医療経済委員会９名

１．診療報酬改定に伴う影響度について

５月１６日（金）税制委員会６名

１．６１年度医業税制について
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５月１６日（金）医療法委員会７名

１．医療法の一部改正に関する要望について

２．民間医療保険のあり方について

３．病院給食の一部委託について

５月26日（月）医療法委員会７名

１医療法の一部改正について

２．病院給食の一部委託について

３．民間医療保険について

５月29日巾総合部会７名

１６２年度税制要望書について

２．６２年度診療報酬改定要望書について

３．医療法の一部を改正する法律の施行(案)について

４民間医療保険について

５．病院給食の一部委託について

６月23日（月）総合部会１１名

１６２年度税制改正要望書について

２．医療法の一部を改正する法律の施行について

３．病院給食の一部委託について

４６２年度診療報酬改訂要望書について

６月25日(7k）医療法委員会８名

１．医療法の一部改正の施行について

２．民間医療保険について

３．病院給食の一部委託について

７月２１日（月）医療法委員会９名

Ｌ民間医療保険について

２．病院給食の外注について

７月22日（火）総合部会・医療経済委員会合同会議１８名

１．医療費改訂要望事項の検討について

２．病院給食業務の一部委託について

８月１９日（火）総合部会９名

１社会保険診療報酬の改定について

２．医療審議会について
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３．税制問題について

８月22日（金）医療法委員会

１．民間保険について

２．第２次医療法改正問題について

３．病院給食業務の一部委託問題について

９月９日㈹医療法委員会

１第２次医療法改正について

２．民間医療保険について

３．病院給食業務の一部委託について

４昭和61年度医療監視について

９月18日（木）総合部会

Ｌ第２次医療法改正について

２．民間医療保険について

３病院給食業務の一部委託について

４医療審議会について

９月26日（金）医療法委員会

１．病院給食業務の一部委託について

10月16日附給食委託研究会

１病院給食業務の一部委託について

10月１７日（金）総合部会

８名

8名

１０名

９名

６名

8名

１．病院給食業務一部委託の研究会発足について

２．老人保健施設の要望について

３．事業税対策について

４．－人医師医療法人対策について

11月１日出給食委託研究会６名

１．病院給食委託業者の選定基準等について

11月13日耐給食委託研究会５名

1．病院給食業務に関する委託契約書(案)について

２．病院給食委託業者の選定基準等について

11月18日（火）医療法委員会３名

１民間医療保険請求書類の簡素化について
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11月19日（水）総合部会

１．事業税について

２．老人保健施設について

12月４日耐給食委託研究会

１病院給食委託業者の選定基準等について

９名

７名

12月18日（木）総合部会

１．給食委託研究会の報告

２．税制改正について

３．診療報酬の改正について

４老人保健施設について

１月26日（月）給食委託研究会

Ｌ給食委託業者の選定規準について

２．公益機関の設置について

１月27日（火）合同会議

１栄養改善法に関する説明等

２．売上税について

３．看護の給付の取扱いについて

２月20日（金）税制委員会

１．売上税について

２月20日（金）医療法委員会

１．看護の給付の取扱いについて

２．看護制度のあり方について

３．栄養改善法について

２月23日（月）総合部会

１．売上税について

２．看護制度について

３．老人保健施設について

２月27日（金）給食委託研究会

Ｌ公益機関の設置について

３月17日（火）給食委託研究会

Ｌ公益機関の設置について

１０名

１１名

２８名

６名

１０名

９名

１０名

１０名
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１４名３月17日（火）医療法委員会

Ｌ准看護婦制度について

３月23日（月）総合部会

１．売上税について

２．統一地方選挙について

３看護制度について

４．資格制度について

6名

病院大会

社会情勢を考慮し本年度は開催せず。

3．

－１２２－



第1ｓ第36回曰本病院学会

1．学会長小野肇（(社)神奈川県病院協会会長）

2．テーマ２１世紀に生きる

3．開催期日昭和61年７月１７日嗣～19日(土）

4．開催地神奈川県・横浜市

5．会場（１）神奈川県立県民ホール

（２）横浜国際会議場

6．演題

（１）学会長講演１題

「病院幹部職員教育と提言」

（社)神奈川県病院協会会長・大口東総合病院理事長小野肇

（２）特別講演２題

「２１世紀のアメリカにおける病院戦略計画」

RegionalVicePresidentofHospitalColporationofAmerica：DonaldBStrange

座長兼通訳筑波大学社会医学系教授紀伊國献三

「人生80年時代を考える」神奈川県知事長洲一

（３）パネルディスカッション１題「２１世紀に生きる」

座長ＮＨＫ解説委員行天良雄

漬者社会福祉医療事業団理事大谷藤郎

″ 東京大学工学部教授石井威望

″ 脚本家橋田壽賀子

" 日本電気株式会社取締役会長ノI、林宏治

″ 国際日本文ｲﾋ研究センター設立準備室長梅原猛

（４）シンポジウム１題

「望ましい中間施設を考える」

座長厚生省病院管理研究所研究員小山秀夫

漬者神奈川県医師会理事大塚知雄

" 社会福祉法人むつみ会菖蒲荘園長村田正子

" 国立療養所長崎病院理学診療科医長浜村明徳
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演者東京都老人医療センター医療相談主査

〃 社会福祉法人信愛病院事務長

(5)ミニシンポジウム３題

①薬剤部門「これからの病棟薬品管理の試み」

座長日本病院薬剤師会常任理事・横浜赤十字病院薬局長

演者北里大学東病院病棟薬剤科主任

〃 篠ノ井病院薬局長

″ 日本医科大学多摩永山病院薬剤師

②給食部門「これからの病院給食」

座長神奈川県病院栄養士協議会会長

漬者群馬医科大学付属病院栄養主任

″ 神奈)'１県総合リハビリテーションセンター栄養課長

" 大森赤十字病院栄養課長

③看護部門「２１世紀を目指す看護体制」

座長神奈川県看護協会会長

漬者日本看護協会組織運営部長

" 虎のPﾜ病院事務部長

″ 篠ノ井病院院長

(6)フォーラム１題

「病院サービスの革新」

座長神奈川県病院協会常任理事

漬者病院システム開発研究所会長

コメンター聖路加国際病院院長

″ 横浜赤十字病院事務部長

" 武蔵野赤十字病院婦長

(7)一般演題219題

奥川幸子

長澤一男

清
石
富
中

水
射
山
原

夫
英
和
裕

正
正
博
保

佐
福
松
篠

子
子
子
し

美
津
冨
志
啓
よ

藤
島
本

田

大谷

鴫崎

黒田

新村

美
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7．医療人の集い（ロイヤルホール・ヨコハマ）

8．併設ホスピタルショウ（横浜産貿ホール）

9．参加者延べ5,500名

10．プログラム（別褐）

－１２４－
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第1９第２７回日本人間ドック学会

1．学会長宇津典彦（国立久留米病院院長）

2．開催期日昭和61年８月２１日(木)～２２日(金)

3．開催地福岡市久留米市

4．会場革香園ホテル

5．演題

（１）学会長講演１題

「正常値の再検討」国立久留米病院院長

（２）特別講演１題

「無症候性蛋白尿について」久留米大学教授（腎臓内科）

（３）シンポジウム１題

「日本における疾病構造の変化とその対策」

司会国家公務員共済組合浜の町病院院長

″ 久留米大学教授（第３内科）

漬者循環器疾患久留米大学教授

″ 消化器疾患」上里大学助教授

″ 呼吸器疾患九州大学教授

″ 代謝性疾患浜の町病院部長

（４）パネルディスカッション

「人間ドックにおける超音波スクリーニングの意義とそのあり方」

司会関東中央病院画像診断科部長

〃 東京警察病院内科部長

漬者消化器の立場から藤和会藤間病院

仙台市医療センター"
"

関東中央病院"
”

〃 循環器の立場から東京警察病院

久留米大学病院〃
″

（５）臨床予防医学委員会報告

「昭和60年人間ドック・自動化健診全国集計成績」

宇津典彦

野村岳而
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笹森典雄牧田総合病院副院長

(6)一般演題９５題

6．参加者600名（登録参加）

7．併設日病指定人間ドック並びに自動化健診実施施設長・担当者会議

(別掲）8．プログラム

－１２７－
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第２０第１２回日本診療録管理学会

1．会長岡島光治（藤田学園保健衛生大学教授）

2．会期昭和61年10月23日嗣・２４日（金）２日間

３．場所愛知厚生年金会館・大ホール名古屋市千種区池下町２－６３

Ｔｍ」（052）７６１－４１８１

4．プログラム

（１）特別講演医学用語事始一ターヘル・アナトミアと解体新書一（２日目午後）

酒井恒（名大・医・解剖）

（２）会長講演診療情報の守秘義務と開示条件（１日目午後）

岡島光治（藤田学園保健衛生大学）

（３）シンポジウムＬ診療録管理充実のための教育と啓蒙

（２題）座長新里敏子（国立泉北病院・病歴室）

野瀬善明（九大・医・医療情報部）

Ⅱ診療録管理の情報システム化

座長三竹年世子（杏林大．病歴室）

山内_信（名大病院・カルテ部）

（４）指定課題Ａ私的病院における診療録管理

（３題）Ｂ・診療録統計より見た医療のすがた

０疾病コーディングにおける工夫と問題点

（５）一般演題（48題）

セッションＩ（１～４）コンピュータ応用(1)

１．光ディスク・ファイルを用いた診療録・心電図などのイメージ超大量保存とその出力

２．電子カルテシステム開発の現状と課題

３．診療録のデータベース化に伴う問題解析

４表形式で電算機に入力した入院患者病歴サマリーの文章形式による出力について

セッションⅡ（５～８）病院医療事務

５．診療録管理を教育に導入した過程第３報

６．コンピュータを導入しての受付業務

７．診療録管理士による診療報酬請求事務への参加の試み

８．病名索引とレセプトデータとの結びつけ

－１２９－



セッションⅢ（９～１２）病名登録・整理・保存

９．外来診療録の動態と保管に関する検討

１０本院に於ける外来診療録のサマリー化業務の現状と問題点について

11．外来カルテの追い出しについての検討

12．東海大学病院における外来病名登録システムの運用からの考察

セッションⅣ（１３～１６）病歴室運営

13．コンピュータによる診療録の貸し出し返却システムについて

14．診療録回収後の検査伝票の処理方法の改善対策

15．診療録の管理費用に関する考察

16．貸出閲覧業務の電算化と資料の保管期限について

セッションＶ（１７～20）大学病院での診療録管理

17．計画診療支援システムと病歴保管

18．診療記録部の現状と問題点

19．岡山大学病院におけるカルテ中央管理について

20．病院組織上から考察した医学情報室

セッションⅥ（21～25）病歴統計

21．電算機に入力した直接的看護行為の傾向

22．退院時疾病統計の標準書式による当院５ケ年間の退院時疾病統計について

23．過去２年間における院外死亡実態調査の検討

24．医療統計算出時の問題点（その２）

25．大阪鉄道病院の一般開放後の患者の動向についての－考察

セッションⅦ（26～28）東海地区21病院共同研究

２６．３大成人病疾患の在院期間と病院経営形態との関連(1)－悪性新生物について－

２７．３大成人病疾患の在院期間と病院経営形態との関連(2)－虚血性心疾患について－

２８．３大成人病疾患の在院期間と病院経営形態との関連(3)－脳血管障害について－

セッションⅧ（29～33）診療録に対する評価と意識

29．川崎医科大学附属病院におけるgeneralchartの改正について

３０ＰＯＭＲカンファレンスーチームで行う医療記録の評価－

３１診療記録、検査記録の貸出についての医師の意識調査一第２報勤務医について３１診療記録、検査記録の貸出についての医師の意識調査一第２報勤務医について-

32．診療録に関する医師の意識調査

33．大学病院における患者情報の保護と活用に関する意識調査

－１３０－



セッショツⅨ（34～37）コンピュータ病歴管理

34．周産期専門医療施設における病歴管理（第２報）

35．国立療養所近畿中央病院における病歴管理の現状（２年間勤務して）

36．当院における病歴管理業務の電算化について－成果と今後の課題－

３７．－新設病院における医療情報管理－特に診療録自動検索システムの試み－

セッションＸ（３８～４３）病名登録データベース

３８当院における悪性新生物のコンピュータ登録とその利用

39．退院時抄録票と院内がん登録票との結合、および併記について

40．入院患者データの多目的利用システムについて

41．自力開発したソフトによる病歴管理について

42．リレーショナルデータベースｄＢＡＳＥⅡを用いた病歴管理プログラムの作成

43．長期透析患者診療データの電算処理について

セッションⅢ（44～48）コンピュータ応用(2)

44．入院病名検索システムの広報的な利用方法の一考察

45．パーソナルコンピュータによる外来インテリジェント端末の試み

４６パソコンを使った放射線検査の所見入力システム

47．エレクトロニックチャート構想下での薬剤処方システムの開発

48．退院時記録システム・出力処理サービスの利用状況

指定課題Ａ・私的病院における診療録管理（１～３）

１．私的病院における診療録管理の実態調査報告（愛知県下医療法人のアンケート調査より）

２．医療情報システムと診療録

３．福島県病歴管理研究会10年間の経緯

指定課題Ｂ，診療録統計より見た医療のすがた（１～５）

１．患者の在院パターン分析について

２病歴管理からみた当センターの周産期死亡

ａ福岡大学病院内科入院患者、過去10年間における疾病構成、在院日数などの推移について

４．救命救急センター入院患者６年間の傷害、疾病の考察

５．京大病院における過去９年間の患者登録の動向

指定課題Ｃ，疾病コーティングにおける工夫と問題点（１～３）

１国際疾病分類（ＩＣＤ－９）による病名のコード化に伴う問題点

２疾病コードの管理について

３．１ＣＤ・９．ＣＭ手術分類・５０音１１頂索引の作成について

－１３１－



シンポジウムＬ診療録管理充実のための教育と啓蒙（１～５）

1．通信教育制度と資格取得後の生涯教育

2．全日制学校教育のあり方と問題点

3．公的資格授与の見通しと診療録管理室設置義務化への取組み

4．医師・看護婦への卒前・卒後の診療録記載教育

5．院内スタッフの協力取り付けのための啓蒙

シンポジウムⅡ診療録管理の情報システム化（１～５）

１診療録整理・検索・統計のコンピュータ化

2．パソコン（ＯＡ機器）による診療録管理

3．ペーパーレス診療録管理

4．診断画像管理の光ディスク・システム

5．診療録管理・分析への人工知能の応用

－１３２－



程表曰

第１曰．１０月23曰（木） 第２曰．１０月２４曰（金）

８:３０

８:５５

９:００

受付開始

開始

受付開始８:３０

９：００

受演遥 ５～２８

ワ、:l士 ■■■■

９：２７９:３６

笠演題Ⅷ（２Ｃ

１０：１２１０：１２

笠届題Ⅱ

７１百百体aS5壹丑jヨ

１０:４８１０：４８

１１：２４
１１：４２

受演題Ⅲ（４４～4８

１２：００

１２：２７
１２：３６

１３:３０ １３:３０

ﾘﾛﾋﾟ１４：００
１４:０６

１４：１０
垂畠し

１４:５０
矢…用。－二昭

｣本至

１５：００

１５：１０１５:３５

ふ・亘士単の１百

１６：３５

１６:４０ １６:４０

１６：５０ 会

１８：１０

１８：２０

２０：００
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一般演題Ｉ（１～４）
コンピュータ応用（１）

一般演題Ⅱ（５～８）
病院医療事務

一般演題Ⅲ（９～12）

病名登録・整理・保存

一般演題Ⅳ
病歴室運

(13～16）

営

一般演題Ｖ（17～20）

大学病院での診療録管理

指定課題Ａ（１～３）
私的病院における診療録管理

昼食休憩

学会総会

会長講演

診療情報の守秘義務と開示条件

一般演題Ⅵ（21～25）
病歴統計

指定課題Ｂ（１ ～￣ ５）

診療録統計より見た医療のすがた

シンポジウムＩ

診療録管理充実のための教育と啓蒙

懇親会

愛知厚生年金会館・ホテル棟

アトラクション

鳳凰の間

郷土芸能尾張万歳

一般演題Ⅶ（26～28）
東海地区21病院共同研究

一般演題Ⅷ（29～33）
診療録に対する評価と意識

一般演題Ⅸ（34～37）
コンピュータ病歴管理

一般演題Ｘ（38～43）

病名登録データベース

一般演題Ⅲ（44～48）

コンピュータ応用（２）

昼食休憩

指定課題Ｃ（１～３）

疾病 コー ブイ ングにおける工夫と問題点

特別講演
医学用語事始一ターヘル・アナ

トミアと解体新書一

シンポジウムⅡ

診療録管理の情報システム化



第２１，ｓ6国際モダンホスピタルショウ

【開催要領】

マ：よりよい医療を求めて

～医療における質の改善と実践～

期：昭和61年６月13日(金)～15日（日）

午前10時～午後６時（最終日のみ午後４時終了）

場：東京・池袋サンシャインシティ文化会館２階・３階・４階

(東京都豊島区東池袋３－１－４）

催：社団法人日本病院会

社団法人日本経営協会

援：厚生省外務省通商産業省消防庁東京都（特)日本貿易振興会（社)日本薬剤師会

（社)日本看護協会（社)日本栄養士会（財)医療情報システム開発センター

（財)日本医薬情報センター（社)全国自治体病院協議会（社)全日本病院協会

（社)日本病院薬剤士会（社)日本医療法人協会（社)日本精神病院協会

（社)日本放射線技師会全国公私病院連盟出展各国大使館

（社)日本臨床衛生検査技師会（社)東京都臨床衛生検査技師会

賛：(社)日本エムイー学会（社)日本放射線機器工業会日本薬科機器協会

（社)日本病院建築協会日本衛生検査所協会（社)日本電子機械工業会

日本医科器械商工団体連合会日本医用機器工業会日本医療用プラスチック協会

（社)日本衛生材料工業連合会日本人工臓器工業協会（財)日本医療食協会

（社)日本健康治療機器工業会日本理学療法器材工業会全国消防機器協会

日本分析機器工業会日本医用光学機器工業会全国社会福祉協議会

（社)全国病院理学療法協会日本歯科商工会日本歯科器械工業協同組合

日本歯科材料工業協同組合日本歯科薬品協議会日本歯科用品輸入協会

日本歯科用品協同組合連合会（社)日本病院寝具協会

（順不同）

式：来賓祝辞（順不同・敬称略）

厚生省健康政策局局長竹中浩治

社団法人日本医師会常任理事森田浩一郎

社団法人日本看護協会会長大森文子

側)医療機器センター専務理事山本宣正

フー

会

会

主

後

脇

会開
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主催者挨拶

社団法人日本病院会会長

出品社代表挨拶

ナガイ株式会社代表取締役社長

テープカット：厚生省健康政策局局長

社団法人日本医師会常任理事

社団法人日本看護協会会長

社団法人日本病院会会長

社団法人日本病院会副会長

社団法人曰本経営協会常務理事

ナガイ株式会社代表取締役社長

特別企画事業：２階

諸橋芳夫

登
中
田
森
橋
本
田
登

澤
竹
森
大
諸
竹
矢
澤

辰郎

浩治

浩一郎

文子

芳夫

吉夫

精次

辰郎

テーマ：「心臓疾患、脳外傷における、救命救急"」

モデル展示

展示面積：150平方米

展示内容：心臓疾患、脳外傷等による救急患者の救命救急に必要な病院の設備、検

査、処置、手術、ＩＣＵ、ＣＣＵ等の機器の組合せ。

２１世紀を予見した救命救急の在り方を考える。

３階

テ－マ：「ホームケアの実際」

展示面積：1,000平方米

展示内容：家庭における療養看護の実際

衣・食・住とリハビリテーション関連機器、器材の応用（衣服の工夫、

食生活に必要な道具、寝具と睡眠、入浴）（排泄、清潔、清掃、臭気対

策から歩行移動のリハビリまで）

実演と相談：本コーナーに展示される各種の機器、器材、製品については、企業側の

用意した説明員の他、昨年同様に日本看護協会、東京都理学療法士会に

よる実際の家庭介護、各種器材の利用、使用についての実演、相談コー

ナーを設置した。具体的な使い方や注意等、個々のケースの必要に応じ

て現在第一線で活躍している看護婦、理学療法士の方々が質問に答えた。

４階

テ_マ：１．ニューメディアの医療への利用を考える。

－１３５－



２．人工知能（ＡＩ）は将来の医療を変えるか？

３．コンピュータと医療事務システムの相性？

展示面積：200平方米

展示内容：情報関係各社による新しいメディア、人工知能の応用についてのいろい

ろな提案、ソフトウェアのデモンストレーション。

コンピュータを利用した医療実務処理の問題点を探る。

（協力：日本病院会病院情報センター（財)医療情報システム開発センタ

－医事コンピュータ協議会日本電信電話㈱

Ｉ病院ＴＱＣ、ＱＣを考える特別集会

①庶務人事・労務研究会

②ホスピタルショウ研修研究会

③放射線研究会

④病院情報センターセミナー

Ⅱ特別研究会

①医事研究会

②用度研究会

③会計経理研究会

④看護管理研究会

⑤薬事管理研究会

⑥栄養管理・調理研究会

⑦職場リーダー研究会

Ⅲセミナー・シンポジウム

①臨床検査シンポジウム

②リハビリテーション・シンポジウム

③ＭＥ機器セミナー

④医療紛争防止セミナー

その他各社）

特別研究会：

セミナー等

－１３６－



1．展示規模

181社／7,700㎡過去最大規模で開催

海外からスウェーデン大使館が出展

来場者数

総入場者数は37,070名（昨年度34,450名）

前年比８％増

2．

40,000名

35,000名

30,000名

25,000名

20,000名

１５，０００名

10,000名

0名
1社）

ｒ１

Ｌ」

4,450名
′１反ＯｆＩ

う.ｂ６０￥

５，７７０名
（９０粁

)0毛
[８枡

'8２’8３’8４’８５’8６

８８６０

※詳細については、来場者分析をご参照ください。

※団体見学（医療専門学校）３５校2,781名（昨年35校2,582名）

－１３７－

，

8６ 181社／7,700㎡（展示面積2,500㎡） 輸入品展示16社

，

8５ 159社／7,700㎡（展示面積2,500㎡） 輸入品展示２１社

，

8４ 154社／７，７００㎡（展示面積2,500㎡） 輸入品展示10社

，

8４（第11回） '8５（第12回） '8６（第13回）

第１回 ６月１５日(金） 8，３５０ ６月１４日(金） １１，９２０ ６月１３日(金） 1４，７９０

第２回 ６月１６日(±） 1０，９４０ ６月１５日出 1３，６７０ ６月１４日出 1３，５６０

第３回 ６月１７日(日） 7,270 ６月１６日(日） 8,860 ６月１５日(日） 8,720

合計 2６，５６０ 合計 34,450 合計 3７，０７０



3．来場者動員対策とパブリシティ活動

’86国際モダンホスピタルショウの規模・特色新製品、特別企画事業の内容紹介

また、会場への報道関係者動員など積極的なパブリシティ活動を展開した。

（１）ポスターの配布

全国の病院および出品社・協賛団体へ2,000部配布

（２）特別招待状の配布

2,000部配布（内１８１部は出品社配布）

（３）招待状の配布

300,000通を出品社・協賛団体および関東地区の医師に送付した。

（４）駅貼りポスター

ポスター掲示地下鉄有楽町線の12駅に掲示

掲示期間６月１１日(zk)～６月15日(日)の５日間

（５）テレビ

(6)開催記者発表会

事務局では、下記のとおり記者発表会を行なった。

－１３８－

放送局 番組名 放送日時

日本テレビ ＮＴＶ二 ユ －ス ６月１３日閏ＡＭ１１：４０～

テレビ朝日 二 ユ －スライナー ″ ＡＭ１１：４０～

テレビ東京 二 二Ｌ －スＴｏｄaｙ
〃 ＰＭ５：３０～

ＴＢＳ フー レビ ﾌ戸 レポート６ ″ ＰＭ６：００～

ＮＨＫ教育テレビ シルバーシート在宅看護① ７月５日出ＡＭ８
■

■ 3０ ～

″ " ７月１０日嗣ＰＭ５：３０～

″ シルバーシート在宅看護② ７月１２日(士)ＡＭ８：３０～

" ″ ７月１７日(木)ＰＭ５：３０～

日時 場所 内容

60年10月３０日（zk） ダイヤモンドホテル (専門紙）

61年５月１３日（火） 大手町サンケイ会館 (専門紙）



第２２，８６へルス展

'８６ヘルス展

昭和61年11月１８日(火)～20日（木）

五反田ＴＯＣグランドホールＥホール

社団法人日本病院会社団法人日本経営協会

厚生省、労働省、農林水産省

杣日本医師会、杣日本栄養士会、財保健会館

財日本リクリエーション協会、細日本健康治療機器工業会

財医療情報システム開発センター、(ｉｄｊ生命保険協会

(財)体力づくり指導協会、(財)健康・体力づくり事業財団

財東京都予防医学協会、(FIZh学校福祉協会、中央労働災害防止協会

６６０㎡

２６６㎡（34社３６小間）

３４社

11月１８日㈹午前10時より正面人口においてテープカットによる開会式を行った。

（順不同・敬称略）

河野稔杣日本病院会副会長

須藤祐司杣日本病院会代議員（嬉泉病院院長）

大河内正陽杣日本経営協会理事長

１８日(火）1,246名

１９日(水）870名

２０日(木）１，５１２名

名
会
会
主
後
協

●
●
●
●
●
●

１
２
３
４
５
６

称
期
場
催
援
賛

会場面積

７
８
９

展示面積

出品社数

１０開会式お
よびテー
プ･カット

入場者数

合計３，６２８名

(1)栄養・食事に関するライフステージコーナー

栄養・食事に関して「誕生・幼年期」「少年期」「青年期」「実年期」「老年

期」のライフステージ関連製品を展示

聖路加国際病院・杣日本栄養士会・キューピー㈱・新生実業㈱・㈱マルダイ

フーマヘルスインフォメーションサービス・ビジョン㈱・㈱マルシンフーズ

明治乳業㈱・㈱日本食品生産技術研究所・中外製薬㈱・和光堂㈱・森永乳業㈱

(2)体力測定栄養相談コーナー

コンピュータにより体力測定をし、それについての運動処方・栄養指導を実施

12．特別企画

協力
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１１月１８日(火）

１９日(水）

２０日(木）

人
人
人

３
１
０

４
５
５

栄養相談

合計 143人

１１月１８日(火）

１９日(水）

２０日(木）

人
人
人

９
８
８

７
５
４

体力測定

合計 185人

聖路加国際病院・北品川総合病院・㈱へルスプログラミング‘

光電メディカル東京

３日間合計185名

(3)公開講演会

①１８日（火）１４:30～１６:3O

小野清子氏（参議院議員）

テーマ「健康とスポーツ」

参加者120名

②１９日（水）１４:00～１５:３０

関寛氏（後楽園スポーツ運動生理部長）

テーマ「運動不足はなぜこわい」

参加者８０名

③２０日（木）１４:００～１５:３０

桂戴作氏（日本大学医学部内科第一教授）

テーマ「職場における心とからだの健康づくり」

参加者100名

朝日生命保険相互会社

ング・後楽園スポーツ協力

13．特別協賛
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第２３曰本病院会政治連盟会務報告

４月26日 幹事会（ダイヤモンドホテル）

同日、曰病理事会で曰病、政連一体化提案される。

役員改選に当り、小野肇理事が全幹事から推せんされる。

諸橋会長とも十分話し合いのうえ決めることとした。

諸橋会長、小野理事懇談、委員長就任決定。

幹事会（ダイヤモンドホテル）

小野委員長から就任挨拶。日病と軌を－にして、文字通り表裏一体として活動することを

再確認。

幹事会の性格を、常任幹事（日病常任理事)、中央幹事（日病理事)、都道府県幹事（曰

病代議員）を骨格として会議、運営を行うことを提案、了承を得る。会則もこれに沿って

改正を行う。

衆議院解散。

同日午後、諸橋会長、小野委員長同道、議員会館などを歴訪、顧問議員団議員を中心に当

選を期して激励に回る。

参議院議員選挙告示７月７日（日）選挙

衆議院議員選挙告示７月７日（日）選挙

公示後、役員は手分けして有力議員の激励訪問を行う。

政治連盟ニュース第６号発行

主な内容①「衆・参同日選挙を迎えて－委員長就任の抱負一」（小野肇）

②「役員構成で会則の一部を変更」

③「重点候補を激励訪問」

④「100候補に推せん状・ポスター」

⑤「投票は『自民党』へお願い－参議院比例区の対応について－」

⑥「地区選挙対策の確立志向を－永続的な組織作りを考える。」

衆院・参院ダブル選挙

当連盟推せん候補者ことごとく当選。

自民党圧倒的多数を獲得。

自民党組織委員会、予算問題。諸橋会長出席、日病の要望提示。

臨時国会開会。

国会、厚生省当局に、診療報酬、老人保健法、税制問題等陳情（諸橋、小野、有澤、北村）

５月８日

５月24日

６月２日

６月18日

６月21日

６月２８日

７月７日

８月７日

９月１１日

－１４１－



顧問議員湯川宏氏逝去（大阪１区、当選５回）

顧問議員団朝食会午前８時30分～（自民党本部）

診療報酬の改定、税制問題などを懇談（諸橋、小野、有澤、竹本、大道、西能）

幹部会、当面の諸問題への対応について（小野、有澤、大道、西能）

政治連盟ニュース第７号発行

主な内容①「質のよい医療を維持するために」（小野肇）

②日本病院会顧問議員団一覧（６Ｌ１０．１現在）

③「重要問題を整理、検討へ」

-10月１日、顧問議員団と朝食会一

④「診療報酬改訂・税制改正および老人保健施設に関する要望書」

⑤「社保診療の非課税支援約束」

－９月１１日、顧問議員など36氏訪問一

正副委員長会、検討課題等協議（小野、有澤、大道、西能）

故吉村仁事務次官葬（青山葬儀所）

諸橋会長参列焼香

自民党社会部会午前８時30分～（自民党本部）

党として医療関係団体の要望をヒヤリング

＜税制、付価価値税等＞

（諸橋会長出席、病院団体を代表して説明、要望書提出）

アンケート協力のお願い発信

顧問議員住栄作氏逝去（富山１区、当選６回）

税制関係、顧問議員に歳末挨拶回り

戸井田三郎、林義郎、稲垣実男、浜田卓二郎４氏（諸橋会長）

自民党社会部会（自民党本部）

62年度予算につき医療関係団体の要望受付（諸橋会長出席、説明）

政治連盟ニュース第８号発行

主な内容①「社保診療の非課税措置存続決まる、売上税の非課税要望も－Ｊ

１２月24日、諸橋会長が主要議員を訪問

②昭和62年度税制改正の概要（厚生省関係）

③昭和62年度税制改正の概要（医療関係）

④「62年度予算で自民党が最終要望聴取」

-12月26日、社会部会・国民生活局が主宰一

⑤昭和62年度予算に対する要望

９月26日

10月１日

１０月２１日

11月１日

11月１１日

11月17日

12月５日

12月17日

12月20日

12月24日

12月26日

12月26日

売上税の非課税要望も一応の成果」

－１４２－



62年

１月14日厚生省、国民医療総合対策本部設置

（国民医療費適正化総合推進本部、昭和57年設置を解消）

医療費対策、医療推進の検討等

１月28日日病指定の人間ドック、自動化健診への売上税非課税措置の要望

（諸橋会長、厚生省健康政策局長に要望書提出、説明）

健康保険法下での健保連（健保組合）の事業の委託業務として非課税を要望。

２月27日幹事会（ダイヤモンドホテル）

会務報告、アンケート報告、６１年度収支報告の承認（選管届出分)、６２年度活動方針、同

収支予算等審議。

アンケート集計結果は県政連設置地区は３件であり、今後の進展を図るうえで会員の意識

を高める必要がある。６２年度においては活動方針を日本病院会顧問議員団との一層緊密な

連携のもとに展開することとし、さし当って４月の地方統一選挙にこれら議員の選挙基盤

を確立するよう全国の会員に協力を依頼することになった。

３月28日日病の代議員会、総会終了後、小野委員長から連盟の状況を説明、統一地方選への取組み

を要請した。

－１４３－



自由民主党全E)岨徽委員会

垂 員 長 瓦 力 賢

剛 妻 員 長 嶋 垣 東 男 敵

ED民生活局長

政蕎 ZI査 会 戸井田 三 飾 離

社会 渉会 長

暗和61年8月6日

社団法人 日 本 病 屍 会

会 長 薄 儀 芳 夫

1
74
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･
･

税 制 仁二関 す る 要 望

医療兼は､業務の婁本的性格から高い公共性を要求されており､また､われ

われ医療従事毒もこれを自覚し､その社会的使命の達成に申力しております｡

医療の原点とも言うべき救急医療または持雷医療に粥しても､これに積極的

に取組みその責務を果しているのは､民間医療機内であります｡

しかしながら､税制面におきましては､･一般産業と比較して､その公共的鯛

面に対する配虞がほとんどされてなく､また公的医環機中と比較しても､その

兼務の同質性からみて著しく均衡に欠けるものがあります｡

医療業の公益的鯛面に見合った税軌の轍立のため､別紙のとおり昭和62年

度の税制改正青空事項の実現について格別のこ配JIの守要望申し上げます｡

昭 手口 6 2 年 度 税 制 改 正 要 望 事 屯1

1 . 事 業 税 関 係

1.医漂穐園に対する事業税の特例措置､即ち

(1)医凍法人に対する事業税の軽減措置

‡ (地方税法弟72集の22)
I

I 2̀)社会保継 糾 酬にかかる事業税の非粥 措遭
J (同法第72条の14及び第72条の17)

を現行どおり存攻きれたい｡

(種 由)

従来から医療幾何に対する事業税の見なおし論議がありますが

(1)公的医凍牧園に比較し､税負担という差別を余儀なくされている私的

医康横河に､更に税負担の加重を強いることは､鍾宮の悪化を招き､医

凍事業の健全性を損ねることは明らかである｡

(2)社会保険制度の制限診寮の特質や､診凍報酬支払基金の性格からみて

これに事兼税を課することは妥当でない｡

(3)収支の悪化から経営危機が叫ばれている私的医寮也河の実情無視は､

その存在否定にもつrd'がり医簾の混乱が思念きれる｡

;≡ . 所 得 税 ､ 法 人 税 β司係

1.非常卦医師の給与所得源泉徴dV税額は所得税法第204条の適用を

可能にすること｡

(所得税法弟204粂第1申)

事
2
4
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(理由）

病院の施設基準は患者等の収容に適応した環境条件を要求している。老

朽化した設備については、耐用年数未漬でも改善命令による更新が義務づ

けられ、国際登録ホテル等と比較しても、その耐用年数はより短繍される

べきである。

建物鉄筋コンクリート造３６年、建物附帯設備１２年等登録ホテル案等の

耐用年数と同等以下の年数に短縮されたい。

(理由）

現在は、乙祖適用による高度の累進税率適用になっているため、病院の

負担は極めて高いものとなっている。必要な法令通連の改正により、報酬

または料金の１０％税率適用を可能にするか、少なくとも当面給与の支給

捨額が多い方を主たる給与とするよう取り計られたい。

（所得税法第１８５条）

２．剰余金の国当の禁止と業務範囲が制限されている医療法人について

医療の非営利性を考恵して公益法人並の法人税率を適用すること。

（法人税法第６６条第３項）

また、特定の医療法人は非課税法人とされたい。（措置法６７条）

４．中小企業新技術体化投安促進税制（メカトロ減税）の対象機遇の範

囲を拡大されたい。

(理由）

中小企業新技術体化投資促進税制(メカトロ減税)の対象機器の範囲を拡

大し、医療設備の近代化とその整備充実の促進をはかられるよう要望する。

」
一
ｍ

(理由）

（１）医療法人は、その法人組織、運営のすべてに豆り、民法第３４条の公

益法人のそれを準用している。しかも、剰余金の国当禁止と業務上附帯

業務についての制限等があり、医療事業の公益的性格と併せて、協同組

合等と比較し、その位置づけに即応した同率の２６％の税率を適用され

たい。

（２）また特定の医療法人は、その組織運営及び最終財産の帰属が、社会福

祉法人または厚生連医療機関と同一の条件にある以上、税制上も同等な

非課税法人とされたい。

５．病院、診療所等医療機関の耐火構造を有する建物、構築物及び防災

施設に対する割増償却制度を設けること。特に防災施設については、

大幅の割増償却制度を設けること。

(理由）

（１）火災による災害の多発から、消防・防災査察は一段と強化され、殊に

人体の安全、保護を至上命令とする医療施設については、蓮葉基準法及

び医療法に規定する安全砿係のための諸設備の実施、履行の倣底が期せ

られていろ。

（２）規定される諸設備の完全実施はもとより制度の連旨を生かし、耐火及

び防災施設の改善、促進をはかるためにも、特例措置が必要である。

夷院用建物および建物附帯鼓ダ

野面



（３）耐火室築物等、耐火及び防災施設を取得し、事業の用に供した場合は

以後５年以内の日を含む事業年度については、普通償却限度の１００％

の割増償却を認めること。（昭和４９年３月３１日限り廃止された措置

法４８条の耐火建築物の割増償却の復活）

＝‐才目爵売Ｂヨイ系

(理由）

（１）現在、公的医療撹関の経営する病院、診療所において直接その用に供

する固定資産税または不動産については、固定資産税または不動産取得

税は非課税となっており、また、特定医療法人についても、その設置す

る医療関係者の養成所において、直接教育の用に供する固定資産または

不動産については、固定資産税または不動産取得税は非課税とされてい

る。（地方税法第７３条の４第１項３号及び同法第３４８条第２項9号）

（２）殊に、特定医療法人は、特に強い公益性を義務づけられた医療法人で

あり、その要件からみて、公的医療機関と何等変わることのない取り扱

いをされてしかるべきである。

（３）税制上協同組合等に位置づけられている特定医療法人においては、協

同組合経営の病院・診療所の不動産取得税及び固定資産税は非課税とな

っておりますので、これと同様の措置をとられるよう要望する。（地方

税法第７３条の４第１項８及び同法第３４８条第２項１１号の３）

４）その他の医療法人についても、社会保険診療機関及び救急医療機関の

整備にからめて、全国一律に軽減措置を適用されますよう要望する。

１．医療法人出資持分に対する評価について､､次のとおり改め、評価の

適正化をはかられたい。

（１）比準すべき類似業種区分を、現行の「Nql25その他の産業」を改

め、新たに医療法人の区分を設けること。

（２）又は、出資持分の評iHiを、出資額面価額とすること。

(理由）

（１）現在、医療法人の出資持分の評価は純資産価額方式に加え、事業承継

税制の改正に伴い、比準すべき類似業種としてrNql25その他の産業」

の算式を適用し、算出することとなった。しかしながら、比準すべき類

似業種株価はその後急上昇し、昭和５７年に比し昭和６０年には１．８

倍に達し、不合理なものとなっている。

（２）本来、類似業種株価は市場性を前提として形成されているが、医療法

人の出資持分は、その性格上公益性と配当禁止を前提としているため類

似業種と比準することは、著しく実情に反するものである。

］
Ｐ
①

～＿直I冠三五雪÷雇菫禾免、＞志蟄Dbj菫苣EDz才尋禾免眉訂ｲ系

1．医療法人が経営する病院、診療所及び看護学校等パラメディカル菱

Ｉ成施設において、直接その用に供する固定資産または不動産について｜

Ｉ固定資産税または不動産取得税を非課税とされたい。



診療■■と藁■基準の改定推移

(％）

］
』
「

公共料金の推移（昭和５５年を１００として）

(％）

(柱）総務庁統計局「消費者狗因指数」による

摘要

診療報■

引上卒 55年=100

藁■改定

訂両|蕊｡００

藁価医療費ペース

引下＊ 55年ご10０

５５年 100 100 100

５６年６月

５８年２月

５９年３月

６０年３月

６１年４月

8.1

0.3

2.8

3.3

2.3

108..1

108.4

111.4

115.1

117.7

△18.6

△４．９

△１６．６

△６．０

△５．１

△１８．６

△22.6

△35.4

△39.3

△42.4

△６．１

△１．５

△５．１

△１．９

△１．５

△６．１

△７．５

△12.2

△13.9

△15.2

摘要 ボブ日 ガス 電気 国鉄 バス 平均

５５年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

５６年

５７年

５８年

５９年

６０年

61年６月

110.1

125.9

129.3

137.0

142.2

145.3

109.5

110.0

110.2

110.2

110.3

102.3

108.5

109.0

109.0

109.0

109.0

99.6

108.1

116.1

118.7

125.0

131.7

132.9

109.0

120.6

126.6

132.6

140.5

145.5

109.0

116.3

118.8

122.8

1267

125.1



昭和６１年８月３０日

２．着渡料の亘点評■

（１）基本宕竃料および甚申看竃洩虹の引き上げ（■■医療としての

病院人件史の迅大を占めるのは宕五■である）．

（２）より高い宕褒密度が要求される－■の病柱についてはＺ:ｌの

ぎ嚢基準（特３類〉を百盃すること．

（３）５:3:2㈹:４:2)の比率の他に病度によっては２:〕:5の比率の基準

看衷を新設すること．

箇会猛慶射鞭囲日弓文言丁乙二一つし、－てＣＤ要三三

社団法人日本笏院会

会長麓技芳夫

社会保険診療報困は、昭和５６年以来今日迄５回改訂（計17.7％アッ

プ）されたが、同時に行われた薬価基準の引き下げ（計42.4％、医療貝
換算15.2％）により実質値上げは２．５％に過ぎない．

一方この間、物価・人件頁は２０数％も高伍している．事実．水道・
ガス・近気・国鉄・バス等の公共料金は、この■平均25.1％の上昇を

示している．尚、政府は各種恩給の引き上げ方式につし､ては、ペア隼抱
を改めて．消費者物伍スライド制の導入を因るという．

今回人本院は、国家公溢且の総与を４月１日にさかのぼって２．３１％

引き上げるよう勧告した．定期昇蛤を含めると４％台に達する見込みで
ある．哉近の中央社会保険医療毎議会の発表によれば、昭和５９年

１１月の医療経済実態副査で、病院は通散で1.8％の赤字遷営である．

また．公的一般病院（265)の移動年計による医菜収支は本年４月の

頂査では、甲表100.6．乙表１０１．５となっている．即ち．苗助金のある

無税の公的病院が今年４月医療気改訂後も0.6％～1.5％の赤字経営を

示すものである．ましてや補助金もなく税金を支払い、良安な医療を

提供する民間病院の軽営は、一Ｅ苦しいものがある．

一方、国民生活水準の向上により国民のよりよき医療サービスへの

要望に応えるためには、病院としても拡大再生産が必要である．

以上のことより、良反な医療が国民に提供でき病院経営基墾の健全化

が因られるよう次の事項について格段のご配慮の上、医疲費改訂を行

われますよう願い上げます．

３．外来■円の遺正評■

－－外来看護料の新設一

病院は医療法にもとづき、各科園に患者３０人に１人の看護毎を配置

することとなっているので外来看護料を盃詮すること．

４．入屍室料等の適正評■

（１）国民の生活水準の向上に見合った入院室料（辺在国民宿会の

半分以下）の評伍をすること．

（２）差額病室を希望する尼老が増麺する傾向にあるので、痕院ごと

の差額病床（■室又は２人床）数の鯛辰を狂和すること．

（３）華車による寝具穀■却算点盆を引き上げること．

（４）給食料．基準給食料,特別食，医療用食品等の、打点数を引き

上げること．

（５）基準給食における特別全力ＭＨの枠を拡大すること。

〕
』
の

５．退碇及び在宅医療の促進

（１）退院時指導料．退院侍医域看護・指導料の引き上げ．

（２）訪圏看衷料の適用範囲の拡大及び点数の引き上げ．

６．調剤関係の適正評■

（１）裏剤扇の技竃料を団盛にすること．

（２）入院時萎歴管理料の新設．

（３）詞葡技市基本料およびヨ剣料の適正許伍（保険調剤薬局の料金

との均衡）．

記

１．医囲技術料の引き上げ

（１）初診料，再診料の引き上げ．休日、夜間、其の引き上げ．

（２）入院時医学甘理料の引き上げ．

（３）手衡料の引き上げ．休日、夜間如算の引き上げ．

（４）各種指導管理料の引き上げ。

（５）放射笠裁療斜およびレントゲン診断料の遼正評価．

７．麹合宿院における診療科別の初診料、再診料の算定につし､て

■合病院は、特別な基準により知事の承認を得て運営されるもの

で、これが取り援いを廃止されれば、運営に重大な支陣をきたす

こととなるので．各科別診療の算定を引き抗き存統させること．



昭和６１年９月８日 （４）各種指導管理料の引き上げ，

（５）放射線治療科およびレントゲン診断科の適正評伝。

言全繍ぞ幸ｆＩＥＵＨＣ二一つし、－てα〕要室菖旦 ２．看護料の重点評伍

基本看護科および基準看護加算の引き上げ（組織医療としての病院人件費の

最大を占めるのは看護姪である）．

社団法人日本病院会

会長諸檎芳夫 ３．重症者看護および室科の特別加算の遭正評伝

重症者の収容については特別の重装備の室と多数の熟練した看護録の看護を必

要ヒナろので、点数のアップと室を固定９ないでその許可室数の基準緩和を図る
こと社会保険診療報酬は昭和56年以来今日までう回改定（計17.7Nアソプ）された

が、同時に行ｊＭた藁価基準の引き下ｌｆ（計42.4％医療費換算lﾗ.2%）に窕質値

上げは2.5%に過ぎない，

一方この間、物価・人件費は20数Ｒ６高膝している．事実．水道・ガス・電気・

国鉄・バス等の公共料金はこの間平均25.1％の上昇を示している〃なお、政府

は各種恩給の引き上げ方式についてはペア準拠を改めて．消費者物価スライド

制の導入を図ろという。

今回人事院は国家公務員の恰与を４月１日にさかのぼって2.31%引き上げ.更に

週休２日制を強力に推進するよう勧告した，定期昇給を含めると4%台に達する見
込みである．最近の中央社会保険医療橿議会の発表によれば、昭和59年11月の医
療経済実歴調査で、病院は縫数で1.8%の赤字経営である。

また、公的一般病院〈256）の移動年計による医業収支は本年４月の調査では、

甲表100.6.乙表101.5となっている．即ち、補助金のある無税の公的病院が今年

４月医療費改訂後も0.6%～1.5%の赤字経営を示すものである、ましてや補助金もな

く税金を支払い．良質な医療を提供する民間病院の経営は、一■苦しいものがあ
る。

加えて週休２日制を強化すれば、病院はそれだけ職員の増を図らなくてはなら
ない．

一方、国民生活水準の向上により国民のよりよき医療サービスへの要望に庵え

るためには．病院としても拡大再生産が必要である。

以上のことにより、良質な医療が国民に提供ができ病院経営基墾の健全化が図
られるよう次の事項について格段のご配慮の上、医療費改訂を行われますよう願

い上げます‘

４．入院室科の遭正評価

（１）国民の生活水準９)向上に見合った入院室科（現在国民宿舎の半分以下）の

適正評価をすること。

（２）差額病室を希望する患者が増加する傾向にあるので、病院ごとの差額病床

（個室または２人床）数の制限を緩和すること

（３）基準による寝具設備加算点数を引き上げること，

（４）給食料、基準給食料、特別食、医療用食品等との加算点数を引き上げるこ

と．

（５）基準給食における特別食加算の枠を拡大すること。

］
』
①

5．退院および在宅医療の促進

（１）退院時指導料、退院継続看護・指導料の引き上げ。

（２）訪問看護科の適用範囲の拡大および点数の引き上げ．

６．調剤関係の五正評伝

（１）薬剤師の技術科を明確にすること．

（２）入院時案暦管理料の新設．

（３）調剤技術基本料および調剤料の適正評価（保険調剤薬局の料金との均衡）

７．総合病院における診療科別の初診料、再診料の算定および請求明細谷の提出

について

総合病院は、その診療科目に内科、外科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科を有し、

病床数100以上．化学、細菌および病理の検査室、病理解剖室、研究室、図書室、

講義室、患者輸送車をもつことなど特別な基準により知事の承認を得て運営され

るもので、これが取扱を廃止されれば、運営に重大な支障をきたすこととなるの

で、各科別診療の算定および請求を引き続き存続させること。

記

1．医師技術料の引き上げ

（１）初診料、再診料の引き上げ．休日、夜間加算の引き上げ．

（２）入院時医学管理科の引き上げ。

（３）手術料の引き上げ．休日、夜間加算の引き上Ｉデ



診療１９日Wと薬伍基ﾖgの改定推移
(％）

薬価医療ヌペース

］
、
○

公共料金の推移（昭和５５年を１００として）
(96）

(注）総務庁統計局「消費者物価指数」による

摘要

診療祖酬

引上率 55年二100

薬価改定

引下率 55年二100

薬価医療天ペース

引下率 55年=1００

５５年 100 100 100

５６年６月

５８年２月

５９年３月

６０年３月

６１年４月

8.1

0.3

2.8

3.3

2.3

108.1

108.4

111.4

115.1

117.7

△18.6

△4.0

△16.6

△６．０

△５．１

△18.6

△22.6

△35.4

△３９．３

△42.4

△６．１

△1.5

△５．１

△１．０

△１．５

△６．１

△７．５

△12.2

△13.9

△15.2

摘要 水道 ガス 電気 国鉄 バス 平均

５５年 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1〔１０．０

５６年

５７年

５８年

５９年

６０年

６１年６月

110.1

125.0

】20.１

137.0

1`12.2

145.3.

100.5

110.0

110.2

110.2

１１０．３

102.3

108.5

109.0

109.Ⅱ

100.0

1｢１０．０

９９．６

1岨】

116.1

118.7

125.0

131.7

132.9

100.0

120.6

126.6

2.6

140.5

145.5

100.0

116.3

118.8

122.8

126.7

125.1



昭和６１年９月８日

１.非常勤医師の給与所得源泉徴収税額は所得税法第２０４条の

適用を可能にすること。

（所得税法第２０４条第１項）禾兇Ｈ５ｑｌＯ二厨。‐する寡冨三臣

(理由）

現在は、乙旧遭用による高度の累進税率遭用になっているた

め、病院の負担は極めて高いものとなっている。必要な法令通

達の改正により、報醜または料金の１０％税率適用を可能にする

か、少なくとも当面給与の支給総額が多い方を主たる給与とす

るよう取り計られたい．

（所得税法第１８５．条）

社団法人日本病院会

会長諸楢芳夫

医療界は、藁務の基本的性格から高い公共性を要請されており、

また、われわれ医療従事者もこれを自立し、その社会的使命の達成

に努力しております．

医療の原点とも言うべき救急医療または措置医療に関しても、こ

れに積極的に取り組みその責務を果しているのは、民間医療橿関で

あります。

しかしながら、税制面におきましては、一仮企業と比較しても、

その粟務の同質性からみて著しく均衡に欠けるものがあります。

医療業の公益的圃面に見合った税制の確立のため、別紙のとおり

昭和６２年度の税制改正要望事項の実現について格別のご高配のほ

ど要望申し上げます．

２．剰余金の配当の禁止と業務範囲が制限されている医療法人に

ついて医療の非営利性を考慮して公益法人並の法人税率を適用

すること．

（法人税法第６６条第３項）

また、特定の医療法人は非課税法人とされたい．

（措置法６７条）

（理由）

①医療法人は．その法人組患．運営のすべてに豆り．民法第３４

条の公益法人のそれを準用している．しかも、剰余金の配当禁

止と棄務上附帯業務についての制限があり、医療事業の公益的

性格と併せて、協同組合等と比較し、その位置づけに即応した

同率の２６％の税率を■用されたい．

②また特定の医療法人は、その組織運営及び最終財産の帰属が、

社会福祉法人または厚生連医療機関と同一の条件にある以上、

税法上も同等な非課税法人とされたい．

￣

Ｃｊ－１
￣

1．事藁税関係

1．医療侭関に対する事業税の特例措丘、即ち

①医療法人に対する事粟税の軽減措置

（地方税法第７２条の２２）

②社会保険診療漁醗にかかる事粟税の非課税措置

（同法第７２条の１４及び第７２条の１７）

を現行どおり存続されたい． ３．病院用建物および建物附帯設備について、法定耐用年数を短

縮すること．

（耐年省令別表第１）（理由）

従来から医療椴関に対する事業税の見をおし論議がありますが

①公的医療機関に比較し、税負担という差別を余儀なくされて

いる私的医療概関に、更に税負担の加重を強いることは、経営

の悪化を招き、医療事案の健全性を損ねるかとは明らかである．

（理由）

病院の施設基準は患者等の収容に適応した環境条件を要求し

ている。老朽化した設伯については、耐用年数未満でも改善命

令による更新が義務づけられ、国際登録ホテル等と比較しても、

その耐用年数はより電縞されるべきである．

建物鉄筋コンクリート造３６年、建物附帯設備１２年等登録ホ

テル案等の耐用年数と同等以下の年数に短植されたい．

②社会保険制度の制限診療の特質や、診療綴醗支払い基金の性

格からみてこれに事案税を課することは妥当でない．

③収支の悪化から経営危機が叫ばれている泓的医療祖関の実情

無視は、その存在否定にもつながり医療の混乱が懸念される．

４．中小企業新技術体化投資促進税制（メカトロ減税）の対象撫

器の範囲を拡大されたい．

２．所得税、法人税関係



(理由）

中小企藁新技甫体化投資促進税舸（メカトロ減税）の対象機

器の範囲を拡大し、医療設伯の近代化とその整伍充実の促進を

はかられるよう要望する

４．固定資産税、不動産取得税関係

1．医療法人が経営する病院、診療所及び看護学校等パラメディ

カル養成施設において、直接その用に供する固定資産または不

助産について固定安産税または不動産取得税を非課税とされた

い．

５．病院、診療所等医療侭関の酎火柄造を有する建物、建築物及

び防火施設にINIする割増個却制度を設けること｡特に防災`施設

については、大稿の割増償却制度を設けること．

（理由〉

①現在、公的医療機関の経営する病院、診療所において直接そ

の用に供する固定資産または不動産については固定資産税ま

たは不動産取得税は非課税とを７ており、また特定医療法人
についても、その設置する医療関係者の養成所において、直接

教育の用に供する固定資産または不動産については．固定資産

税または不動産取得税は非課税とされている。（地方税法第７

３条の４第１項３号及び同法３４８条第２項９号）

②殊に､特定医療法人は、特に強い公益性を義移づけられた医

療法人であり、その要件からみて、公的医療機関と何等変わる

ことのない取扱をされてしかるべきである．

③税制上協同組合等に位置づけられている特定医療法人におい

ては、協同組合経営の病院・診療所の不動産取得税及び固定資

産税は非課税となっておりますので、これと同役の措匝をとら

れるよう要望する。（地方税法第７３条の４第１項８及び同法

第３４８条第２項１１号の３）

④その他の医療法人についても、社会保険診療概関及び救急医

襲機関の塾Ｎｉにからめて、全国一率に軽減措置を造用されます

よう要望する．

（理由〉

①火災による災害の多発から、消防・防災査察は一段と強化さ

れ、殊に人体の安全．保護を至上命令とする医療施設について

は、建築基Hg法及び医療法に規定する安全確保のための諸設備

の実施、Ⅱ行の徹底が期せられている．

②俎定される諸設備の完全実施はもとより．制度の趣旨を生か

し、耐火及び防災施設の改讐．促進をはかるためにも、特例措

匠が必要である‘

③耐火建築物等、耐火及び防災施設を取得し、事業の用に供し

た場合は以後５年以内の日を含む事案年度については、谷通信

却図度の１００％の割増固却を認めること．（昭和４９年３月３１

日限り廃止された措沮法４８条の耐火建築物の割増0Ｍ]の復活）

」
□
図

３．相使覆関係

1．医療法人出資持分に対する評価について、次のとおり改め、

評価の遭正化をはかられたい。

①比準すべき類似藁■区分を＿現行の「lIul25その他の

産案」を改め、新たに医療法人の区分を設けること．

②又は、出資持分の評価を、出資額面価額とすること．

（理由）

①現在、医療法人の出資持分の評価は純資産価額方式に加え、

事業承継税制の改正に伴い、比準すべき類似棄種として「Ｎｑｌ２５

その他の産業」の算式を五用し、耳出することになった．しか

しながら、比準すべき類似業種株価はその後急上昇し、昭和５７

年に比し昭和６０年には１．８倍に達し、不合理なものとなってい

る．

②本来、類似業種株価は市埼性を前提として形成されているが、

医療法人の出資持分は、その性格上公益性と配当禁止を前提と

しているため類似業菰と比準することは、著しく実情に反する

ものである．
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叫
ば
れ
て
い
る
私
的
医
癒
機
関
の
実
情

無
視
は
、
そ
の
存
在
否
定
に
も
つ
な
が
り
医
療
の
混
乱
が
懸
念
さ
れ
る
．

①

四
餌
和
籾
上
ハ
－
十
Ｉ
一
一
仲
十
土
反

創
出
畑
獅
劃
咽
脾
Ｌ
脾
由
凶
Ⅶ
＋
、
７
７
ハ
ッ
語
弊
〆

〈
理
由
〉

■
粟
税
関
係

①
医
療
法
人
に
対
す
る
事
業
税
の
軽
減
措
置

〈
地
方
税
法
第
七
二
条
の
二
一
一
）

②
社
会
保
険
診
療
報
酬
に
か
か
る
事
業
税
の
非
課
税
措
置

の
悪
化
を
招
き

い
る
私
的
医
療
樋
閲
に
、

医
原
機
関
に
対
す
る
事
業
税
の
特
例
措
置

わ
れ

公
的
医
療
槻
関
に
比
較
し
、

（
同
法
第
七
二
条
の
一
四
及
び
第
七

を
現
行
ど
お
り
存
続
さ
れ
た
い
．

年
度
の
税
制
改
正
要
望
事
項
の
実
現
に
つ
い
て
格
別
の
ど
高
配
の
ほ

わ
‐
れ
医
療
従
事
者
も
こ
れ
を
自
覚
し

粟
務
の
基
本
的
性
格
か
ら
高
い
公
共
性
を
要
請
さ
れ
て
お
り

税
制
面
に
お
き
ま
し
て
は

医
霞
事
業
の
健
全
性
を
損
ね
る
か
と
は
明
ら
か
で
あ
る
．

更
に
税
負
担
の
加
重
を
強
い
る
こ
と
は

税
負
担
と
い
う
差
別
を
余
儀
な
く
さ
れ
て

」
、
四

制
可
王

条
の

即
ち

般
企
業
と
比
較
し
て
も
、

そ
の
社
会
的
使
命
の
達
成

七

、￣

民
間
医
療
機
関
で

別
紙
の
と
お
り

経
営

＞

邑



② ① （
理
由
）

（
理
由
）

社
会
福
祉
法
・
人
ま
た
は
厚
生
連
医
巌
機
関
と
同

禁
止
と
業
務
上
附
帯
業
務
に
つ
い
て
の
制
限
が
あ
り

●

す
る
よ
う
取
り
訓
ら
れ
た
い
。

ｒ

連
の
改
正
に
よ
り

的
性
格
と
併
せ
て

ま
た
、

す
る
こ
と
．

税
法
上
も
同
等
な
非
課
税
法
人
と
さ
れ
た
い
．

た
同
率
の

四
条
の
公
益
法
人
の
そ
れ
を
準
用
し
て
い
る
．

ろ
か

所
得
税

縮
す
る
こ
と
。

め

適
用
を
可
能
に
す
る
こ
と
．

班
由
）

令
に
よ
る
更
新
が
義
務
づ
け
ら
れ

つ
い
て
医
原
の
非
営
利
性
を
考
塵
し
て
公
益
法
人
並
の
法
人
税
率
を
適
用

そ
の
耐
用
年
数
は
よ
り
短
縮
さ
《
れ
る
ぺ
き
で
あ
る
．

て
い
る
．

〈
法
人
税
法
第
六
六
条
第

（
措
置
法
六
七
条
）

（
所
得
税
法
第

〈
耐
年
省
令
別
表
第

剰
余
金
の
配
当
の
禁
止
と
業
務
範
囲
が
制
限
さ
れ
て
い
る
医
療
法
人
に

ま
た
特
定
の
医
療
法
人
は

医
療
法
人
は

現
在
は

病
院
用
建
物
お
よ
び
建
物
附
帯
設
備
に
つ
い
て

所
得
税
、
法
第

１

非
常
勤
医
師
の
給
与
所
得
源
泉
徴
収
税
額
は
所
得
税
法
第

病
院
の
施
設
基
準
は
患
者
等
の
収
容
に
適
応
し
た
環
境
条
件
を
要
求
し

病
院
の
負
担
は
極
め
て
高
い
も
の
と
を
っ
て
い
る
．

少
な
く
と
も
当
而
給
与
の
支
給
篭
額
が
多
い
方
を
主
た
る
給
与
と

特
定
の
医
療
法
人
は
非
課
税
法
人
と
き
れ
た
い
、

法
人
税
関
係

老
朽
化
し
た
設
備
に
つ
い
て
は

八
％
の
税
率
を
適
用
さ
れ
た
い
．

乙
欄
適
用
に
よ
る
高
度
の
異
池
税
率
週
用
に
な
っ
て
い
る
た

そ
の
法
人
組
織

八
五
条
）

○
四
条
第

協
同
組
合
尋
と
比
較
し

報
酬
ま
た
は
料
金
の

､ロゴ

項

～グ

項

、￣

そ
の
組
織
運
営
及
び
最
終
財
産
の
帰
属
が

、
』

運
営
の
す
ぺ
て
に
亘
り

国
際
登
録
ホ
テ
ル
等
と
比
較
し
て
も

耐
用
年
数
未
満
で
も
改
善
命

○
％
税
率
適
用
を
可
能
に
す

し
か
も

そ
の
位
冠
づ
け
に
即
応
し

の
条
件
に
あ
る
以
上
、

法
定
耐
用
年
数
を
短

医
療
事
業
の
公
益

必
要
な
法
令
通

剰
余
金
の
配
当

民
法
第

○
四
条
の



､

五③ ② ① 四

（
理
由
）

〈
理
由
〉

、 び
防
火
施
設
に
対
す
る
割
増
償
却
制
度
を
設
け
る
こ
と

中
小
企
業
新
技
術
体
化
投
資
促
進
税
制
〈
メ
カ
ト
ロ
減
税
）
の
対
象
機

器
の
範
朋
を
拡
大
し
、
医
療
設
備
の
近
代
化
と
そ
の
穂
備
充
実
の
促
進
を

は
か
ら
れ
る
よ
う
要
望
す
る
．

耐
火
建
築
物
等
、
耐
火
及
び
防
災
施
設
を
取
得
し
、
事
業
の
用
に
供
し

た
場
合
は
以
後
五
年
以
内
の
日
を
含
む
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
普
通
償

却
限
度
の
一
○
○
％
の
割
増
償
却
を
認
め
る
こ
と
．

〈
昭
和
四
十
九
年
三

月
三
十
一
日
限
り
廃
止
さ
れ
た
措
蔵
法
四
八
条
の
耐
火
建
築
物
の
割
増
償

置
が
必
要
で
あ
る
．

し

に
つ
い
て
は
、

知
の
復
活
〉

火
災
に
よ
る
災
害
の
多
発
か
ら
、
消
防
・
防
災
査
察
は
一
段
と
強
化
さ

れ
、
殊
に
人
体
の
安
全
、
保
護
を
至
上
命
令
と
す
る
医
療
施
設
に
つ
い
て

は
、
建
築
基
準
法
及
び
医
疲
法
に
規
定
す
る
安
全
確
保
の
た
め
の
諸
設
傭

器
・
の
範
囲
を
拡
大
さ
れ
た
い
、

述
物
鉄
筋
．
ン
ク
リ

相
観
税
関
係

医
霞
法
人
出
資
持
分
に
対
す
る
評
価
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
改
め
、

評
価
の
適
正
化
を
は
か
ら
れ
た
い
、

①
比
準
す
べ
き
類
似
業
種
区
分
を
、
現
行
の
「
脳
一
二
五

そ
の
他
の

産
業
」
を
改
め
、
新
た
に
医
療
法
人
の
区
分
を
設
け
る
こ
と
．

②
又
は
、
出
資
持
分
の
評
価
を
、
出
資
額
面
価
額
と
す
る
こ
と
．

の
実
施
、

テ
ル
業
等
の
耐
用
年
数
と
同
等
以
下
の
年
数
に
短
縮
さ
れ
た
い
．

病
院

規
定
さ
れ
る
誹
設
傭
の
完
全
実
施
は
も
と
よ
り

中
小
企
業
新
技
術
体
化
投
資
促
進
税
制
〈
メ
カ
ト
ロ
液
税
）
の
対
象
撤

耐
火
及
び
防
災
施
設
の
改
善

診
療
所
等
医
療
機
関
の
耐
火
構
造
を
有
す
る
建
物

履
行
の
徹
底
が
期
せ
ら
れ
て
い
る
．

大
幅
の
割
増
償
却
制
度
を
設
け
る
こ
と
．

卜
造

六
年」
、
①

促
進
を
は
か
る
た
め
に
も

建
物
附
帯
設
備

制
度
の
趣
旨
を
生
か

特
に
防
災
施
設

年
等
登
録
ホ

建
築
物
及

特
例
措



四
℃

①

②
殊
に
、
特
定
医
観
法
人
は
、
特
に
強
い
公
鑑
性
を
義
務
づ
け
ら
れ
た
医

巌
法
人
で
あ
り
、
そ
の
要
件
か
ら
み
て
、
公
的
医
汝
機
関
と
何
等
変
わ
る

こ
と
の
な
い
取
扱
を
さ
れ
て
し
か
る
べ
き
で
あ
る
．

③
税
制
上
協
同
組
合
等
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
特
定
医
鞭
法
人
に
お
い

て
は
、
協
同
組
合
経
営
の
病
院
・
診
療
所
の
不
動
産
取
得
税
及
び
固
定
資

産
税
は
非
課
税
と
な
っ
て
お
り
ま
す
の
で
、
こ
れ
と
同
傑
の
措
置
を
と
ら

れ
る
よ
う
要
望
す
る
．

〈
地
方
税
法
第
七
三
条
の
四
第
一
項
八
及
び
同
法

第
三
四
八
条
第
一
一
項
一
一
号
の
一
一
一
）

④
そ
の
他
の
医
濠
法
人
に
つ
い
て
も
、
社
会
保
険
診
巌
機
関
及
び
救
急
医

巌
槻
閲
の
整
備
に
か
ら
め
て
、
全
国
一
率
に
軽
減
措
種
を
適
用
さ
れ
ま
す

①②

（
理
由
）

（
理
由
）

た
は
不
動
産
取
得
税
は
非
課
税
と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、
特
定
医
療
法
人

に
つ
い
て
も
、
そ
の
設
五
す
る
医
療
関
係
者
の
養
成
所
に
お
い
て
、
直
接

教
育
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
ま
た
は
不
動
産
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産

動
産
に
つ
い
て
固
定
資
産
税
ま
た
は
不
動
産
取
得
税
を
非
課
税
と
さ
れ
た

⑤

固
定
資
産
税
、

し
て
い

税
ま
た
は
不
動
産
取
得
税
は
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
．

（
地
方
税
法
第
七

三
条
の
四
第
一
項
三
号
及
び
同
法
一
一
一
四
八
条
第
一
一
項
九
号
）

医
療
法
人
が
経
営
す
る
病
院
、
診
療
所
及
び
看
護
学
校
等
パ
ラ
メ
デ
ィ

カ
ル
養
成
施
設
に
お
い
て
．
直
接
そ
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
ま
た
は
不

も
の
で
あ
る
．

①

本
来
、
類
似
業
秘
株
価
は
市
場
性
臺
一
一
一
一
一
《
一
一
前
提
と
し
て
形
成
さ
れ
て
い
－
ア
（
一
一
一
が

医
疲
法
人
の
出
資
持
分
は
、
そ
の
性
格
上
公
益
性
と
配
当
禁
止
を
前
提
と

た
つ
て
い
ろ
。

和
五
七
年
に
比
し
昭
和
六
○
年
に
・
は

し
か
し
な
が
ら

の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
ま
た
は
不
動
産
に
つ
い
て
は

事
業
承
継
税
制
の
攻
正
に
伴
い

い
●

よ
う
要
望
す
る

現
在
、

現
在
、

五

ろ
‐
た
め
類
似
業
種
と
比
鵡
す
る
こ
と
は
、

そ
の
他
の
産
業
」
の
算
式
を
適
用
し

公
的
医
療
槻
側
の
経
営
す
る
綱
院

医
療
法
人
の
出
資
持
分
の
評
価
は
純
資
産
価
額
方
式
に
加
え
、

不
動
産
取
得
税
関
係

比
犯
す
べ
き
類
似
業
稲
株
価
は
そ
の
後
急
上
昇
し

』
、
、

比
掘
す
べ
き
類
似
業
種
と
し
て
「
腕

八
倍
に
連
し

診
療
所
に
お
い
て
直
接
そ

算
出
す
る
こ
と
に
な
っ
た
．

著
し
く
実
情
に
反
す
る

不
合
理
を
も
の
と

固
定
資
産
税
ま

昭
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昭和６１年９月２５日 ３老人保住施設のベット故は．地域医療計面上のG〔存痢床とみなすとある以上．

説■韮申は医療法の担定によるべきである．

病院の力n台、医療法では居室の面積はＺ人室以上では１人につき４．３，２以上

とあり、特別美瑛老人ホームでの８．６ｍＺと差がある．病棟を伝用して老人保健

施設とする租合、面笹をどのように決めるのか．缶用の16台は、当分の間、特０１を

■めるようにして頂きたい．

自由民主党政甜ヨ査会

社会鄙会長戸井田三郎殿

社団法人日本病院全

会長甜伯芳夫

４病院．特別養護老人ホーム、老人保健施設に入院、入所の#0台、国民が夫々の

柾能の区別、特nｋ、自己負担額等を分かり易く理解できて、何れかを選択できる

ようにして頂きたい．又、自己負担金に夫々の施設で差があるのは望ましくない．

云邑ノーモ呆伍重力伍百住Cニヌミナヲーニ翌皀望

人口の高崎《と老人人口及び要医療、要介護老人の急増から、この茂設の必要性は

■めるが、次の点について囲宜されるよう要望します． ５特別芸衷老人ホームでは所得の少ない人が多いが、この人達が入所すると、手統

によりその所在地の住民になり、病気の羽合国民住康保険を使用し、国保財政を

圧迫する．このため他の市町村の人が入所するのを歓迎しなし､傾向がある．老人

病院、老人保健沽団Rでは老人保健鉦を使用できるのでこのようなことばない．特別

芸皮老人ホームでも入月i前の居住地の国保を使用するようにして頂きたい．

一
ｍ
ｍ １老人係■苅設は入院狛凍の必要はないが、在宅療養の困舷な要介護老人を収容し

必要な医療、五度．医学的ﾛﾜ旦下の介襲及び独能餌故等、並びに日常生活サービス

を行うとあり、療養費は老人保位法により支払]E企が支払うとある以上、比RRの

廿理者は原則として医師であること．

Ｇ厚生省は要介設老人に対し将来、老人病院（特例許可病院、特例許可外病院）、

特別養誼老人ホーム、老人保伍施設の三者何れに力を入れて行くのか．又は一本化

するのか、明示されたい．

z厚生省はこの施設を急いで増設し、年間２万床、１５年間で３０万床増を計画

するというが．新設では多額の自用を要することから、医療資■の効率的活用から

いっても、現在病床利用率83.3％の我が国の一■飼床（的110万床）を、一部老人

保健施設に転用することを押し進めるであろう．それならば．その実施に当っては

経済的誘切政策をとるべきである．

具体的には、、h説の経営が成り立つよう遺正な施設洩養史、自己負担金の他、

更■補助金の交付、及び政安、並びに税閣面より臣遇されたい．昭和６２年度の

厚生省予算としてこの整働抵肋金100カ所5,000床２８位２千万円では、昭和

６１年度の特別養護老人ホーム共■補助金、国■打0ＢｉＺ36件6.000人15908円、

民NU祖助９４件4.000人102位円、計330件１万人261位円に比し、余りにも

少なすぎる．

７医療法人、社会福祉法人等が老人保恒施設を行なう羽合の事業税、不動産取得税

等について非浪税指五等を誼ぜられたい、

Ｂこの施設の利用右の自己負担については、病院での負担と同様に、医療気控除の

対並とされたい．

9毛人保伍宕誼会に専門面会を作る羽合は．是非とも病院団体の代表を参加させる

よう配肛されたい．



昭和６１年１０月１日 （４）各種指導管理料の引き上げ，

（５）放射線治療料およびレントゲン診断科の適正評価．

言全聾醸幸授■BHO二一つし、－てクフ冨室三厘 ２．看護科の丘点評■

基本看護料および基準冒護加五の引き上げ（組織医療としての病院人件妄の
殴大を占めるのは看護釦である）．

社団法人日本病院会

会艮諸楢芳夫 ３．亘症者君室および室料の特別加立の五正評■

重症昔の収容については特別の亘装､Iの室と多数の熱核した看護錫の看護を必

要とするので、点数のアヴプと室を固定しないでその許可室数の基qg緩和を固る
こと．社会保険診療報醜は昭和56年以来今日まで５回改定（計17.7%アリア〉された

が、同時に行」〕れた藁価基準の引き下げ（計42.4％医療費lＩＩ算１５．２%）に実質債

上げは2.5%に過ぎない．

一方この間．物伍・人件費は20数％も高騰している．事実、水道・ガス・電気・

国鉄．パス等の公共料金は、この間平均２５．１％の上昇を示している。なお、政府
は各種恩給の引き上げ方式については、ベア準拠を改めて、消費者物価スライド

制の導入を固るという．

今回人事院は、国家公務員の給与を４月１日にさかのぼって2.31%;|き上げ､更に

週休２日制を強力に推進するよう勧告した．定期昇給を含めると4V台に達する見

込みである．最近の中央社会保険医療協議会の発表によれば．昭和59年11月の医

康経済実態調査で、病院は総激で1.8%の赤字経営である．

また、公的－－段病院（2弓いの移動年計による医薬収支は本年４月グ)調査では

甲表1〔10.6.乙表11)1.5となっている．即ち、補助金のある嚢税の公的病院が今年

４月医康費改訂後も0.6%～1.5%の赤字経営を示すものである。ましてや補助金もな

く税金を支払い、良質な医療を提供する民同病院の経営は．‐一層苦しいものがあ

る．

加えて週休２日制を強化すれば、病院はそれだけ厳員の増を図らなくてはなら

ない。

一方、国民生活水準の向上により国民のよりよき医療サービスへの要望に応え

るためには病院としても拡大再生産が必要である．

ｒｌｌミグ)ことにより、良質な医療が圃民に提供ができ病院経営基盤の健全化が図

られＺ’よう次のTi項(二ついて格魔勿ご配慮の上、医療石改訂を1了わ」しますよう顎

い」.汗まず，

４．入院室料の適正評価

〈１）国民の生活水準の向上に見合った入院室科〈現在国民宿舎の半分以下）の

適正評価をすること．

（２）差額病室を希望する患者が増加する傾向にあるので、病院ごとの差額病床
（個室または２人床）数の制限を緩和すること．

（３）基準による寝具設備加算点数を引き上げること．

（４）給食科、基準給食科、特別食、医療用食品等との加算点数を引き上げるこ

と．

（５）基準給食における特別食加算の枠を拡大すること．

」
、
①

５。退院および在宅医療の促進

（１）退院時指導科、退院継続看護・指導科の引き上げ．

（２）訪問看護料の適用範囲の拡大および点数の引き上げ。

６．調剤関係の五正評■

（１）薬剤師の技術科を明確にすること。

（２）入院時藁渥管理料の新設．

（３）調剤技衡基本料および調剤料の適正評価〈保険調剤薬局の料金との均衡）

７総合病院における診療科別の初診料、再診料の耳定および請求明細書の提出

について

縫合病院は、その診療科目に内科．外科一産繰人科．眼科、耳且咽喉科を有し

病床数100以上．化学、細菌および病理の検査室、病理解剖室、研究室、図書室

講義室．患者籍送車をもつことなど特別な基準により知事の承認を得て運営され

&もので．これが取扱を廃止されれば、運営に重大左支障をきたすこととを‘の

で、各科別診療の算定および詞求を引き続き存綾させること。

記

１．医師技術料の引き上げ

（１）初診科、再診料の引き上げ．休日夜間加算の引き上げ。

（２）入院時医学管理料の引き上げ．

（３）手術科の引き上げ‘体El、夜間加算の引き上げ〃



診療報酬と藁価基準の改定推移
(％〉

藁価医療豆ペース

引下率１５５年薑,00
1引下率155年-100

』
①
○

公共料金の推移（昭和弓５年を１００として）
(｡‘）

ｊ閂

エ「】ト

(注）縫務庁編卜局「消費者物値指数」による

摘要

診療報酬

引上事 年二100

藁ｍｉ改定

引下率 年=100

藁価医療受ベース

引下率 年二100

５５年 100 100 100

５６年６月

５８年２月

５０年３月

６０年３月

６】年４１１

8.1

0.3

2.8

3.3

2.3

108.1

108.4

111.4

115.1

117.7

△18.6

△４．０

△16.6

△6.0

〃△白.１

△1A､６

△2２８６

△35.4

△〕9.3

△42.4

△６．１

△Ｌ；

△5.1

△１．９

△、１．５

」△６．１

△７．５

△１２．２

△13.0

△15.2

摘要 水道 ガス 電気 国鉄 バス 平均

５５年 l(１０．０ l[)0.0 10(1.0 100.(Ｉ 100.0 ､０

５６年

５７年

弓Ｒ年

弓ｑ年

６０年

６１年６月

。
⑥

Ｇ
ロ
ロ
巳
Ｃ
へ
叩
。
。
へ
ｆ
，
．
．
｜
、
汕
叩
へ
〃
》
凸
『
巡
回
シ

●
Ｃ
●
⑤
●

凸
●
。
●

ｎ
Ｕ
←
、
〃
、
▽
〒
０
・
わ
】
。
Ｐ
『
〃

０
Ⅱ
■
●
わ
〃
』
『
、
〃
】
。
『
も
。
口
勾
卍
｜
凸
扣
■

１
．
’
．
－
１
１
－
１

已
一

戸
員
』
。
ｎ
町
〉
．
Ｔ
△
勺
占
へ
「
再
、
、
。

、
□
●

弓
●
。
●

、
》
．
（
胆
叩
，
扣
叩
叩
．
〔
Ⅲ
叩
〈
叩
叩
．
①
〃
』

生
血
叩
・
ａ
６
Ｌ
、
Ｑ
Ｉ
Ｌ
Ｓ
８
Ｑ
一
０
■
Ⅱ
。
ｎ
Ｍ
叩

１
．
’
１
１
１
．
！

口一
の
●

●
口
●

●

’

０
１

－
勺
。
．
、
叩

Ｐ
□
■
■
。
。
△
』
叩
〉

▲
■
・
□

●
●

ロ
■

Ⅱ

８
０
。

０
．
ｕ
，

Ｏ
Ｉ

Ｉ
’

’
二
Ⅱ
■
■
。
■
。
●
△
■
■
■
■
Ｐ
甲
⑤
壬
、
皿
▼
◇
・

’

１
１
．

－

１
１
１
１

１

１
Ｊ
９
１
戸
・
Ｉ
ｎ
吋
－
７
１
、
ソ

岨
一
Ｍ
川
服
一
列
狐

１
－
１
１
１
１
．
１

⑰
』

０
》
・
心
ｈ
卜
５
．
５

■
。
●

ｃ
ｃ

●
●
●

（
Ｕ
、
Ⅱ
ｒ
ｎ
①
・
し
佃
ｎ
Ｍ
Ｃ
ｌ
員
〃

ｎ
咄
→
句
夕
と
勺
と
へ
、
・
・
０
冊
．
’
ぬ
。

１
１
．
－
．
－
－
１
Ｉ

午 一
口

へ
Ⅲ
皿
。
（
も
〃
。
⑥
二
⑪
Ｃ
ｎ
ｘ
Ｕ
勺
・
Ｊ
・
６
０
０

●
●

●
。
●
凸
●
』
●

ｎ
屯
フ
Ｐ
〃
偶
い
（
】
叩
ｐ
〃
■
。
〃
由
Ｕ
・
一
ｈ
Ｊ

、
伽
〉
ａ
０
Ｌ
。
Ｂ
Ⅱ
＆
⑪
Ｊ
・
』
｜
へ
ｒ
】
、
先
Ｊ
■

Ｉ
．
’
１
１
１
１

●



昭和６１年１０月１日

’・非常勤医師の給与所得源泉敏収税額は所得税法第２０４条の

適用を可能にすること。

（所得税法第２０４条第１頃）禾兇ｆﾘﾗ110二円ヨーゥーろ寡再三昼

（理由）

現在は、乙■適用による高度の累進税率適用になっているた

め、病院の負担は極めて高いものとなっている．必要な法令通

達の改正により、報酬または料金の】０％税･率迫用を可能にする

か、少なくとも当面給与の支給嵯額が多い方を主たる給与とす

るよう取り計られたい，

（所得税法第１８５条）

社団法人日本病院会

会長講橋芳夫

医康界は、嚢務の基本的性格から高い公共性を要請されており、

典た、われわれ医療従事者もこれを自覚し、その什会的使命の達成

に努力しております。

医療の原点とも言うべき效急医療または措置医療に関しても、こ
れに積極的に奴ワ組みその責務を里しているのは、民間医療機関で

あります“

しかしながら、税制面におきましては、一般企業と比較しても、

その業務の同１１性からみて著しく均衡に欠けるものがあります。

医療案の公益的側面に見合った税制の確立のため、別紙のとおり

昭和６２年度の税制改正要望事項の実現について格別のご高配のほ

ど要望申し上げます．

２．剰余金の麗当の禁止と藁務遼囲が制限されている医療法人に

ついて医疲の非営利性を考慮して公益法人並の法人税率を適用

すること．

（法人税法第６６条第３項〉

また、特定の医療法人は非課税法人とされたい．

（措置法６７条）

（理由）

①医療法人は．その法人組織、運営のすべてに豆り、民法第３４

条の公益法人のそれを準用しているしかも、剰余金の醒当禁

止と業務上附帯業務についての制限があり、医療事業の公益的

性格と併せて、協同組合等と比較し、その位置づけに即応した

同率の２８％の税率を適用されたい．

②また特定の医療法人は、その組織運営及び最終財産の帰属が＿

社会福祉法人または厚生連医療６８関と同一の条件にある以上、

税法上も同等を非課税法人とされたい

￣

。、
￣

１．事案税関係

1．医療侭阿に対する事案税の特例措置一即ち

の医療法人に対する事秦税の軽減措置

（地方税法第７２条の２２）

②社会保険診療輯酬にかかる事案税の非課税措置

（同法第７２条の１４及び第７２条の１７）

を現行どおり存鏡されたい． ３．病院用建物および建拘附帯設備について、法定耐用年数を短

緒すること，

（耐年省令別表第】）（理由）

従来から医療機関に対する事黛税の見なおし論議がありますが

T，公的医療侭閲に比較し、税負担という差別を余儀なくされて

いる私的医療機阿に、更に税負担の加重を強いることは、経営

の悪化を招き、医療事婁の健全性を損ねるかとは明らかである．

（珂由）

病院の施設基纏は患者等の収容に適応した環境条件を要求し

ている，老朽化した設備については．耐用年数未満でも改善命

令によ＆更新が義務づけられ、国際登録ホテル等と比較しても．

その耐用年数はより短館されるべきである．

建物鉄筋コンクリート造３６年、建物附帯設備１２年等登録ホ

テル藁等の丙１用年数と同等以下の年数に短縮されたい．

②社会保険制度の制限診療の特質や、診療報醗支払い基金の性

格からみてこれに事粟税を課することは妥当でない．

③収支の悪化から経営危機が叫ばれている牡的医療樋関の実情

無視は、その存在否定にもつ左がり医療の混乱が懸念される。

４．中小企業新技術体化投資促進洩制（メカトロＷｉ税〉の対象機

届の範ＩＮＩを拡大されたい．

２．所得税、法人税関係



４．固定資産税、不動`産取得税関係（理由）

中,l、企戎新技衡体化投資促進税制（メカトロ波税）の対象楓
器の淀囲を拡大し、医療投伍の近代化とその整伯充実の促進を
はかられるよう要望する． 1．医療法人が怪営する病院、診療所及び肴護学校等パラメディ

カル養成胞設において、直接その用に供する固定資産±たは不

動産について固定資産税または不動産取得税を非課税とされた

い。

５．病院、診療所等医療侭阿の耐火構造を有する建物、建築物及

び防火施設に対する剖増０Ｍ、制度を設けること。特に防災施設

については、大福のＦ１増偵却制度を設けること．

〈理由）

①現在、公的医療機関の経営する病院．謬療所において直接そ

の用に供する固定資産または不動産については、固定資産税ま

たは不動産取得税は非課税となっており、また．特定医療法人

についても、その設置する医療関係者の養成所において、直接

教育の用に供する固定資産または不動産については、固定資産

税または不動産取得税は非謀税とされている．（地方税法第７

３条の４第１項３号及び同法３４８条第２項９号）

②珠に、特定医療法人は、特に強い公益性を義務づけられた医

療法人であり、その要件からみて、公的医療機関と何等変わる

ことのない取扱をされてしかるべきである。

③税制上協同組合等に位近づけられている特定医療法人におい

ては、協同組合経営の病院・診療所の不動産取得税及び固定資

産税は非課税となっておりますので、これと同根の措近をとら

れるよう要望する．（地方税法第７３条の４藁1項８及び同法

第３４８条第２項１１号の３）

④その他の医療法人についても、社会保険診療機関及び救急医

療機関の整備にからめて、全国一率に軽減措置を適用されます

よう要望する。

（理由〉

の火災による災害の多発から、消防・防災査察は一段と強化さ

れ、殊に人体の安全、保婁を至上命令とする医療施設について

は、建築基準法及び医療法に国定する安全薙保のための諸設備

の実施、匝行の徹底が期せられていろ．

②規定される諸設備の完全実施はもとより、制度の逐旨を生か

し耐火及び防災鷹設の改善．促進をはかるためにも、特例措

置が必要である。

③耐火建築物等、酎火及び防災施設を取得し、事婁の用に供し

た場合は以後５年以内の日を含む事藁年度については、普通仮

旬限度の１００％の割増■釦を認めること。（昭和４９年３月３１

日限り廃止された楢■法４８条の耐火建築物の割増償却の復活）」
①
囚

３．相続税関係

】・医療法人出資持分に対する評価について、次のとおり改め、

評価の適正化をはかられたい．

の比準すべき鼠似業種区分を、現行のｎｂｌ２５その他の

産藁ｊを改め、新たに医療法人の区分を設けること．

②又は、出資持分の評価を、出資額面価額とすること＿

（理由〉

⑰現在、医療法人の出資持分の評価は純資産価額方式に加え、

事案承継税制の改正に伴い、比準すべき預似纂種としてｒｌｂｌ２５

その他の産藁ｊの互式を適用し、算出することになった｡しか

しながら、比準すべき類似薬種株価はその後急上昇し、昭和５７

年に比し昭和６０年には１．８倍に達し不合理参ものとなってい

る。

②本来、頻似業種株価は市場性を前提として形成されているが、

医療法人の出資持分は、その性格上公益性と配当禁止を前提と

しているため麹似藁種と比準することは、著しく実情に反する

ものである．



'1．病院、特別養要老人ホーム、老人保健施設に入院、入所の埼合、
国民が夫々の機能の区別、特徴、自己負担額導を分かり易く理解
できて、何れかを選択できるようにして頂きたい．又、自己負担
金に夫々の施設で差があるのは望ましくない．

弓．老人保健施設の療養費については、現行の老人医療■と同擾、
中医協において審議すべきである．但し一部は一括まるめ方式
とし．ＯＴ、ＰＴ等による点数については、別途加虹できるもの
とする．又これらを審議する中医協には必ず老人保健施設を管
理する病院団体の代表者を参加させるよう配丘されたい．

６．特別養護老人ホーム.では所得の少ない人が多いが．この人達が
入所すると、手鏡きによりその所在地の住民になり、病気の場合
国民健康保険を使用し、国保財政を圧迫する．このため他の市町

村の人が入所するのを歓迎しない傾向がある，老人病院．老人保

健施設では老人保健証を使用できるので、このようなことはない．
特別養護老人ホームでも入所前の居住地の国保を使用するように
して頂きたい。

昭和６１年１０月１日

毛呂人保健方極設に対する皇国皇藝

社団法人日本病院会

会長諸橋芳夫

人口の高齢化一老人人口及び要医療、要介護老人の急増から、こ
の施設の必要性は認めるが、次の点について留竃されるよう要望し
ます．

Ｌ老人保健施設は入院治療の必要はないが．在宅療養の困垂な要
介護老人を収容し必要を医風看誕医学的管理下の介護及び機
能訓練等、並びに日常生活サービスを行うとあり．療養費は老人
保健法により支払基金が支払うとある以上、施設の管理者は原則
として医師であること。

２．厚生省はこの施設を急いで増設し、年間２万床、１５年間で
３０万床増を計画するというが、新設では多額の費用を要するこ
とから、医療資源の効率的活用からいっても、現在病床利用率８３．３
％のわが国の一般病床（約’’0万床）を、一部老人保健施設に転用
することを押し造ぬるであろう，それ左らぱ、その実施に当って
は経済誘導政策をとるべきである．

具体的には、施設の経営が成り立つよう遭正を施設療養費．自

己負担金の他、整備補助金の交付、及び融資、並びに税制面より
優遇されたい昭和６２年度の厚生省予算としてこの整備補助金
100カ所５．０００床２８億２千万円では、昭和６１年度の特別養護老人
ホーム整備補助金．国庫補助２３６件６，０００人１５０億円、民間補助
０４件１．，１)０人１０２億円計３３，件１万人２６１億円に比し、余りに

も′》･なすぎろ、

３．若人保健施設ン)ぺ.ソト数は、地域医療計爾上の既存病床数とみ
なすとある以上、－段病床と同棲に窺制、勧告の対象とすべきで
あり．又．設備基準は医療法ク}規定によるべきである。

病院の場合、医療法では居室の面積は２人室以上では１人につ
き４．３㎡以上とあり、特別養護老人ホームでの８．６㎡と差があふ

病棟を転用して老人保健施設とする場合．面積をどのように決め
るのか．転用の埼合は、当分の間、特例を認めるようにして頂き

たい．

７．厚生省は要介護老人に対し将来．老人病院（特例許可病院、特
例許可外病院）．特別養譲老人ホーム、老人保健施設の三者何れ
に力を入れて行くのか．又は一本化するのか．明示されたい．

８．医療法人、社会福祉法人等が老人保健施設を行う場合の事業税、
不動産取得税等について非課税携置芋を溝ぜjP,ｉ’たい

，．この施設の利用者の自己負柧については、病院での負担と同捜
に医療費控除の対象とされたい

[１１．老人保健審議会に専門部会をつくる場合は、是非とも病院団体
の代表を参加されるよう配臣きれたい。

ｌ
］
①
四
１



昭和６１年１０月２日

なく、人合救助．救急医療．学校医，住民検診など地域医痘など非常

に公共性淑高<、医節注第１９条で医師は診察・治療を求められた

羽合は正当な車憤が広い限り拒否できないことになっており、医療は

人命に結びつき．秬め`て公.共性及び奉仕性の強いものである．

国保および社会保険診療輯酬は．全国一律の公定の公共料金でこれ

に万一、事業税賦課となれぼ、これにより病院が営利化・橡式会社化

され、例えば医療は営利本業であるとされているアメリカの医療産業

の参入を阻止出来なくなり、国民の受ける技官は極めて大きいもの

がある．従って、従前通り社会保険診療報頃に封して非翌税措波を

強く要望する．

■

社団法人日本病院全

会長諸楢芳天

日木病院会政始迫望

委員長小野筆

診療綱，柵,老人保健jb霊に対す５要望

」
①
』

１－言多湿硬牢侵面11己支言丁０二一つし、－て
３．重＝ノミ《采ｆ建力極言受Ｃ二一つし、￣て

今回人事院は国宝公迩員の給与を４月１日にさかのぼって２．３１%

引き上げ更に週休２日制を強力に推進するよう勧告した．諾般の事伯

から医疲桓関は未だ４辺５体も行ってないが４週４体から４週６体を

施行するとなると業務の性質上■貝増を図ら正くてはならない．その

結果別紙の如く4.8Zの給与費の増顔となる．

以上のことより人件ヨとして計７．１１Ｘ、医痩費に換算して３．５５%の

アップを頁望する．

厚生省はこの姥設を急いで増設し、年間2万床．１５年間で３０万

床増を計画するというが、新設では多額の費用を要することから、

医療賓置の効率的活用からいっても、現在病床利用率83.32の我が

国の一般病床（約１１０万床）を．一郭老人保健茂設に転用することを

計画している．それならば、その実掩に当っては昭和６２年度の厚生

省予算としてのこの整檀補助金100ケ所5,000床２８値２千万円では

極めてすぐ狂いので．先ず昭和６２年度は病床の稜用のみを因るべき

である．将来は．要介護老人に対する老人病院（特例許可病院．特例

許可外病院）老人保健施設（Ａ型，Ｂ型）、特別養妻老人ホームに

つし､て、何等がの形で機能を明確にし、施設間の劃整を因り、併せて

利用者の負担の公平を図ることが望ましい．更にこの施設を促進する

には整偵補助金．触費並びに税制面より優遇されたい．

２．肴健課色彩もＣ二一つし、－て

従来から社会保険診療組頭については医療法の第７条で病院または

診療所は、営利を目的としてはならない、と規定されているばかりで



週休２Hliill実施による職員数‘給与費増加試算
地方公営企業年鑑による
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注１．IED務IMP間変化率（４MB剣休・週４４時間×４週－１７６時間であるので）
４週４体から４週５体へ’１７６時１W】－４時１１０（土噸１回）曇１７２時間
４週４体から４週６体へ．１７６時lUl-8時1111（上脳２回）画１６８時間
４週５体から４週６体へ.１７２時間－４時側（土胴１回増）＝１６ＳＩＩ；|H１

１７２＋１７６回０．

１６８＋１７８＝０．

１６８＋１７２＝０，

９７７

９５４

９７６

注２．昭和６０年度給与喪推計額
昭和５９年脇§与費馳額８３８，２３１百万円（公営企業年鵬）×１ (全盲病鯛）年１，００９，５３７百万円０７６

区分
勤諭時１０１
変化率
(注１）

勘筋時間減少による
不足人員難く要増ｶﾛ人員率〉

（Ａ）

末 職員増力１１
兄込数
(ＡｘＢ）

６０年度給与費
維額推計（Ｃ）

(柱２）

給与費増加
見込額
(ＡｘＣ）

増
加
率

４週４体から

４週５体 ｹﾞ、

０．９７７

１

０．９７７

－１＝０，０２３５４

(人）

１７０，３８０ ４ 0

(人）

０１１

(百万Pﾖ〉

１，００９，５３７

(百万円）

２３，７６５

(％）

２．４

４週４体から

４週６体 ご魁

０．９５４

１
－－－￣

０．９５４

－１崖０．０４８２２ １７０ 、 ３８０ ８ ０ ２１５ １ ０ ００９ ０ ５３７ ４８ ０ ６７９ ４．８

４週５体から

４週６体 ｿﾞ、

０．９７６

１
－－－

０．９７６

－１－０．０２４５９ １７０，３８０ ４ 、 １９０ １ ０ ００ｓ ０ ５３７ ２４ ０ ８２５ ２．５



昭和６１年１１月２９日

日本病院会顧問議員団議員

自民党税制調査会会長､副会長､幹事

自民党社会部会長

自民党医療基本問題調査会長

社団法人日本病院会

会長諸橋芳夫

日本病院会政治連盟

委員長小野肇

要 望

現在、税制調査会において検討中の日本型付加価値税につき、

その適用が医療関係にまで及んだ場合は、国民医療の健全な進展

を阻害する要因となります。

医療および看護婦等の教育養成並びに医療行為の基礎となる医

療機器、医薬品、医療用材料等について非課税とするよう要望し

ます。

－１６６－



昭和６１年１２月５日

（４）冬租指導ぞ理科の引き上げ．

（５）放射録治療科およびレントゲン診断料の適正評伍．慧全】頭?朝受配Ｈ６二一つし、－てつつ蔓罫妄旦

２．看護科の五点評伝

基本積護料および基準看護菰江の引き上げ（組戴医辰としての病院人件費の

段大を占めるのは■護姪である）．

社団法人日本病院会

会長諾橋芳夫

３．互症者看護および室科の特別釦江の適正評伍

重症者の収容については特別の亘装M1の室と多数の熟練した看護錫の看護を:必

要とするので、点数のアヴプと室を固定しないでその許可室数の基準綬和を因る

こと．

社会保険診療報酬は昭和56年以来今日まで５回改定（計17.7%アップ）された

が、同時に行われた藁価基準の引き下げ〈計42.4%医慶費換算15.2%）に実質値

上げは2.5%に過ぎない．

一方この間、物価・人件費は20数%も高属している．事実、水道・ガス・電気・

国鉄・バス等の公共料金は、この間平均25.1％の上昇を示している．なお、政府

は各種恩給の引き上げ方式については、ペア準拠を改めて、消費者物価スライド

制の導入を因るという．

今回人事院は、国家公務員の恰与を４月１日にさかのぼって2.31%引き上げ､更に

週休２日制を強力に推進するよう勧告した．諸般の事情から医療機関は未だ4週５

体も行っていないが、４週4体から4週6体を施行するとなると業務の性質上職員増

を因らなくてはならない．その詰果別紙の如く４．８%の給与費の増加となる．

以上のことにより人件費として計7.11%、医療費に換算して3.55%のアップを必

要とする．

また．公的一般病院（256）の移動年計による医業収支は本年４月の調査では、

甲表100.6．乙表101.5となっている．即ち～補助金のある嚢税の公的病院が今年

４月医療費改訂後も０．６%～1.5%の赤字経営を示すものである．ましてや補助金もな

く税金を支払い、良質を医疫を提供する民間病院の経営は、一層苦しいものがあ

る．

一方、国民生活水準の向上により国民のよりよき医療サービスへの要望に応え

るためには病院としても拡大再生産が必要である．

以上のことにより、良質な医療が国民に提供ができ病院経営基盤の健全化が固

られるよう次の事項について格段のご配庫の上、医康費改訂を行われますよう願

い上げます．

４．入院室料の遭正評伝

（１）国民の生活水鵡の向上に見合った入院室科（現在国民宿舎の半分以下）の

適正評伍をすること．

（２）差額商室を希望する曇者が増加する傾向にあるので、病院ごとの差額病床

（個室または２人床）数の制限を緩和すること．

（３）基準による寝具設備加瓦点数を引き上げること．

（４）給食科、基準拾食料、特別食、医療用食品等との加五点数を引き上げるこ

と．

（５）基準給食における特別食加江の枠を拡大すること．

］
①
「

５．退院および在宅医療の促逮

（１）退院時指導科、退院継鏡看護・指導科の引き上げ．

（２）訪問看護料の適用互囲の拡大および点数の引き上げ．

６．調剤関係の適正評伝

（１）薫剤師の技術料を明確にすること．

（２）入院時藁屠管理科の新設．

（３）調剤技術基本料および調剤料の適正評衝（保険調剤藁局の料金との均衡）

７．繧合滴院における診療科別の初診科、再診料の立定および請求明細ちの提出

について

篭合病院は、その診療科目に内科、外科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科を有し、

病床数１００以上、化学、細菌および病理の検査室、病理解剖室．研究室．図書室、

講義室、思考輸送車をもつことなど特別を基準により知事の承認を得て五言され

るもので、これが取扱を廃止されれば、運営に重大な支障をきたすことと在るの

で、各科別診療の立定および請求を引き銃き存綴させること．

記

1．医師技術料の引き上げ

（１）初診料、再診科の引き上げ．休日、夜間加算の引き上げ．

（２）入院時医学管理料の引き上げ．

（３）手術料の引き上げ．休日夜間加算の引き上げ．



週休２Ｈ制実施による職員数‘給与費増加試算
地方公営企典午腿による
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柱１．勘猫時１M】変化率い週`6体・週４４時間×４通■１７６時間であるので）
４週４体から４週５体へ．１７６時１１０－二IlfMIl（±WiM回）■１７２時間
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注２．昭和６０年度給与喪推叶額
昭和５９年伽6与費地顔９３８，２３１百万円(公営企業年Ali）×１ ０７６（全自病鯛）－１，００９，５３７百万円

区分
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変化率
(注１）
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総飯推if（Ｃ）

(住２）
絶jl齢１１伽
（ＡＸＣ）

増
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４週４体から

４週５体 ザＬ
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１，００９，５３７

(百万円）

２３０７６５

(％）

２．４

４週４体から

４週６体へ

０．９５４
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－￣－

０．９５４
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４週５体から
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０．９７６

－．１＝０．０２４５９ １７０ ● ３８０ ４ , １９０ １ 0 ００９ ０ ５３７ ２４０８２５ ２．５



昭和６１年１２月l２ｐ 分けて、日勤・夜勤別に■員数について示されたい．

管理老--511舐要望書の如く、姑殿全体の管理者は原則として医師である
べきだと思うが、もし医師は施設療養のみを管理するとすれば

力b設全体の管理者は誰でもよろしいのか．
またその資格はどうか、

費用負担－－告示により施設療養費、利用者負担（夫々案２０万円、

５万円)を決めるとあるが、新設と伝床に分け土地代、建築費

設憤費、経費､_減価償却費、人件費、材料費、支払利息､臨理費

等を含め、５０床６１００床に分け経営収支のモデルを示され
たい．又、個室等を有し高額の差額を散収するこのｶﾋﾞ識と有料

老人ホームとの関係について．例えば月２０万円～３０万円も

自己負担するものでもこの施設の利用ができるのか、否か．

建設に当り融資の％（全額か否か川又．補助金の割合、更に

新田別if上で１０年間に１５００カ所用地取得し貸与とあるが．

その具体案について示されたい．

厚生省老人保健艶長

黒木武弘殿

社団法人日本病院会

会長諸櫨芳夫

毫雪ノ、仏果f建力世言貸0二一つし、~てＣＤ隔男で合七２

老人保健施設については．去る９月２５日自民党の社会部会及び１０月１日

日本病院会顧問議員団との朝食会で別紙の如く要望してありますが、事の重要性に
鑑み当会としては老人保健ｊ自設対策特別委員会を設置、検討中であります．つきまし

ては別舐２の資料中、省令・告示で定める事項につき不明の点がありますので、下記
の問い合わせに対し御回答下さるよう願います．

間合せ

対致者－－治療の必要な程度（入院治療の必要はないが、在宅での療養が
困正）がありますが、具体的にどのようなものをさすのか．

開設主体一一チェーンホスピタルの開設者、個人病院は対数となるか否か．

許可ｓＦ－－営利を目的とする渚に対しては許可を与えないことができる

云々とあるが、この点何処で、何の基準で定めるのか．

表面にでない「バック」の営利資本等は何処で調査するのか．

広告制限については具体的に利用者に内容を周知させることと

抵触しないような拡型をしめされたい．

施設設便一H1紙要望書にある如く、新設の場合は特養並に居室の面積一人

当り８．６，２並又はそれ以上とするにしても．病院の場合、

医療法では居室の面積は２人室以上では１人につき４．３，２

以上とあり、特別養護老人ホームでの８．６，２と差がある．

病棟を転用して老人保健施設とする羽合、面覆をどのように

決めるのか．転床の羽合は事務室・給食室・リハビリ浴室等は

病院全体のものを利用できる．又廊下等は建物の構造上、拡嚢

できないので、転用の羽合は当分の間、既に国会答弁でもある

如く特例を認めるとして、その具体案を示されたい．

スタッフ－１００人収容施設のMi合の拭案（医師１人（常勤）、遍護樋

７～１０人、介護魔員１５～１８人）が示されているが、５０

人又はそれ以下の収容の場合の医師、看護蝿、介護職員に

地域医B圏計画との関係Ｆ－－

転床の羽合の掛ける係数（病床とみなす羽合の補正）について６
新設の羽合医療法の規則はまったく受けず自由につくることが

できるが、創設された老保施設は病院の新設等を規制する要因

となる（病院だけが一方的に規制される）のは、不合理では
ないか．

その法的な位置づけ、医療法との関係を明確にされたい．

病床過痛地域では老保施設と病院とが硯合しないか．

過剰地域では病院病床を積極的に老保施設に転換ざせ病床を

域らす近国かどうか．

病床の算定一一例えば３００床の病院が１００床を老保施設に転用した羽合、

補正係数０．５となった楓合医療法上この病院病床は２５０床

と算定されるのかどうか．

老人保健審議会及び事F1劃会一

施設、スタッフ、運営基呵日等重要事項は老人保健審議会の意見
を聞いて定めるとあるが、この審議会及び部会に病院団体の
代表を入れるのか否か．

その他一別紙の要望の如く、事業税、不動産取得税及び医療費控除に

ついて更に市街化調整地域で設立の可能性について明確に

されたい．

］
①
①



(別紙 １）
４．病院、特別養護老人ホーム、老人保健施設に入院、入所の場合、
国民が夫々の観能の区別、特徴、自己負担額等を分かり易く理解
できて、何れかを選択できるようにして頂きたい．又、自己負担

金に夫々の施設で差があるのは望ましくない．

５．老人保健施設の療養費については、現行の老人医療費と同犠、
中医協において審議すべきである．但し、一部は一括まるめ方式
とし、ＯＴ、ＰＴ等による点数については、別途加算できるもの
とする．又これらを審議する中医協には、必ず老人保健施設を管
理する病院団体の代表者を参加させるよう配恵されたい．

’

６．特別養護老人ホームで．（よ所得の少ない人が多いが、この人達が
入所すると、手続きによりその所在地の住民になり、病気の場合

国民健康保険を使用し、国保財政を圧迫する．このため他の市町
村の人が入所するのを歓迎しない傾向がある．老人病院、老人保
健施設では老人保健証を使用できるので、このようなことはない．
特別養護老人ホームでも入所前の居住地の国保を使用するように
して頂きたい．

７．厚生省は要介護老人に対し将来、老人病院（特例許可病院、特

例許可外病院）、特別養護老人ホーム、老人保健施設の三者何れ
に力を入れて行くのか．又は一本化するのか、明示されたい．

８．医療法人、社会福祉法人等が老人保健施設を行う場合の事業税、

不動産取得税等について非課税措置等を讃ぜられたい、

9．この施設の利用者の自己負担については、病院での負担と同様
に、医療費控除の対象とされたい．

10．老人保健審議会に専門部会をつくる場合は、是非とも病院団体
の代表を参加されるよう配慮されたい．

昭和６１年１０月１日

壹琶ノＬ・I呆伍墾方極 託と 女寸－す￣る冨雪三星,

社団法人日本病院会

会長諸橋芳夫

一一Ｄ
Ｌ
Ｖ

人口の高齢化、老人人口及び要医療、要介護老人の急増から、こ

の施設の必要性は認めるが、次の点について留意されるよう要望し

ます．

１．老人保健施設は入院治療の必要はないが、在宅療養の困難な要

介謂老人を収容し必要な医療、看護、医学的管理下の介護及び機

能訓練等、並びに日常生活サービスを行うとあり、療養費は老人

保健法により支払基金が支払うとある以上、施設の管理者は原則

として医師であること。

２．厚生省はこの施設を急いで増設し、年間２万床、１５年間で

３０万床増を計画するというが、新設では多額の費用を要するこ

とから、医療資源の効率的活用からいっても、現在病床利用率８３．３

％のわが国の一般病床（約１１０万床）を、一部老人保健施設に転用

することを押し進めるであろう．それならば、その実施に当って

は経済誘導政策をとるべきである．

具体的には、施設の経営が成り立つよう適正な施設療養費、自

己負担金の他、整備補助金の交付、及び融資、並びに税制面より

優遇されたい．昭和６２年度の厚生省予算としてこの整備補助金

１００カ所５，０００床２８億２千万円では、昭和６１年度の特別養護老人
ホーム整備補助金、国庫補助２３６件６，０００人１５９億円、民間補助

０４件４，０００人１０２億円、計３３０件１万人２６１億円に比し、余りに

も少なすぎる。

３．老人保健施設のペット数は、地域医療計画上の既存病床数とみ
なすとある以上、一般病床と同傑に規制、勧告の対象とすべきで

あり、又、設備基準は医砺法の規定によるべきである．

病院の場合、医療法では居室の面積は２人室以上では１人につ

き４．３㎡以上とあり、特別養護老人ホームでの８．６㎡と差がある．

病棟を転用して老人保健施設とする塙合、面積をどのように決め
るのか。転用の場合は、当分の間、特例を認めるようにして頂き

たい．

ｌ
］
「
Ｃ
ｌ



(別紙２）

老人保健施設に関し法律案で定めている事項

利用手続き

ｚｑＥＰＨ昔（

注）○印の項は老人保健審凝会の、△印の項は医療審躍会の意見を聴いて定めることとしている事項

1７１－

法律案で定めていろ事項 省令、告 刀｢： で定めろ事項

対象者

･疾病、負傷等により、寝たきりの状態にある毛

人又はこれに準ずる状態にある老人．

･老人医療受給対象者であること．

･治療の必要な程度（入院治療の必要はないが、

在宅での療養が困難）→省令

サービスの内容

･施設療養（看護、医学的管理下における介護、

機能訓練その他必要な医療）を行うとともに、

日常生活上の世話を行うこと．

○運営基準（施設運営の指針等）→告示

開設主体

･次の者が開設できること．

地方自治体

医療法人

社会福祉法人

゜その他の老人保健施設を開設できる者（公益法

人、日赤。厚生連、医師等）－告示

許可等

･都道府県知事の:午可が必要．

･医療法に準じ、営利目的の禁止、広告制限を行

￣

つ．

施設・設備

･次の施設を有すること。

療養室（居室）

診察室

援能訓練室

酸霊室

○その他必要な施設（食堂、浴室等）→省令

○施設の広さ等構造基準→省令

○設備の基準（リハビリ器具、エレベーター等）

→告示

スタツフ

･次の者を有すること．

医師

看護婦

介護職員

Ｏその他必要な従業者（リハビリテーションや家

庭復帰の相談指導のための職員等）→省令

Ｏそれぞれの従業者の員数→省令

管理者 ･医師が施設療養を管理する．

費用負担

･寝たきり老人等が施設を利用した場合に、定額

の施設〕房i養買を支給すること．現物扱いとし、

支払基金等を通じて支払うこと．

･施設療養賀の貫用負担は、保険者拠出金７割、

国２割、県・市町村１割．

･食貧、理髪代、日常生活品買等については、弄り

用者負担．

Ｏ施設療養貧の額→告示

○手ｌｊ用者負担についてのガイドライン→告示

利用手続き ･医療受給者証を提示して利用．

監督、取消 ･医療法に準じ、衛生規制等の観点から知事の監

督を受け、重大な違反の場合は8千可の取泊．

地域医療:十画 ･老人保健施設のベッド数は、地域医療:十画上の

既存病床とみなす扱いとしている．

△病床にみなす場合の補正→省令



対
す
る
拍
助
金
を

病
院
経
営
が
損
な
わ
れ
て
い
る
現
状
で
あ
る
．

及
び
税
制
面
の
反
遇
等

す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
．

五
年
間
で

す
る
の
で

是
非
病
院
径
営
の
安
定
化
が
図
ら
れ
る
よ
う
、

体
か
ら
四
辺
六
体
を
施
行
す
る
と
な
る
と

引
き
上
げ

係
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

ズ
に
対
応
す
る
た
め
の

自
由
民
主
党

政
務
調
杢
会
社
会
部
会
長

て
は
な
ら
ず

病
院
経
営
は
桓
度
に
逼
迫
し
て
い
る
．

､石
護
■
貝
の
養
成
に
要
す
る
経
費
は

自
己
負
担
金
の
ほ
か
、

そ
の
た
め
に
は

老
人
保
健
法
の
改
正
が
行
わ
れ

今
回
給
与
法
の
改
正
に
よ
り

全
国
組
漁
委
員
会
国
民
生
活
局
長

診
療
報
酬
は
長
期
に
わ
た
り
実
質
的
に
は
据
え
五
か
れ

こ
の
ま
ま
で
は

看
護
好
等
養
成
所
運
営
費
に
つ
い
て

昭
和
六
十

老
人
保
健
法
に
つ
い
て

社
会
保
険
診
療
報
酬
の
改
善
に
つ
い
て

戸
井
田

％
と
な
る
．

昭
和

医
療
資
源
の
効
率
的
運
用
か
ら
現
在
の
病
院
病
床
を

十
万
床
を
増
床
す
る
計
画
と
窟
き
及
ん
で
い
る
が

更
に
週
休

人
件
費
に
直
せ
ば
四
・
八
％
の
増
と
な
り

年
十 六

こ
れ
を
医
療
費
に
換
算
す
．
れ
ぱ

更
に
拡
充
硲
保
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
．

新
設

良
心
的
か
つ
良
質
な
医
療
を
提
供
す
る
病
院
の
崩
壊
は
避
け
が
た
い
の
で

十
郎

昭
和
六
十

月
二
十

整
備
補
助
金

拡
大
再
生
産
受
を
導
入
し
た
診
療
報
酬
の
改
善
に
必
要
な
経
費
を
砿

日
劉
を
強
力
に
推
進
す
る
等
の
措
置
が
楢
ぜ
ら
れ
た
．

転
床
と
も
施
設
の
経
営
が
成
り
立
つ
よ
う

殿

国
家
公
務
員
の
袷
与
を
四
月

年
度
予
算
に
対
す
る
要
望

日

厚
生
省
は
老
人
保
健
施
設
を
急
増
し

年
度
予
算
に
砿
保
さ
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

融
資
〈
地
方
債

］
「
国

部
貴
重
な
診
療
報
酬
を
も
っ
て
賄
わ
れ

医
療
機
関
は
業
務
の
性
質
上
職
員
増
を
図
ら
な
く

現
在
行
わ
れ
て
い
る
看
護
婦
等
養
成
所
運
営
に

人
件
費
ア
ッ
プ

五
五
％
の
ア
ッ
プ
を
必
要
と
す
る
。

社
団
法
人

△
宝

長

社
会
福
祉
・
医
療
事
業
団
融
資
）

」
の
間
物
価

新
設
で
は
多
額
の
費
用
を
要

日
に
さ
か
の
ぼ
り

五
五
％
と
併
せ
て
医
療

部
老
人
保
健
施
設
に
転
用

％
と
併
せ
て
人
件
費
は
七

諸
僑

日
本
病
院
会

適
正
な
施
設
療
養
費

年
間

人
件
費
は
上
昇
し

芳
夫

」
の
四
週
四

万
床健
全
な

十 ／
⑥

ｏ
／



昭和６２年１月２８日

厚生省健康政策局

局長竹中浩治殿

社団法人日本病院会

会長諸橘芳夫

人間ドック健診への売上税非課税措置についての要望

政府は、昭和６３年１月より導入するとしている売上税に関し、国民の健康と

福祉への配慮等から、医療に関する特定の項目が非課税とされたが、その中で

「学校保健法等の法律の規定に基づき実施される健康診断（診査）及び公費負担

で実施される健康診断」については、非課税とする配慮が行われています。

しかるに、健康保健組合（連合会）が、健康保険法第２３条および第３７条の

２により実施する健康診査事業を当会へ委託し、これを受けて当会が実施してい

る短期人間ドック並びに自動化健診〈日帰り健診〉が、売上税の対象とされるか

に灰田しています。

本事業は、健保組合員の受診により、疾病の早期発見、早期治療、予防指導を

実現し、国の福祉政策、医療費抑制政策に対しても大きく寄与していることは、

周知の事実であります。その点から考慮すれば、当会の受託する短期人間ドック

並びに自動化健診（日帰り健診）は、診断項目を規定し、短期人間ドックは全国

統一料金、自動化健診は規定料金にて実施しているものであり、「公費負担によ

る健康診断」に準ずるものと判断するのが至当であります。

予防医学の進歩発展を助長するため、日本病院会が健康保健組合（連合会）の

委託を受け実施している短期人間ドック並びに自動化健診〈日帰り健診）ヘの売

上税課税を非課税とされるよう強く要望します。

1７３－



昭和Ｇ２年２月２７日

厚生省健康政策局

局長竹中浩治殿

社団法人日本病院会

会長諸構芳夫

薑蔓霊裏

厚生省はこの度、医療従事者の資質の確保を図るため、「新たな医療関係

職種の寅柊制度の在り方に関する検肘会」を設■されましたが、この検肘会

の委員に病院団体の代表が参加していないのは誠に遺憾であります。

医療関係の各種検討会には必ず病院団体の代表を加えられるよう要望します。

なお、医療関係職種の寅格制度の検討に当っては、厚生省原案のほかに

１．精神科ソーシャルワーカー(1).Ｍ１）

２．臨床心理士（ＣＰ〉

３．医療情報及び病歴業務

４人工透析業務

５．細胞診業務〈病理検査領域）

Ｓ・聴力平衡機能検査業務（耳鼻科領域）

７．消毒、細菌業務（中央材料部門）

等に関係する職種についても寅格化されるよう要望します。

－１７４－
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あ
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会
長
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構
芳
夫



四病院団体連絡協議会の要望書第2５

|砺三誉悶
社団法人全日本病院協

社団法人日本医療法人

社団法人日本精神病院

社団法人□本病院騨
一、索一戸■－－、｡￣．.Ｕ＄二西｡－名｡

（五十音順）

－１７６－



「罰金宝塞＝i二ｉ去及こて〆会i茎韮竈改:毫塞５ユミ

ゴー濱，喜里、韮！

OごＩ葵Ｉ」

厚生省保腿医療局

局長仲村英一殿

昭和Ｇ１年４月２ｓ目

記

昭和６０年６月２５口公布の「栄義士法及び栄養改善法」のうち

同法九条の二、管理栄養士の必置に関する厚生大臣の指定基準作成

に当たっては、事前に四病院団体と協議されますよう要望いたしま

す。

1７７－



｢(言＝）医盟寮記垂ミヮフー苔尼をごd之工Ｅづ－ろ？去ネ聿ワフ

方fZZでうじこ一つし、弓ご」６，こ女寸マヨー弓三テ壱三｣見

厚生省健康政策局

局長竹中浩治殿

昭和Ｓ１年Ｓ月１ｓ日

標記について、去る４月２Ｓ曰とりあえず意見をまとめて提出したとこ

ろですが、本日再度四病院団体において協議したところ、次のとおり修正

意見を提出いたしますので、よろしくお取り計らい願います。

記

１．「１２都道府県医療審議会について」の（１）を次のとおり改めること

医師，歯科医師又は薬剤師としては、医師会，歯科医師会又は薬剤

師会を代表する者のほか、公・私立の病院の経営又は医療法人の運営

にたずさわっている者を加えること。

２．「Ｓ医療法人の理事長について」の（１）のなお書後段の、医師又は歯

科医師でない配偶者等が理事長に就任しようとするような場合に限り

認可されるものであること。を配偶者等が理事長に就任しようとする

ような場合等に認可されるものであること。に改めること。

同じく(2)の③のただし書を削除し、新たに次の1項を追加するこ

と｡④前各号以外の場合において医師又は歯科医師でない者が理事長

に就任しようとするときは、都道府県医療審議会の意見を徴したうえ

決定されるものであること。

－１７８－



二年三屋菖三ﾗﾄﾞ兎市Ｕ己女工Ｅ宴皀三旦司芦垂ヨﾛ召禾口已

】F免帝ｕＬ二段訂マナー要三里書

1－割冒F笥菫禾免際ﾖｲ系

医療業は、業務の基本的性格から高い公共性を要請されており、また、われ １．医療機関に対する事業税の特例措置、即ち

（１）医療法人に対する事業税の軽減措置

われ医療従事者もこれを自覚し、その社会的使命の達成に努力しております。 （地方税法第７２条の２２）

（２）社会保険診療報酬にかかる事業税の非課税措置

（同法第７２条の１４及び第７２条の１７）医療の原点とも言うべき救急医療または措置医療に関しても、これに積極的

を現行どおり存続されたい。

に取組みその責務を果しているのは、民間医療機関であります。

(理由）

従来から医療機関に対する事業税の見なおし論議がありますが

（１）公的医療機関に比較し、税負担という差別を余儀なくされている私的

医療機関に、更に税負担の加重を強いることは、経営の悪化を招き、医

療事業の健全性を損ねることは明らかである。

（２）社会保険制度の制限診療の特質や、診療報酬支払基金の性格からみて

これに事業税を課することは妥当でない。

（３）収支の悪化から経営危機が叫ばれている私的医療機関の実情無視は、

その存在否定にもつながり医療の混乱が懸念されろ。

しかしながら、税制面におきましては、一般産業と比較して、その公共的側〕
『
①

面に対する配適がほとんどされてなく、また公的医療機関と比較しても、その

業務の同質性からみて著しく均衡に欠けるものがあります。

医療業の公益的側面に見合った税制の確立のため、別紙のとおり昭和６２年

度の税制改正要望事項の実現について格別のご配塵の程要望申し上げます。

記去ノーヌF兇膠ヨイ系＝．『ﾗFr7毫卜禾免､

1．非常勤医師の給与所得源泉徴収税額は所得税法第２０４条の適用を

可能にすること。

(所得税法第２０４条第１項）



(理由）

現在は、乙欄適用による高度の累進税率適用になっているため、病院の

負担は極めて高いものとなっている。必要な法令通達の改正に`より、報酬

または料金の１０％税率適用を可能にするか、少なくとも当面給与の支給

鍔額が多い方を主たる給与とするよう取り計られたい。

（所得税法第１８５条）

(理由）

病院の施設基準は患者等の収容に適応した環境条件を要求している。老

朽化した設胴については、耐用年数未満でも改善命令による更新が義務づ

けられ、国際登録ホテル等と比較しても、その耐用年数はより短縮される

べきである。

建物鉄筋コンクリート造３６年、建物附帯設備１２年等登録ホテル業等の

耐用年数と同等以下の年数に短縮されたい。

２．剰余金の配当の禁止と業務範囲が制限されている医療法人について

医療の非営利性を考厘して公益法人並の法人税率を適用すること。

（法人税法第６６条第３項）

また、特定の医療法人は非課税法人とされたい。（措置法６７条）

４．中小企業新技術体化投資促進税制（メカトロ減税）の対象機器の範

囲を拡大されたい。

(理由）

中小企業新技術体化投資促進税制(メカトロ減税)の対象機器の範囲を拡

大し、医療設備の近代化とその整備充実の促進をはかられるよう要望する。

(理由）

（１）医療法人は、その法人組織、運営のすべてに亘ID、民法第３４条の公

益法人のそれを準用していろ。しかも、剰余金の配当禁止と業務上附帯

業務についての制限等があり、医療事業の公益的性格と併せて、協同組

合等と比較し、その位置づけに即応した同率の２６％の税率を適用され

たい。

（２）また特定の医療法人は、その組織運営及び最終財産の帰属が、社会福

祉法人または厚生連医療機関と同一の条件にある以上、税制上も同等な

非課税法人とされたい。

」
⑭
○

５．病院、診療所等医療機関の耐火構造を有する建物、構築物及び防災

施設に対する割増償却制度を設けること。特に防災施設については、

大幅の割増償却制度を設けること。

(理由）

（１）火災による災害の多発から、消防・防災査察は一段と強化され、殊に

人体の安全、保護を至上命令とする医療施設については、建築基準法及

び医療法に規定する安全確保のための諸設備の実施、履行の徹底が期せ

られている。

（２）規定される諸設備の完全実施はもとより制度の趣旨を生かし、耐火及

び防災施設の改善、促進をはかるためにも、特例措置が必要である。

３．病院用建物および建物附帯設備について、法定耐用年数を短縮する

こと。（耐年省令別表第１）



（３）耐火迄築物等、耐火及び防災施設を取得し、事業の用に供した場合は

以後５年以内の日を含む事業年度については、普通償却限度の１００％

の割増償却を認めること。（昭和４９年３月３１日限り廃止された措置

法４８条の耐火建築物の割増償却の復活）

Ｓ‐木目'１売鳫昌阿系

（理由）

（１）現在、公的医療機関の径宮する病院、診療所において直接その用に供

する固定資産税または不動産については、固定資産税または不動産取得

税は非課税となっており、また、特定医療法人についても、その設置す

る医療関係者の養成所において、直接教育の用に供する固定資産きた辻

不動産については、固定資産税または不動産取得税は非課税とされてい

る｡（地方税法第７３条の４隻１項３号及び同法第３４８条第２項９号）

（２）殊に、特定医療法人は、特に強い公益性を義務づけられた医療法人で

あり、その要件からみて、公的医療機関と何等変わることのない取り扱

いをされてしかるべきである。

（３）税制上協同組合等に位置づけられている特定医療法人においては、協

同組合経営の病院・診療所の不動産取得税及び固定資産税は非課税とな

っておりますので、これと同楼の措置をとられるよう要望する。（地方

税法第７３条の４第１項８及び同法第３４８条第２項１１号の３）

（４）その他の医療法人についても、社会保険診療機関及び救急医療機関の

整備にからめて、全国一律に軽減措置を適用されますよう要望する。

グくり」ころワピ叉の＿吾平lｍ０

面化1重匡痙l支分卓＿窪

(理．由）

（１）現在、医療法人の出資持分の評価は純資産価額方式に加え、事業承継

税制の改正に伴い、比準すべき類似業種として「Nql25その他の産業」

の算式を適用し、算出することとなった。しかしながら、比準すべき類

似業種株価はその後急上昇し、昭和５７年に比し昭和６０年には１．８

倍に達し、不合理なものとなっている。

（２）本来、類似業種株価は市場性を前提として形成されているが、医療法

人の出資持分は、その性格上公益性と配当禁止を前提としているため類

似業種と比準することは、著しく実情に反するものである。

￣

○○
￣

ユー固天宣套ﾓﾉ酉苣禾免､二7＜亘助直言EDZT等禾免際ﾖｲ系

ｮ窪その周【こPDEするIごl壹管更



病院診療報酬改訂要望書

昭和６１年６月５０日

殿

病院診療報酬改訂要望書

国民生活の向上には健康増進なくしてあり得ず，今日わが

国の繁栄を支えている原動力は，医僚機関の日夜をわかたぬ

献身的な努力によるものである、

これらの医療機関が国民の医療ニーズを充足するには，安

んじて医療に専念出来る経営の安定が不可欠である。

昨年１２月成立した医療法の一部を改正する法律附則に，

医療機関が果している社会的役割の重要性にかんがみ，医療

機関の経営基盤の安定の必要性が謡われているにもかかわら

ず，現況は極めて不安定である。

この時にあたって，本年４月１日より実施された今次の診
療報酬改正は，

１．人件費の上昇に対応していない。

２．薬価の引下げが，班前の十分な検討が行われない雀ま

決定され，併せてそれが技術料に適切に振り替えられ

ていない。

5．医療法に基づく病院経営が安定できる入院料の引上げ

が行なわれていない｡

また，国民生活水準の向上と，医捺ニーズに対応するため

に，医推費に拡大円生産費を導入する必要があると考える。

よって，速かに診推報酬の再改正を要望するものである、

－１８２－



自
由
民
主
党
政
務
調
査
会

税
制
渕
左
会

御
中

昭
和
六
十

れ
医
療
従
事
者
も

取
り
組
み
そ
の
貨
務
を
果
し
て
い
る
の
は

同
質
性
か
ら
み
て
著
し
く
均
衡
に
欠
け
る
も
の
が
あ
り
ま
す
．

度
の
税
制
改
・
正
要
望
事
項
の
実
現
に
つ
い
て
格
別
の
》
」
高
配
の
ほ
ど
要
望
申
し
上
げ
ま
す

医
療
界
は

医
療
の
原
点
と
も
言
う
べ
き
救
急
医
療
ま
た
は
措
置
医
療
に
関
し
て
も

し
か
し
な
が
ら

医
顧
業
の
公
益
的
関
面
に
見
合
っ
た
税
制
の
砥
立
の
た
め

年
九
月

業
務
の
基
本
的
性
格
か
ら
高
い
公
共
性
を
要
諦
さ
れ
て
お
り

れ
を
自
覚
し

税
制
面
に
お
き
ま
し
て
は

日

税
制
に
関
す
Ｉ
要
望
書

そ
の
社
会
的
使
命
の
達
成
に
努
力
し
て
お
り
ま
す
。

民
間
医
療
機
関
で
あ
り
ま
す

股
企
業
と
比
較
し
て
も

別
紙
の
と
お
り
昭
和
六
十

こ
れ
に
積
極
的
に

ま
た
、

そ
の
業
務
の

わ
れ
わ

年

－１８３－



昭
和

〈
理
由
）

⑩
医
療
法
人
は

（
理
由
）

従
来
か
ら
医
願
機
関
に
対
す
る
事
業
税
の
見
な
お
し
論
議
が
あ
り
ま
す
が

①
公
的
医
療
機
関
に
比
較
し
、
税
負
担
と
い
う
差
別
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
私
的
医
療

機
関
に
、
更
に
税
負
担
の
加
重
を
強
い
る
こ
と
は
、
経
営
の
悪
化
を
招
き
、
医
療
事
藁
の

健
全
性
を
損
ね
る
か
と
は
明
ら
か
で
あ
る
。

②
社
会
保
険
制
度
の
制
限
診
療
の
特
質
や
、
診
療
報
酬
支
払
い
基
金
の
性
格
か
ら
み
て
こ

れ
に
事
藁
税
を
課
す
る
こ
と
は
妥
当
で
な
い
。

③
収
支
の
悪
化
か
ら
経
営
危
機
が
叫
ば
れ
て
い
る
私
的
医
療
機
関
の
実
情
無
視
は
、
そ
の

存
在
否
定
に
も
つ
な
が
り
医
療
の
混
乱
が
懸
念
さ
れ
る
。

剰
余
金
の
配
当
の
禁
止
と
業
務
範
囲
が
制
限
さ
れ
て
い
る
医
療
法
人
に
つ
い
て
医
療
の

非
営
利
性
を
考
慮
し
て
公
益
法
人
並
の
法
人
税
率
を
適
用
す
る
こ
と
・

（
法
人
税
法
第
六
六
条
第
一
一
一
項
）

ま
た
、
特
定
の
医
療
法
人
は
非
課
税
法
人
と
さ
れ
た
い
。

（
措
置
法
．
六
七
条
〉

現
在
は
、
乙
欄
適
用
に
よ
る
高
度
の
累
進
税
率
適
用
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
病
院
の
負

担
は
極
め
て
高
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
必
要
な
法
令
通
達
の
改
正
に
よ
り
、
報
酬
ま
た

は
料
金
の
一
○
昭
税
率
適
用
を
可
能
に
す
る
か
、
少
な
く
と
も
当
面
袷
与
の
支
給
総
額
が

多
い
方
を
主
た
る
給
与
と
す
る
よ
う
取
り
計
ら
れ
た
い
。

〈
所
得
税
法
第
｜
八
八
条
）

理
由

、
医
療
機
関
に
対
す
る
事
業
税
の
特
例
措
江
、
即
ち

の
医
療
法
人
に
対
す
．
ろ
事
藁
税
の
軽
減
措
置

（
地
方
税
法
第
七
一
一
条
の
二
二
〉

②
社
会
保
険
診
療
鍋
酬
に
か
か
る
事
業
税
の
非
課
税
措
置

（
同
法
第
七
二
条
の
一
四
及
び
第
七
二
条
の
一
七
）

を
現
行
ど
お
り
存
鏡
さ
れ
た
昭

非
常
勤
医
師
の
袷
与
所
得
源
泉
徴
収
税
額
は
所
得
税
法
第

す
る
こ
と
。

（
所
得
税
法
第
筥
○
四
条
第
一
項
〉

所
得
税

事
業
税
関
係

」．

ﾉ）

法
人
税
関
係

十

そ
の
法
人
組
織

年
度
税
制
改
正
要

運
営
の
す
べ
て
に
頁
り

」
の
」

知
吻
三

民
法
第

○
円
灸
の
適
用
を
可
能
に

事

項四
条
の
公
益
法



人
の
そ
れ
を
雛
用
し
て
い
る
．
し
か
も
、
剰
余
金
の
配
当
禁
止
と
業
務
上
附
帯
粟
務
に
つ

い
て
の
制
限
が
あ
り
、
医
療
事
業
の
公
益
的
性
格
と
併
せ
て
、
協
同
組
合
等
と
比
較
し
、

そ
の
位
矼
づ
け
に
即
応
し
た

同
率
の
二
六
％
の
税
率
を
遺
用
さ
れ
た
い
．

⑭
ま
た
特
定
の
医
療
法
人
は
、
そ
の
組
繊
辺
官
及
び
吸
終
財
産
の
舟
■
が
、
社
会
福
祉
法

人
ま
た
は
厚
生
連
医
療
機
関
と
同
一
の
条
件
に
あ
る
以
上
、
税
法
上
も
同
等
な
非
課
税
法

人
と
さ
れ
た
い
。

（
理
由
）

の
火
災
に
よ
る
災
寄
の
多
発
か
ら
、
消
防
・
防
災
査
察
は
一
段
と
強
化
さ
れ
、
殊
に
人
体

の
安
全
、
保
護
を
至
上
命
令
と
す
る
医
療
施
設
に
つ
い
て
は
、
建
築
基
準
法
及
び
医
療
法

に
規
定
す
る
安
全
確
保
の
た
め
の
諸
設
備
の
実
施
、
履
行
の
徹
底
が
期
せ
ら
れ
て
い
る
．

②
規
定
さ
れ
る
諸
設
備
の
完
全
実
施
は
も
と
よ
り
制
度
の
廻
旨
を
生
か
し
、
酎
火
及
び
防

災
施
設
の
改
普
、
促
進
を
は
か
る
た
め
に
も
、
特
例
措
置
が
必
要
で
あ
る
．

⑧
耐
火
建
築
物
季
、
耐
火
及
び
防
災
施
設
を
取
得
し
、
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
は
以
後

五
年
以
内
の
日
を
含
む
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、
普
通
伍
却
限
度
の
一
○
○
％
の
割
増
償

却
を
認
め
る
こ
と
．
〈
昭
和
四
九
年
一
一
一
月
三
一
日
限
り
廃
止
さ
れ
た
措
江
法
四
八
条
の
耐

１

火
建
築
物
の
鯛
増
償
却
の
復
活
〉

五
、
病
院
、
診
療
所
等
医
療
機
関
の
耐
火
構
造
を
有
す
る
建
物
、
建
築
物
及
び
防
火
施
設
に

対
す
る
割
増
償
却
制
度
を
設
け
る
こ
と
．
特
に
防
災
施
設
に
つ
い
て
は
、
大
幅
の
別
増
便

印
制
度
を
設
け
る
こ
と
．

四
、
中
小
企
業
新
技
術
体
化
投
資
促
進
税
制
（
メ
カ
ト
ロ
減
税
）
の
対
象
機
器
の
範
囲
を
拡

大
さ
れ
た
い
．

〈
瑠
由
）

病
院
の
施
《
識
基
準
は
患
者
等
の
収
容
に
五
応
し
た
環
境
条
件
を
要
求
し
て
い
る
、
老
朽

化
し
た
設
備
に
つ
い
て
は
、
耐
用
年
数
未
満
で
も
改
善
命
令
に
よ
る
更
新
が
義
務
づ
け
ら

れ
、
国
際
登
録
ホ
テ
ル
等
と
比
較
し
て
も
、
そ
の
耐
用
年
数
は
よ
り
短
績
さ
れ
る
べ
き
で

〈
理
由
）

中
小
企
業
新
技
術
体
化
投
資
促
進
税
制
（
メ
カ
ト
ロ
減
税
〉
の
対
象
機
器
の
範
囲
を
拡

大
し
、
医
療
設
備
の
近
代
化
と
そ
の
整
備
充
実
の
促
進
を
は
か
ら
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。

あ
る
。

建
物
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
三
六
年
、
建
物
附
帯
設
備

用
年
数
と
同
零
以
下
の
年
数
に
短
縞
さ
れ
た
い
．

相
凝
税
関
係

病
院
用
建
物
お
よ
び
建
物
附
帯
設
何
に
つ
い
て

〈
耐
年
省
令
別
表
第
一
〉

』
の
①

法
定
耐
用
年
数
を
短
箔
す
る
こ
と
。

年
等
登
録
ホ
テ
ル
業
等
の
耐



四

〈
理
由
〉

①
現
在
、
公
的
医
療
機
関
の
経
営
す
る
病
院
、
診
療
所
に
お
い
て
直
接
そ
の
用
に
供
す
る

固
定
資
産
ま
た
は
不
動
産
に
つ
い
て
は
、
固
定
資
産
税
ま
た
は
不
動
産
取
得
税
は
非
課
税

と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
、
特
定
医
療
法
人
に
つ
い
て
も
、
そ
の
設
置
す
る
医
療
関
係
者
の

養
成
所
に
お
い
て
、
直
接
教
育
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
ま
た
は
不
動
産
に
つ
い
て
は
、

固
定
資
産
税
ま
た
は
不
動
産
取
得
税
は
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
。
（
地
方
税
法
第
七
三
条

の
四
第
一
項
三
号
及
び
同
法
一
一
一
四
八
条
第
一
一
項
九
号
）

②
珠
に
、
特
定
医
療
法
人
は
、
特
に
強
い
公
益
性
を
義
務
づ
け
ら
れ
た
医
療
法
人
で
あ
り

そ
の
要
件
か
ら
み
て
、
公
的
医
療
梱
関
と
何
等
変
わ
る
こ
と
の
な
い
取
扱
を
さ
れ
て
し
か

る
べ
き
で
あ
る
．

③
税
制
上
協
同
組
合
等
に
位
近
づ
け
ら
れ
て
い
る
特
定
医
療
法
人
に
お
い
て
は
、
協
同
組

合
経
営
の
病
院
・
診
療
所
の
不
動
産
取
得
税
及
び
固
定
資
産
税
は
非
課
税
と
な
っ
て
お
り

ま
す
の
で
、
こ
れ
と
同
扱
の
措
置
を
と
ら
れ
る
よ
う
要
望
す
る
。
〈
地
方
税
法
第
七
三
条

の
四
第
一
項
八
及
び
同
法
第
一
一
一
四
八
条
第
二
項
一
一
号
の
一
一
一
）

④
そ
の
他
の
医
療
法
人
に
つ
い
て
も
、
社
会
保
険
診
療
機
関
及
び
粒
急
医
療
機
関
の
整
備

に
か
ら
め
て
、
全
国
一
率
に
軽
減
措
置
を
適
用
さ
れ
ま
す
よ
う
要
望
す
る
。

（
理
由
〉

①
現
在
、
医
療
法
人
の
出
資
持
分
の
評
伍
は
範
資
産
価
額
方
式
に
加
え
、
事
業
承
継
税
制

の
改
正
に
伴
い
、
比
準
す
べ
き
類
似
業
酒
と
し
て
「
恥
一
二
五
そ
の
他
の
産
業
」
の
算

式
を
適
用
し
、
算
出
す
る
こ
と
に
な
っ
た
．
し
か
し
な
が
ら
、
比
準
す
べ
き
類
似
業
種
株

眉
は
そ
の
後
急
上
昇
し
、
昭
和
五
七
年
に
比
し
昭
和
六
○
年
に
は
一
・
八
倍
に
達
し
、
不
合

理
な
も
の
と
ｆ
産
っ
て
い
る
．

②
本
来
、
類
似
薬
種
株
価
は
市
場
性
を
前
提
と
し
て
形
成
さ
れ
て
い
る
が
、
医
療
法
人
の

出
資
持
分
は
、
そ
の
性
格
上
公
益
性
と
配
当
禁
止
を
前
提
と
し
て
い
る
た
め
頬
似
業
種
と

比
準
す
る
こ
と
は
、
著
し
く
実
情
に
反
す
．
る
も
の
で
あ
る
。

固
定
資
産
税

医
療
法
人
が
建
言
す
る
病
院
、
診
療
所
及
び
看
護
学
校
等
パ
ラ
メ
デ
ィ
カ
ル
養
成
施
設

に
お
い
て
、
直
接
そ
の
用
に
供
す
る
固
定
資
産
ま
た
は
不
動
産
に
つ
い
て
固
定
資
産
税
ま

た
は
不
動
産
取
得
税
を
非
課
税
と
さ
れ
た
い
．

医
療
法
人
出
資
持
分
に
対
す
る
評
価
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
改
め
、
評
価
の
適
正
化

を
は
か
ら
れ
た
い
．

①
比
期
す
・
べ
き
類
似
業
種
区
分
を
、
現
行
の
「
駒
一
二
瓦
そ
の
他
の
産
業
」
を
改
め

新
た
に
房
療
法
人
の
区
分
を
設
け
る
こ
と
．

②
又
は
、
出
資
持
分
の
評
価
を
、
出
資
額
面
価
額
と
す
る
こ
と
．

不
動
産
取
得
税
関
係

］
の
①



昭.和６１年１２月１日

裏室 三週

ﾖﾋﾟ見毛Ｅ～禾兇詣皿訳】裂王会冒０二弐うし、‐て村互言寸

可コクフ曰二本ｇ二基２イ寸カロイ面Ｉ直赤児０二一つき～‐そ

α＞〕直」年ヨンウざＥ三蚕蕊厩蓬】イ系↓二ま-ご丞之／し六三ｺG易

一合６コニー［垂】辰豊直三ヨ壷クフ伍塞＝ビーフつぐ述鬘ｋ喪を『【EＬ

霊夢－す－る要［五と乏自ごりヨミ－す－－

医Ｅ髭葛主うよてノピヨ圖言隻女舗皇等ﾆクフ 蓬負Ｅ蘓穿圭蓬ｊ五】之

国ｕ２てノピ０二匡三ヨ意§う行二身為グつ望窪石起Ｅと弓色ｃるＥ三歪蕊

ｵ幾号号～直三雲蓮翫占～医Ｅ癌fgj三月フIゴーラl笠トー亭０二一つ

し、－て～夛厚言果秒Ｅと－す￣るよう要三塁しま

－す‐。
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昭和Ｇ２年３月２３曰

厚生省健康政策局長

竹中浩治殿

皇昌要＝

厚生省はこの度、「新たな医療関係職種の資格制度の在り方に関する

検討会」芝設置されましたが、この検討会の委員に四病院団体の代表

が参加していないのは誠に遺憾であります。医療関係の各種検討会には

必ず四病院団体の代表を加えるよう要望します。

なお、医療関係職種の資格制度の検討に当たっては、厚生省原案の他

に、

臨床心理士

医療情報及び病歴業務

人工透析業務

細胞診業務（病理検査領域）

聴力平衡機能検査業務（耳鼻科領域）

消毒、滅菌業務（中央材料部門）

１
２
３
４
ｓ
Ｓ

等に関する職種についても資格化するよう要望します。

また、資格取得の認定に当たっては、民間病院団体の意見も反映する

よう要望します。

－１８８－



顧問・参与 昭和62年３月３１日現在

役職名
一

顧問

属 連絡先 電話所

ご＝ムーＬ冷些゛ 戸豈Ｐ

ﾅ4F22-3Ｆ声4F393

６１．７．２７没

０５５０－２－１８３７中伊豆リハビリテーションセンター顧問ｌ４１２１静岡県御殿場市二の岡１－１７－２６（自宅）〃｜東陽

名鉄病院名誉院長

（自宅）

病院システム開発研究所会長

（自宅）

佼成病院名誉院長

愛知県名古屋市西区松前町３－４５
" 南区霞町７８

東京都港区北青山２－５－８

ハザマビルジング内

〃世田谷区代田４－１０－１６

東京都練馬区中村南３－２４（自宅）

阿久津慎 0５２－５５１－６１２１

０５２－８１１－４００５

０３－４７０－６９７８

4５１

４５７

１０７

ﾉソ

左奈田幸夫"

０３－３２８－０８３０

０３－９９０－９５８９

1５５

１７６小野田敏郎"

大阪府大阪市住之江区東加賀屋1-18-18
〃 住吉区帝塚山中１－８－９

三重県津市南新町１７－２２

〃新町１－２－３６

東京都千代田区神田駿河台２－５

内藤景岳 総合病院南大阪病院院長

（自宅）

遠山病院理事長・名誉院長

（自宅）

杣日本医師会会長

０６－６８５－０２２１

０６－６７３－４１３０

０５９２－２７－６１７１

０５９２－２８－５２１０

０３－２９１－２１２１

５５９

５５８

５１４

５１４

１０１

''

遠山豪"

羽田春菟"

東京都千代田区永田町２－１－１

参議院議員会館７３３号室

東京都千代田区永田町２－１－１

参議院議員会館４０８号室

参議院議員’１００大浜方栄 ０３－５８１－３１１１

内５７３３

０３－５８１－３１１１

内５４０８

９L44-24F4-0q-3-4

HF6F8＝子3-36F6F2

６２．１．２５没

０３－２６４－３１８０

ﾊﾞｸﾞ

参議院議員１１００宮崎秀樹"

凡
”

、′ロＵ＞Ｉ、

ﾖ畠壱

渡邊進｜㈱日本病院共済会社長’１０２ 東京都千代田区三番町７－２

ヴィラロイヤル三番町２０４

埼玉県浦和市前地２－１１－８

京都府京都市下京区東中筋花屋町下ル

柳町３３５(自宅）

大分県大野郡三重町宮野3964-1
〃大分市東春日町５－３

スカイメゾンクローバー８０６０１号室

富山県富山市今泉３０－１メゾン今泉318

（自宅）

東京都新宿区戸山１－２１－１３

〃世田谷区粕谷3-15-17-204

東京都新宿区戸山１－２１－１

〃小金井市本町６－９－１４

東京都渋谷区神南２－２－１

神奈川県横浜市保土ケ谷区桜ケ丘188

東京都中央区明石町１０－１

〃板橋区志村1-34-7-1004

東京都渋谷区神宮前５－８－２

"

大＆￥吾|神戸市立中央市民病,A認|謡
0４８８－８５－７６３３

"

0７５－３７１－００７８

０９７４２－２－０３５７

徳岡三郎|大分県立三重病院(雷|脚
ﾉア

0９７５－３２－７８０１

村田勇｜富山県立中央病院名誉院長１９３９"

0７６４－２２－０７３０

０３－２０３－５３２７

０３－３０９－７１８１

０３－２０２－７１８１

０４２３－８１－０６０９

０３－４６５－１１１１

０４５－３３１－２９３８

０３－５４１－５１５１

０３－９６９－７９３３

０３－４００－８３３１

参与

蕊醤j:iLi認（自宅）
1６２

１５５

１６２

１８４

１５０

２４０

１０４

１７４

１５０

ﾊﾞｸﾞ

"

''

”

田村善藏｜杣日本病院薬剤師会会長’１５０１東京都渋谷区渋谷２－１２－１５薬学会館’03-406-0485〆〃

－１８９－



役員

経営主体都道府県 所在地病院名役職名 電話

=＆|千葉県|諸…|総合病院国保旭中央病院|市蕊
旭市イの１３２６

旭市イの１８６３

東京都目黒区中目黒１－１－１７

恵比須苑２１１

南佐久郡臼田町大字臼田１９７

南佐久郡臼田町大字臼田

２，２１１－２

品川区北品川１－２３－１９

渋谷区南平台４－８
アジアマンション２０７

枚方市中宮東之町12-14

枚方市大垣内町ｌ－３－３７

秋田市中通１－４－３６

秋田市高陽青柳町１４－２

水戸市双葉台３－３

水戸市見和２－２５－１０

土浦市真鍋新町１１－７
土浦市真鍋新町３－１１

ハイツ新真鍋104号
蕨市北町２－１２－１８

東京都杉並区南荻窪１－７－１１

289-25

289-25

１５３

04796-3-8111

04796-2-0368

03-711-6604

副会長|長野県|若月俊一|厚生連佐久総合病院|厚毛毫|;鰍
0267-82-3131

0267-82-2045

Ⅱ東京都|河野稔|北品川総合病院|公益詮
１４０

１５０

03-474-0023

03-463-2455

催溌擢
５７３

５７３

０１０

010

311-41

３１０

３００

３００

３３５

１６７

0720-47-2606

072ト43-8360

0188-34-3361

0188-24-4484

0292-54-5151

0292-53-0666

0298-23-3111

0298-23-8163

0484-32-2277

03-332-0112

６２．３．３１退墹

045-421-8944

045-421-8946

0764-41-2481

0764-32-3207

0534-74-2222

0534-73-8737

052-221-1851

052-951-2420■1111照L溌蕊
２２２

２２２

９３０

９３０

４３０

４３０

４６０

４６１

横浜市港北区菊名７－１－１１

横浜市港北区菊名７－１－１１

富山市五福１１３０

富山市五福２５７６－８

浜松市住吉２－１２－１２

浜松市和合町１５４

名古屋市中区栄１－３０－１

名古屋市東区泉１－１７－３
第２オレンジビル８Ｆ－Ａ

久居市新町１０２２

津市渋見町７７０－３５

京都市伏見区京町９－５０

京都市伏見区京町９－３６

大阪市天王寺区筆ケ崎町５－５３

大阪市住吉区帝塚山中２－８－１５

大阪市城東区東中浜１－３－１７

兵庫県芦屋市三条町２３－５

尼崎市杭瀬本町２－１９－１５

伊丹市鈴原町７－４９－２

高知市桜井町２－７－３３

高知市愛宕山南町４－３７

福岡市中央区薬院４－６－９

福岡市中央区薬院４－５－９

熊本市段山本町４－３８

熊本市水前寺公園2７－１

宅
人
宅
赤
宅
人
宅
人
宅
県
宅
人
宅
会
宅

国
自
雛
自
自
雛
目
自
鮒
目
自
生
目

医
日
医
個
都
個
済

院
院
院
院
院
院
院
院

病
病
輔
病
病
蜥
病
病

中
南
耽

津
十

立
本
嚇
道
生
勵
城
釧

知
岡
生

国
岡
大
大
優
高
福
済

通
一
皎
學
彦
二
文
｜

隆
行
慶
博
義

崎
本
杉
、
道
村
藤
山
浦

本
岡
岡
二
大
北
近
菱
三

県
府
府

県
県
県
県

重
都
阪
〃
庫
知
岡
本

三
京
大

兵
高
福
熊

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

、
４
２
２
３
８
６
９
０
４
０
０
０
０
０
２

４
１
１
１
４
５
３
５
６
６
８
８
１
１
６
６

皿
５
６
６
５
５
５
６
６
６
７
７
８
８
８
８

O5925-5-312C

O592-25二4030

075-611-1114

075-612-1313

06-771-5131

06-671-2306

06-961-1110

0797-34-0126

06-488-1851

0727-81-1785

0888-82-1211

0888-75-4220

092-531-7031

092-531-577E

O963-54-9162

0963-84-0192

－１９０－



理事

都道府県 二主体役職名 病院名 所在地 電話

理](;l隣太iWiIliHjHjHI1U篭
旭川市曙１条１丁目

旭川市神居４条４丁目

盛岡市本町通１－１－１

盛岡市天神町13-2O

山形市七日町１－３－２６

山形市あこや町２－１４－１

０
０
０
０
０
０

７
７
２
２
９
９

０
０
０
０
９
９

|:ﾘﾆ柵：

|■i識

｡福１１県'1:iinll繋Ｉ蟇
いわき市常磐上場長谷町上ノ台２

いわき市常磐湯本町栄田７１

白河市横町１１４

白河市昭和町２４９－３

会津若松市一箕町大字鶴賀字

船ケ森東１８１－l

会津若松市日新町６－１７

聿鵜需圭委奇肥4丁'７
第６チサンマンション308号

比企郡小川町小ｊＩｌ１５２５

東村山市大字高坂１３９１－１

干葉市長洲２－２１－８

干葉市長洲２－２１－１６

中央区明石町１０－１

中央区明石町８－３１

葛飾区金町３－４－５

干葉県松戸市中矢切４８８－２８

情瀬市旭が丘１－２６１

練馬区東大泉３－．３８－１O

千代田区内幸町１－３－２

目黒区上目黒３－３１－５

秦野市桜町１－４－５

藤沢市辻堂東海岸４－１４－４

横浜市神奈川区入江２－１ト１

横浜市中区石川町２－７８

富山市今泉２９２

富山市高屋敷８５５－４

河北郡高松町宇内高松ヤー３６

金沢市小立野２－１４－２３

甲府市中央１－１２－６

甲府市中央１－１２－６

駒ケ根市赤穂３２３O

駒ケ根市赤穂４１４５

岐阜市野一色４－６－１

岐阜市光明町３－３－２

９７２

９７２

９６１

９６１

９６５

宅
会
宅
赤
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
人
宅
赤
宅
人
宅
村
宅

自
生
目
自
雛
自
雛
目
雛
自
雛
自
雛
自
目
雛
自
町
自

済
日
医
公
医
医
医
日
医
市

１
１
淵
１
１
刮
阿
１
１
園
刊
１
Ｊ
開
１
１
目
Ⅷ
１
Ｊ
岡
１
１
園
刊
Ｉ
引
例
１
１
園
１
１
固
刎
ｌ

爺
病
病
病

邦
字
病
際
科
病
病
輔
舗
僻

』
汁
戸
加
州
本
比
肺
噸
蚫

谷
十
総
則

枳
川
路
山

栃
小
柏
聖
高
織
日
秦
大
富
■

柏
長
英
城
螢
慶
雄
也
肇
一
一

重
正
永
正
邦
節
礼

崎
坂
戸
野
山
本
瀬
野
田

宮
井
柏
牧
高
織
深
崖
小
石

県
県
県
都

県
県

木
玉
葉
京
〃
〃
〃
割
〃
山
。

栃
埼
千
東

神
富

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

９６５

３２０

320

355-03

３５５

２８０

２８０

１０４

１０４

１２５

２７１

２０４

１７７

１００

１５３

２５７

２５１

２２１

231

930-11

930-11

92伜1２

９２０

４００

400

399-41

39伜4１

５００

５００

都道府県

自宅

医療法人

自宅

市町村

自宅

都道府県

自宅

道下忠蔵 石川県立高松病院〃｜石川県

許山陸 許山胃腸病院〃｜山梨県

昭和伊南総合病院小口源一郎”｜長野県

岐阜県立岐阜病院高橋善彌太〃｜岐阜県

岐阜市一番町１

岐阜市一番町l

静岡市北安東４－２７－１

静岡市緑町８－４

個人

自宅

都道府県

自宅

藤掛第一病院藤掛敏 ５００

５００

４２０

４２０

ﾊﾞｸ ”

静岡県立総合病院好秋馬〃｜静岡県

－１９１－



経営主体都道府県 病院名 所在地役職名 電話

村
宅
人
宅
人
宅
会
宅
人
宅
人
宅
村
宅

町
自
離
自
雛
自
生
自
雛
自
雛
自
町
自

市
医
医
済
医
医
市

院
院
院
院
院
部
院

病
病
病
献
病
鉢
脈

生
会
合
舛
納
蹴
肺

陶
柵
総
融
加
入
立

立
合
本
陥
合
難
所

公
総
山
大
総
医
神

守
研
郎
忠
美
勝
郎

獣
正
繁
三

田
藤
保
島
納
後
東

寺
伊
安
豊
加
中
安

県
県
府

県

知
〃
重
阪
〃
〃
庫

愛
三
大

兵

事

〃
〃
〃
〃
〃
〃

理

瀬戸市西追分町１６０

瀬戸市南山町３－３８

－宮市桜１－９－９

－宮市東島町２－４０

桑名市寿町３－１１

桑名市船馬町１１

大阪市北区芝田２－１０－３９

吹田市古江台１－２０－１０

大阪市大淀区天神橋７－５－２６

西宮市霞町４－１７

大阪市北区兎我野町４－１２
ニューナショナルビル５Ｆ

西宮市愛宕山１５－４２

神戸市長田区一番町２－４

神戸市東灘区本山北町
４－７－５９－１３０６

神戸市東灘区本山中町4-1-8

神戸市東灘区岡本６－１－２６

加古川市尾上町長田５２５

加古川市尾上町池田７６９－１

御所市大字池の内１０６４

御所市大字柏原１６０４

和歌山市友田町２－２８

和歌山市新内２１７

和歌山市塩屋６－２－７０

海南市日方１１８８

岡山市大元１－１－５

岡山市厚生町１－１２－１８

山口市八幡馬場５３－１

山口市後河原３３

高知市新本町２－１３－５１

高知市薊野２０１８

高知市入明町１－５

高知市大111筋２－７－３

福岡市南区大楠３－１－１

福岡市南区筑紫丘2-18-26

長崎市寵町７－１８

長崎市平野町２１－９

西茨城郡友部町鯉渕６５２８

水戸市河和田東原１４９－１

横須賀市追浜町３－７

横須賀市追浜町３－７

長浜市宮前町１４－７

長浜市八幡東町大字下牛丸５４O

新宿区西落合１－２７－１０

豊島区駒込１－１３－１６

９
９
１
１
１
１
０
５
１
２
０
２
３
８

８
８
９
９
１
１
３
６
３
６
３
６
５
５

４
４
４
４
５
５
５
５
５
６
５
６
６
６

0561-82-5101

0561-8Ｂ7031

0586-72-1211

0586-73-6110

0594-22-1211

0594-22-5897

06-372-0333

06-872-0810

06-351-5381

0798-36-6000

06-31岳0576

0798-7＄7278

078-576-5251

078-452-7963

６２．３３１退職

O78-451-1221

078-431-1088

0794-23-2123

0794-23-5619

07456-2-2058

0745ヶ2-2765

0734-31-0351

0734-22-5138

0734-44-1600

07348-2-8035

0862-41-6888

0862-23-0034

0839-23-0111

0839-22-0270

0888-22-1201

0888-45-7284

0888-22-5155

0888-25-2626

092-521-1211

092-541-4401

0958-21-1214

0958-441984

02967-7-1121

0292-52-6865

0468-65－3133

0468-65-3133

07496-3-2111

07496-2-2224

03-951-9116

03-945-6068

臥
醜
臥
畦
臥
臨
臥
醜
勘
舵
人
舵
赤
埖
赤
臨
臥
醜
赤
舵
馴
鎧
鵬
臨
臥
暁
赤
酩
人
醗

療
療
療
療
療

療
会
道
療

医
医
医
医
医
個
日
日
医
日
社
法
都
医
日
個

院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

病
病
帳
病
蜥
鑪
帝
輔
病
輔
病
蜥
病
字
病 病

地
鴻
村
剛
も
鞭
汁
村
墹
》
》
梅
赤
井

ま
十

り
津

歌
お
舗
知

》
浜

宮
は
秋
中
和
お
総
高
岡
福
十
茨
鳥
長
河

男
次
溢
生
苗
久
一
彬
雄
郎
治
潔
次
晃
博

章
巨

知
素
了
香
泰
正

一
登
光
松

地
尾
村
藤
本
冨
崎
村
塚
永
川
山
津
井

宮
荒
南
中
遠
山
吉
長
岡
鍬
岩
戸
青
財
河

県
県
県
県
県

県
県
県
県
県
都

〃
〃
良
珈
〃
山
口
知
〃
岡
崎
城
劇
賀
京

奈
和
岡
山
高

福
長
茨
神
滋
東

事
会
長
会
長

〃
韻
熊
議

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

摩
ユ
代
議
代
副

８
８
５
５
皿
皿
０
０
１
２
０
０
３
３
０
０
０
０
５
５
０
２
Ⅳ
似
７
７
６
６
１
０

５
５
７
７
」
伜
４
４
４
４
０
０
５
５
８
８
８
８
１
１
５
５
ザ
ル
３
３
２
２
６
７

６
６
６
６
岡
田
６
６
６
６
７
７
７
７
７
７
７
７
８
８
８
８
釦
別
２
２
５
５
１
１

－１９２－



代議員

没職名． 都道府県 経営主体病院名 所在地 電話

員議
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

道
県
県
県
県
県
県
県

県
県
県
県

都
県

海
〃
森
〃
手
〃
城
〃
田
〃
形
〃
島
”
城
〃
”
木
”
馬
”
玉
”
葉
〃
〃
京
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
”
〃
菊

北
青
岩
宮
秋
山
福
茨

栃
群
埼
千

東
神

戸
田
武
村
光
山
野
寺
嵐
戸
橋
田
宿
辺
宅
沢
藤
藤
崎
木
上
藤
橋
田
瀬
村
川
村
藤
井
桁
井
地
沢
森

野
十

野
嘉
野
末
中
倉
遠
丹
小
五
瀬
高
篠
本
渡
三
林
会
斎
佐
長
山
高
井
斉
一
一
一
早
川
河
中
野
項
平
井
河
金
前
藤

也
潔
政
雄
宏
知
男
郎
卓
士
一
男
尚
光
夫
樹
孝
郎
明
洋
学
夫
一
弘
稔
敏
臣
太
一
一
一
朗
司
英
正
博
夫
彦
平

喜
次

与

達
保
登
美
三
淳
泰
浩
昭
正
和
茂
達
文

紹
寿

正
貞
一
三
益
祐
直
孝
嘉
伯
一 ilj

浦河郡浦河町東町ちのみ1-2-1

札幌市白石区平和通3死５－３
十和田市西12番町１４－８

五所川原市字一ツ谷160

北上市花園町１－６－８

盛岡市下ノ橋町６－１４

仙台市清水小路３－１

仙台市長町２－４－１８

大曲市通町１－３O

秋田市南通みその町３－１５

長井市宮378

山形市桜町２－６８

伊達郡国見町大字塚野昌耒木ｕ
福島市北町１－４０

西茨城郡岩瀬町大字鍬田604

水戸市宮町３－２－７

東茨城郡大洗町大貫町915

大田原市住吉町２－７－３

河内郡南河内町大字薬師壷,,_，
前橋市朝日町３－２１－３６

高崎市上佐野町786-7

深谷市大字上野台856-1

上福岡市上福岡１－１４－７

千葉市椿森４－１－２

習志野市津田沼５－５－２５

茂原市町保３番地

品川区東大井５－８－１２

大田区南蒲田2-19--2

千代田区九段南２－１－３９

葛飾区東金町４－２－１０

葛飾区東金町１－３５－８

品川区東大井６－３－－２２

清瀬市竹丘３－３－３３

新宿区西落合１－２７－１０

北区中里１－５－６

杉並区阿佐ケ谷南2-14-3

111崎市川崎区新川通1２－１

７
２
４
７
４
０
０
２
４
０
３
０
Ⅳ
０
９
０
１
４
９
１
０
６
６
０
５
７
０
４
２
５
５
０
４
１
４
６
０

５
６
３
３
２
２
８
８
１
１
９
９
臥
６
０
１
１
２
２
７
７
６
５
６
７
９
４
４
０
２
２
４
０
６
１
６
１

０
０
０
０
０
０
９
９
０
０
９
９
肥
９
３
３
３
３
３
３
３
３
３
２
２
２
１
１
１
１
１
１
２
１
１
１
２

01462-2-5111

011-861-8171

01762-3-5121

0173-34-3315

0197-64-7722

0196-51-2111

0222-66-7111

0222-48-0161

01876-3-2111

0188-33-1122

02388-4-2161

0236-22-1711

024585-2121

0245-22-9156

02967-5-3171

0292-31-2371

02926-7-2191

02872-3-1122

0285-44-2111

0272-24-4585

0273-47-1177

0485-71-1511

0492-62-3131

0472-51-5311

0474-54-1511

0475-25-1131

03-474-2701

03-738-8221

03-262-9191

０３６０７－０００７

03-600-9001

03-764-0511

0424-93-6111

03-951-9116

０３８２１６４３３

03-314-5429

044-233-5521

61.12.1退職

0427-54-2222

044-222-2111

02506-2-2780

0258-35-3700

025267-1251

相模原市淵野辺３－２－８

１１１崎市川崎区新川通ｌ－１５

北蒲原郡水原町岡山町13-23

長岡市福住２－１－５

新潟市西有明町１－２７

章
郎
郎
平
卓

一栄
一
宏

淵野辺病院

総合新川橋病院

水原郷病院

厚生連中央綜合病院

信楽園病院

医療法人

医療法人

市町村

厚生連

社会福祉
法人

士
内
寺
亀
青

屋
海
田
山
池

２２９

２１０

９５９

９４０

９５０

’ノ

ノク

新潟県

"

ノノ

〃
〃
〃
〃
〃

－１９３－



経営主体都道府県 電話所在地病院名役職名

富山市西長江22O

高岡市西海老坂字大坪362

金沢市南新保町ヌ153

能美郡辰口町字下開発ル１１－１

福井市月見２－４－l

福井市中央２－８－６

大月市大月町花咲1225

甲府市若松町４－７

長野市大字若里1512-1

松本市城西１－５－１６

岐阜市岩倉町３－３６

美濃加茂市古井町下古井2565

静岡市追手町10-93

浜松市富塚町328

田方郡伊豆長岡町長岡1129

半田市東洋町２－２９

名古屋市昭和区妙見町２－９

名古屋市中川区松年町４－６６

豊田市小坂町７－８０

瀬戸市南山町１－５３

桑名市大字北別所435

津市乙部５－３

長浜市宮前町1４－７

大津市坂本本町660

京都市下京区四条堀川下ル

京都市伏見区石田森南町２８－１

高槻市阿武野１－１－１

大阪市大正区泉尾４－１３－２０

和泉市肥子町１－１０－１７

大阪市旭区新森４－１３－１７

大阪市旭区清水３－２８－１７

伊丹市昆陽池１－１００

姫路市龍野町５－３０－１

姫路市本町１５

神戸市西区北山台３－１－１

奈良市杉ケ町２４

奈良市船橋町８

和歌山市小松原通り４－１

富山県立中央病院

万葉病院

石川県立中央病院

辰口芳珠記念病院

福井赤十字病院

福井県済生会病院

大月市立中央病院

小野病院

長野赤十字病院

城西病院

岐阜赤十字病院

木澤病院

静岡市立静岡病院

県西部浜松医療センター

順天堂伊豆長岡病院

半田市立半田病院

名古屋第二赤十字病院

名古屋披済会病院

三九朗病院

青山病院

桑名市民病院

柳瀬病院

長浜赤十字病院

琵琶湖病院

京都四条病院

武田病院

総合病院高槻赤十字病院

大阪府済生会泉尾病院

府中病院

中野小児病院

牧病院

｢市立伊丹病院

姫路赤十字病院

城南多胡病院

廣野高原病院

済生会奈良病院

沢丼病院

和歌山赤十字病院

都道府県

医療法人

都道府県

医療法人

日赤

済生会

市町村

医療法人

日赤

医療法人

日赤

医療法人

市町村

市町村

学校法人

市町村

日赤

公益法人

医療法人

医療法人

市町村

個人

日赤

医療法人

医療法人

医療法人

日赤

済生会

医療法人

医療法人

医療法人

市町村

日赤

医療法人

医療法人

済生会

公益法人

日赤

O764-24-1531

0766-24-2163

0762-37-8211

0761-51-5551

0776-36-3630

0776-23-1111

05542-2-1251

0552-33-4174

0262-26-4131

0263-33-6400

0582-31-2266

05742-5-2181

0542-53-3125

0534-53-7111

05594-8-3111

0569-22-9881

052-832-1121

052-652-7711

0565-32-0282

0561-82-1118

0594-22-7111

0592-27-5585

07496-3-2111

0775-78-2023

075-361-5471

075-572-6331

0726-96-0571

06-552-0091

0725-41-1646

06-952-4771

06-953-0120

0727-77-3773

0792-94-2251

0792-25-2211

078-994-1155

0742-22-6881

0742-23-3086

0734-22-4171

0984-2剤一3］８I

６１．１１．２９没

0734-23-2300

９３０

933

920-02

923-12

９１０

９１０

４０１

４００

３８０

３９０

５０２

５０５

４２０

４３２

４１０

４７５

４６６

４５４

４７１

４８９

５１１

５１４

５２６

５２０

６００

６０１－１３

５６９

５５１

５９４

５３５

５３５

６６４

６７０

６７０

673-02

６３０

６３０

６４０

９３０

933

920-02

923-12

９１０

９１０

４０１

４００

３８０

３９０

５０２

５０５

４２０

４３２

４１０

４７５

４６６

４５４

４７１

４８９

５１１

５１４

５２６

５２０

６００

６０１－１３

５６９

５５１

５９４

５３５

５３５

６６４

６７０

６７０

673-02

６３０

６３０

６４０

崎
岸
登
丼
野
沢
田
野
木
戸
澤
村
尾
池
田
永
田
藤
山
木
瀬
津
藤
野

木
々

吉
川
能
仲
向
藤
安
小
青
関
井
木
野
村
菊
吉
一
邑
太
加
青
佐
柳
財
加
中

県
県
県
県
県
県
県
県

県
県
府

山
〃
川
〃
丼
〃
梨
〃
野
〃
阜
〃
岡
〃
〃
知
〃
〃
〃
〃
重
〃
賀
〃
都

富
石
福
山
長
岐
静
愛

三
滋
京
■員議
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

代 予
郎
佐
雄
栄
清
宏
蔵
猛
守
彦
彰
平
誠
徳
夫
一
一
次
健
夫
一
一
範
晃
明
進
男
朗
惇
繁
光
孝
一
男
祐
吉
雄
一
夫
』

信
正
良

豊
昭
貞
孝
健
元
鍵
敬
恒

隆
辰

博
安
欣
康
楢
俊
道
陽
暢
山『

田
置
田
口
野
村
田
胡
田
米
井
川

武
日
武
岸
中
牧
木
岡
多
安
久
沢
前

ノァ

大阪府

"

"

”

（′

兵庫県

"

〃

”

奈良県

"

和歌山県

"

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

月山和男１月山病院｜個人’６４０１和歌山市小松原通り１－３"
ﾉア
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都道府県 経営主体:職名 病院名 所在地 電話

員議
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

Ｌ
己 ,鳥取県

"

島根県

"

岡山県

"

"

広島県

”

山口県

"

徳島県

"

香）|｜県

岩
野
杉
赤
秋
木
滝
岩
田
伊
村
松
中
妹

宮緑

島鉄之助

浦純官

水一郎

本若二

田恵三

沢千之助

森茂

阪正利

藤穆

田寿太郎

森茂

西修

尾利夫

辨》擁》”》蝿砺辨祇》率》》
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

辨崇》痒冊》》『》冊》『蔬淨
鳥
野
島
永
総
新
水
広
福
小
村
小
中
高

`鳥取市江津730

倉吉市瀬崎町2714-1

出雲市今市町116

仁多郡横田町大字横田1063-1

岡山市丸の内１－６－２O

新見市新見827-1

倉敷市神田２－３－３３

広島市安佐北区可部町杏売蝉
広島市西区都町４２－７

小野田市大字東高泊1863-1

防府市三田尻１－１－２４

小松島市中田町字新開２８－１

徳島市中通町１－２９

高松市天神前４－１８

６８０

６８２

693

699-18

７００

７１８

712

731-02

７３３

７５６

７４７

７７３

７７０

７６０

0857-26-2271

08582-2-6231

0853-22-5111

08545-2-0250

0862-22-8811

08677-2-2110

0864-44-5333

08266-5-5211

082-292-3171

08368-3-2355

0835-22-2310

08853-2-2555

0886-26-3822

0878-61-3261

６１．４．３０退職

O8774-6-1011

0899-24-1111

0899-43-1151

0888-22-6111

0888-22-7660

092-721-0831

0942-35-3322

0940-42-0145

0952-24-2171

0952-24-5325

0958-26-4231

0958-71-1515

0963-84-2111

0963-54-0055

0975-32-5141

0975-32-6181

0985-24-4181

0982-21-6381

0992-24-2101

0988-53-3134

原
屋
田
本
中
働
手
木
口
口
田
井
金
中
縣
村
松
木
任
嘉

々

藤
士
宮
山
田
兵
丼
佐
井
山
藤
福
松
田
小
岡
本
黒
時
比

和
敏
熈
芳
正
夫
郎
進
潔
之
利
順
暢
夫
昇
雄
一
建
孝
責

之
憲
定
信
彰
稔
貞
一
勇
弾
長
秀
民
幹
研
純

》“》冊關》》鍋》》崎》“》》”辨蝿祢岼
院
院
院
院
院
院
院
院
館
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院
院

蜥
需
病
賄
湘
病
病
舵
病
脈
病
病
病
病
病
病
病

》》峠》四ｍ干啼》艫》》寺病》拝》帝啼拝
総
総
松
高
田
浜
聖
福
佐
至
日
長
熊
田
大
大
宮
黒
鹿
沖

坂出市室町３－５－２８

松山市文京町１

松山市大手町２－６－５

高知市丸ノ内１－７－４５

高知市上町３－２－６

福岡市中央区舞鶴３－５－２７

久留米市津福本町422

宗像郡福間町231O

佐賀市水ケ江１－１２－９

佐賀市田代２－７－２４

長崎市茂里町３－１５

長崎市深堀町１－１１－５４

熊本市長嶺町2255-209

熊本市新市街７－１７

大分市高砂町２－３７

大分市千代町３－２－３７

宮崎市北高松町５－３O

延岡市祇園町２－３－１０

鹿児島市加治屋町20-17

那覇市古波蔵113

２
０
０
０
０
０
０
釦
０
０
２
１
２
０
０
０
０
２
２
０

６
９
９
８
８
１
３
Ｌ
４
４
５
５
６
６
７
７
８
８
９
０

７
７
７
７
７
８
８
別
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
８
９

県
県
県

県
県
県
県
県
県
県

〃
媛
〃
知
〃
岡
〃
〃
賀
〃
崎
〃
本
〃
分
〃
崎
〃
鵬
縄

愛
高
福

佐
長
熊
大
宮
鹿
沖

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
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委員会

委員会名

医療制度委員会

病院名 電話

０２９２－５４－５１５１

０４５－６６２－４７２１

委員長

副委員長

丹野清喜

小西宏

水戸済生会総合病院

済生会神奈川県支部

病院管理運営委員会

銃計調査部会

病院情報センター

医療事務対策部会

防災対策部会

部会長

委員長

部会長

部会長

副部会長

部会長

副部会長

委員長

副委員長

委貝長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員長

副委員長

委員・長

副委員長

委員長

副委員長

大 道學

宅浩之

山博文

山義雄

原知次郎

藤慶二

納繁美

山耕作

津晃

浦義一

大道病院

関東逓信病院

福岡城南病院

岡山病院

小原病院

高知県立中央病院

総合加納病院

聖隷浜松病院

長浜赤十字病院

済生会熊本病院

０６－９６２－９６２１

０３－４４８－６５３７

０９２－５３１－７０３１

０５２－２２１－１８５１

０７８－５２１－１２２２

０８８８－８２－１２１１

０６－３５１－５３８１

０５３４－７４－２２２２

０７４９６－３－２１１１

０９６３－５４－９１６３
菱
岡
小
近
加
中
財

労務福利用度部会

袷食委員会

勤務医対策委員会

教育委員会

通信教育委員会

臨床予防医学委員会

内
辺
橋
村
杉
木
間
村
内
本
屋
野
國
藤
崎
山
能
口
谷
道
能
野

本
伊

登
渡
高
竹
二
鈴
藤
北
竹
岡
士
牧
紀
伊
南
岡
中
西
岸
池
大
西
牧
平

土浦協同病院

国立水戸病院

杏林大学医学部

真
晃
旗
喬
皎
明
行
彦
也
一
章
城
一
一
一
研
溢
通
作
郎
繁
亘
學
郎
孝
彌

政
豊
弘
行
正
隆
永
献

耕
正

正
安
一

０２９８－２３－３１１１

０２９２－３１－５２１１

０４２２－４７－５５１１

０７２５－５６－１２２０

０６－７７１－５１３１

０３－２６３－１３７１

０４８５－２２－０６００

０６－４８８－１８５１

０２４６－４３－４１７５

０７５－６１１－１１１４

０４２７－５４－２２２２

０３－５４１－５１５１

０２９８－５３－２１１１

０５８６－７２－１２１１

０７４５６－２－２０５８

０５９２５－５－３１２０

０５３４－７４－２２２２

０７６４－４１－２４８１

０７２５－４１－１６４６

０４８４－３２－２２７７

０６－９６２－９６２１

０７６４－４１－２４８１

０６－９５３－０１２０

０４５－４２１－８９４４

牽碆匿篝袰夛髪罎
大阪赤十字病院

東京警察病院

藤間病院

優生病院

いわき市立常磐病院

岡本病院

渕野辺病院

聖路加国際病院

筑波大学

総合大雄会病院

秋津鴻池病院

国立津病院

聖隷浜松病院

西能病院

府中病院

蕨市立病院

大道病院

西能病院

牧病院

港北耳鼻咽喉科病院

社会保険老人保健委員会

医療経済委員会

国際委員会

組織委員会

学術委員会

広報委員会

諸規程検討委員会

中小病院対策委員会

財務経理担当

担当副会長

委員長

委員長

担当副会長

各年度

担当理事

担当委員長

担当理事

代表委員

副代表委員

代表委員

国際モダンホスピタルショウ

研修委員会

企画委員会

学会

日本病院学会

日本人間ドック学会

日本診療録管理学会

無料職業紹介事業

病院診療報酬適正化推進会議

椎進委員会

四病院団体連絡協議会

稔
真
之
夫
長
皎
旗
英
夫
藏
夫

北品川総合病院

土浦協同病院

関東逓信病院

秋田赤十字病院

浩
吉

政
正
芳
源
芳

〈云
野
内
宅
本
杉
橋
戸
橋
澤
橋

本
河
登
三
竹
学
一
一
高
柏
諸
有
諸

０３－４７４－００２３

０２９８－２３－３１１１

０３－４４８－６５３７

０１８８－３４－６５３７

大阪赤十字病院

杏林大学医学部

柏戸病院

国保旭中央病院

有澤総合病院

国保旭中央病院

Ｏ６－７７１－５１３１

０４２２－４７－５５１１

０４７２－２３－８３６６

０４７９６－３－８１１１

０７２０－４７－２６０６

０４７９６－３－８１１１

－１９６－



(皇繍鰯鰡）各種委員会委員名簿
(順不同）

1．医療制度委員会（担当副会長若月俊一）

丹野清喜委員長水戸済生会総合病院

小西宏副委員長済生会神奈川県支部

左奈田幸夫委員病院システム開発研究所

井上昌彦委員（前北里大学）

原俊夫委員（公立昭和病院）

星源之助委員総合会津中央病院

牧野永城委員聖路加国際病院

伊賀六－委員東京都済生会中央病院

大森文子委員仙曰本看護協会

荒井蝶子委員聖路加看護大学

茨城県

神奈川県

東京都

東京都

東京都

福島県

東京都

東京都

東京都

東京都

0292-54-5151

045-662-4721

03-470-6978

0466摺望｝
0593-51-0493

（自宅）

0242-25-1515

03-541-5151

03-451-8211

03-400-8331

03-543-6391

2．病院管理運営委員会

１）統計調査部会（担当副会長河野稔）

大道學部会長大道病院

伊藤研委員総合大雄会病院

中後勝委員高槻病院

中野進委員京都四条病院

宮崎柏委員済生会宇都宮病院

三宅浩之委員関東逓信病院

関田康慶委貝東北大学医学部

田中博委員東京大学医学部

梅里良正委員日本大学医学部

飯田信吾委員謹壜'匿騨ﾝター

大
愛
大
京
栃
東
宮
東
東
東

府
県
府
府
県
都
県
都
都
都

阪
知
阪
都
木
京
城
京
京
京

06-961-1110

0586-72-1211

06-315-0576

075-361-5471

0286-34-2151

03-448-6537

022-274-1111

03-812-2111

03-972-8111

03-474-1351

河野稔）

福岡城南病院

藤森病院

白河厚生総合病院

東海大学付属病院

２）医療事故対策部会（担当副会長

・菱山博文部会長

藤森暢路委員

遠藤良一委員

前田マスヨ委員

福岡県

兵庫県

福島県

神奈川県

092-531-7031

0792-24-1357

0248-22-2211

0463-93-1121

－１９７－



若月俊一）

岡山病院

小原病院

聖路加国際病院

自治歯科大学

岡山病院

牧田総合病院

(担当副会長

部会長

副部会長

委員

委員

委員

委員

3）防災対策部会

岡山義雄

小原知次郎

上林三郎

倉持一雄

岸上香

渕沢みさえ

愛
兵
東
栃
愛
東

知
庫
京
木
知

県
県
都
県
県
都

052-221-1851

078-521-1222

03-541-5151

0285-44-2111

052-221-1851

03-762-4671泉

４）労務・福利厚生・用度部会（担当副会長若月俊一）

近藤慶二部会長高知県立中央病院

加納繁美副部会長総合加納病院

中野進委員京都四条病院

本宿尚委員公立藤田総合病院

星源之助委員総合会津中央病院

梅津勝男委員曰比谷病院

緒方廣市委員武蔵野赤十字病院

大塚暢委員聖隷福祉事業団

知
阪
都
島
島
京
京
岡

高
大
京
福
福
東
東
静

県
府
府
県
県
都
都
県

0888-82-1211

06-351-5381

075-361-5471

024585-2121

0242-25-1515

03-502-7231

0422-32-3111

0534-73-2150

竹本吉夫）

聖隷浜松病院

長浜赤十字病院

篠ノ井病院

中村病院

国立病院医療センター

聖路加国際病院

東京衛生病院

吉祥病院

3．絵食委員会（担当副会長

中山耕作委員長

財津晃副委員長

新村明委員

中村了生委員

山本辰芳委員

字井美代子委員

米山貞治委員

吉野節子委員

静岡県

滋賀県

長野県

和歌山県

東京都

東京都

東京都

京都府

0534-74-2222

07496-3-2111

0262-92-2261

0734-31-0351

03-202-7181

03-541-5151

03-392-6151

075-672-1331

－１９８－



4．勤務医対策委員会（担当副会長有澤源蔵）

三浦義一委員長済生会熊本病院

安東三郎委員神戸市立西市民病院

石井昭郎委員相模原協同病院

鍬塚登喜郎委員福岡赤十字病院

笹森典雄委員牧田総合病院

岡本重禮委員聖路加国際病院

熊本県

兵庫県

神奈川県

福岡県

東京都

東京都

0963-54-9163

078-576-5251

0427-72-4291

092-521-1211

03-762-4671

03-541-5151

5．教育委員会（担当副会長

登内真委員長

渡辺晃副委員長

太田元次委員

川北祐幸委員

三宅浩之委員

三宅史郎委員

米田啓二委員

益田啓作委員

内田卿子委員

松林恵子委員

竹本吉夫）

土浦協同病院

国立水戸病院

名古屋市抜済会病院

順天堂医院

関東逓信病院

曰本大学医学部

全国自治体病院協議会

横浜赤十字病院

聖路加国際病院

㈱日本看護協会

茨城県

茨城県

愛知県

東京都

東京都

東京都

東京都

神奈川県

東京都

東京都

0298-23-3111

0292-31-5211

052-652-7711

03-813-3111

03-448-6537

03-972-8111

03-261-8555

045-622-0101

03-541-5151

03-400-8331

6．通信教育委員会（担当副会長竹本吉夫）

高橋政頑委員長杏林大学医学部

竹本喬副委員長大阪府立母子保健
総合医療センター

犬塚貞光委員福岡大学病院

小出鈴三委員国立西香川病院

一条勝夫委員自治医科大学

栗田静枝委員（元聖路加国際病院）

酒井隆子委員国立大阪病院

大町文子委員（元日本バプテスト病院）

笠井良一委員（元日本バプテスト病院）

京
阪
岡
川
木
京
阪
都
都

東
大
福
香
栃
東
大
京
京

都
府
県
県
県
都
府
府
府

0422-47-5511

0725-56-1220

092-801-1011

08757-2-5121

02854-4-2111

03-402-5613
（自宅）

06-942-1331

075-701-8016
（自宅）

075-451-7035
（自宅）

－１９９－



７．臨床予防医学委員会（担当副会長

二本杉皎委員長

鈴木豊明副委員長

藤間弘行副委員長

安藤幸夫委員(中央）

大川日出夫委員(中央）

情瀬闇委員(中央）

笹森典雄委員(中央）

田中剛二委員(中央）

金澤鉄男委員

丹野三男委員

小関忠尚委員

寺田由紀夫委員

字津典彦委員

松岡研委員

三木徹委員

河野稔）

大阪赤十字病院

東京警察病院

藤間病院

聖路加国際病院

曰本鋼管病院

三井記念病院

牧田総合病院

南台病院

青森県立中央病院

ｲ山台市立病院

京都第二赤十字病院

大阪赤十字病院

国立久留米病院

ＰＬ病院

丸山病院

府
都
県
都
県
都
都
都
県
県
府
府
県
府
県

阪
京
王
京
劇
京
京
京
森
城
都
阪
岡
阪
庫

大
東
埼
東
神
東
東
東
青
宮
京
大
福
大
兵

06-771-5131

03-263-1371

0485-22-0600

03-541-5151

044-333-5591

03-862-9111

03-762-4671

0423-41-7111

0177-26-8302

022-266-7111

075-231-5171

06-771-5131

0942-21-4571

07212-4-3100

078-642-1031

８．社会保険・老人保健委員会（担当副会長若月俊一）

北村行彦委員長優生病院

竹内正也副委員長いわき市立常磐病院

宮地矢ロ男委員宮地病院

小笠原道夫委員河北総合病院

中橋彌光委員西陣病院

山川真委員白鷺病院

寺田一朗委員水原郷病院

鈴木武男委員足利赤十字病院

三上晃委員三井記念病院

兵
福
兵
東
京
大
新
栃
東

庫
島
庫
京
都
阪
潟
木

県
県
県
都
府
府
県
県
都

06-488-1851

0246-43-4175

078-451-1221

03-339-2121

075-461-8800

06-714-1661

02506-2-2780

0284-21-0121

03-866-8432
j哀

(和泉クリニック）

9．医療経済委員会（担当副会長有澤源蔵）

岡本隆一委員長岡本病

士屋章副委員長渕野辺病

院
院

京都府

神奈川県

075-611-1114

0427-54-2222

－２００－



岩井総合病院

岩井総合病院

兵庫歯科大学

河北総合病院

森公認会計士共同事務所

伊藤会計事務所

長陸公認会計事務所
東
東
兵
東
東
愛
東

京
京
庫
京
京
知
京

都
都
県
都
都
県
都

岩井宏方

吉牟田勲

薗部雅一

酒泉春雄

石井孝宜

伊藤寛

長隆

委
委
委
委
委
委
委

員
員
貝
員
貝
員
員

03-658-2111

0599-86-5500

0798-45-6500

03-339-2121

03-230-3808

052-541-0166

03-583-0053

10.国際委員会

牧野永城

紀伊國献三

高橋勝三

熊田正春

竹内正也

’高橋政頑

三宅浩之

波多野誠

関武矩

長澤泰

河北博文

池上直己

(担当副会長

委員長

副委員長

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

委員

河野稔）

聖路加国際病院

筑波大学

武蔵野赤十字病院

曰吉病院

いわき市立常磐病院

杏林大学医学部

関東逓信病院

九段坂病院

聖路加国際病院

病院管理研究所

河北総合病院

慶応義塾大学

都
県
都
県
県
都
都
都
都
都
都
都

京
城
京
劇
島
京
京
京
京
京
京
京

東
茨
東
神
福
東
東
東
東
東
東
東

03-541-5151

0298-53-2111

0422-32-3111

044-63-7373

0246-43-4175

0422-47-5511

03-448-6537

03-262-9191

03-541-5151

03-203-5327

03-330-8500

03-353-1211

有澤源蔵）

総合大雄会病院

秋津鴻池病院

蕨市立病院

長浜赤十字病院

土浦脇同病院

総合会津中央病院

西能病院

優生病院

十善会病院

嬉泉病院

一２０１－

11.組織委員会（担当副会長

伊藤研委員長

南溢副委員長

池谷亘委員

財津晃委員

登内真委員

星源之助委員

西能正一郎委員

北村行彦委員

岩永光治委員

須藤祐司委貝

知
良
玉
賀
城
島
山
庫
崎

愛
奈
埼
滋
茨
福
富
兵
長
東

県
県
県
県
県
県
県
県
県
都

0586-72-1211

07456-2-2058

0484-32-2277

07496-3-2111

0298-23-3111

0242-25-1515

0764-41-2481

06-488-1851

0958-21-1214

03-600-9001万Ｉ



12．学術委員会（担当副会長

岡崎通委員長

中山耕作副委員長

」上原哲夫委員

一条勝夫委員

高橋政頑委員

三宅浩之委員

山本修委員

岩渕勉委員

渡邉進相談役

竹本吉夫）

国立津病院

聖隷浜松病院

(元東京逓信病院）

自治医科大学

杏林大学医学部

関東逓信病院

(元都立大塚病院）

国立横須賀病院

(成田赤十字病院）

三重県

静岡県

東京都

栃木県

東京都

東京都

東京都

神奈川県

千葉県

05925-5-3120

0534-74-2222

033苧吉旱9
02854-4-2111

0422-47-5511

03-448-6537

03-941-9321
（自宅）

0468-23-2630

0488摺睾；

13.広報委員会

西能正一郎

岸口繁

井坂重長

須藤祐司

河北博文

浅見信子

天川勉

宇井美代子

木村千枝子

佐々木和男

平和夫

三上晃

三竹年世子

行天良雄

鍜
長
長
員
員
員
員
員
員
員
員
員
員
員
与

一
昌
員
類

Ｉ幽
委
副
委
委
委
委
委
委
委
委
委
委
委
参

く

河野稔）

西能病院

府中病院

小川赤十字病院

嬉泉病院

河北総合病院

社保蒲田総合病院

聖マリアンナ
医科大学東横病院

聖路加国際病院

東京曰立病院

河北総合病院

東京済生会中央病院

三井記念病院

杏林大学医学部付属病院

日本放送協会

県
府
県
都
都
都
県
都
都
都
都
都
都
都

山
阪
玉
京
京
京
割
京
京
京
京
京
京
京

一
邑
大
埼
東
東
東
神
東
東
東
東
東
東
東

0764-41-2481

0725-41-1646

0493-72-2333

03-600-9001

03-330-8500

03-738-8221

044-722-2121

03-541-5151

03-831-2181

03-339-2121

03-451-8211

03-866-8432

(和泉クリニック）

0422-47-5511

O3-465-1111

14.諸規程検討委員会（担当副会長竹本吉夫）

池谷亘委員長蕨市立病院

大道學副委員長大道病院

平野一彌委員港北耳鼻咽喉科病院

埼玉県

大阪府

神奈川県

0484-32-2277

06-961-1110

045-421-8944

－２０２－



井
藤
山
橋

博

正夫

稔

彦太郎

委
委
委
委

井病

温泉

加国際

本病

河
斎
石

員
員
員
員

河
石
聖
㈱

院
院
院
会

東
山
東
東

京
梨
京
京

都
県
都
都

03-951-9116

05526-3-0111

03-541-5151

03-265-0077

和
路
曰

病
病
院

局

15．中小病院委員会（担当副

西能正一郎委員長

牧安孝副委員長

鎌田剛委員

渡辺正光委員

池谷亘委員

柏戸正英委員

青山鍵夫委員

荒尾素次委員

山本泰久委員

梅田政吉委員

遠藤博志委員

星源之助委員

河北博文委員

岡田玲一郎委員

(担当副会長 有澤源蔵）

西能病院

牧病院

函館赤十字病院

渡辺内科胃腸科病院

蕨市立病院

柏戸病院

青山病院

はりま病院

おおもと病院

済生会今治病院

松戸市立病院

総合会津中央病院

河北総合病院

社会医療研究所

富
大
北
福
埼
千
愛
兵
岡
愛
千
福
東
東

山
阪
海
島
玉
葉
知
庫
山
媛
葉
島
京
京

県
府
道
県
県
県
県
県
県
県
県
県
都
都

0764-41-2481

06-953-0120

0138-51-5315

0245-22-9156

0484-32-2277

0472-27-8366

0561-82-1118

0794-23-2123

0862-41-6888

0898-47-2500

0473-63-2171

0242-25-1515

03-330-8500

03-914-5556

〔特別委員会〕

1ｄ病院'情報センター委員会

三宅浩之委員長

青木禧和委員

飯田信吾委員

池田博委員

一条勝夫委員

大道久委員

岡田行雄委員

河北博文委員

関東逓信病院

総合病院南大阪病院

北品川総合病院
健康医学センター

(前慈恵医科大学附属病院）

自治医科大学

日本大学医学部

日本通信協力㈱

河北総合病院

東
大
東
東
栃
東
東
東

京
阪

都
府
都
都
県
都
都
都

03-448-6537

06-685-0221

03-474-1351

0427-34-4898
（自宅）

02854-4-2111

万Ｉ

只
木
京
京
京

03-972-8111

03-86-6331

03-330-8500

－２０３－



里村洋

士井義

委
委

千葉大学附属病院

舞子台病院

員
員

千葉県

兵庫県

0472-22-7171

078-782-0055行

､●

２．国際モダンホスピタルショウ

河野稔担当副会長

登内真墓響鬘
三宅浩之企画委員長

北
士
関

品
浦
東

川総合病院

協同病院

逓信病院

東
茨
東

京
城
京

都
県
都

03-474-0023

0298-23-3111

03-448-6537

3．老人保健施設対策特別委員会

諸橋芳夫委員長

北村行彦委員

竹内正也委員

西能正一郎委員

牧安孝委員

伊藤研委員

南溢委員

国保旭中央病院

優生病院

いわき市立常磐病院

西能病院

牧病院

総合大雄会病院

秋津鴻池病院

千
兵
福
富
大
愛
奈

県
県
県
県
府
県
県

葉
庫
島
山
阪
知
良

94796-3-8111

06-488-1851

0246-43-4175

0764-41-2481

06-953-0120

0586-72-1211

07456-22058

〔他団体との連携委員〕

1．病院診療報酬適正化推進会議

諸橋芳夫代表委員

有澤源蔵委員

竹本吉夫委員

登内真委員

北村行彦委員

牧野永城委員

柏戸正英委員

小笠原道夫委員

三宅浩之委貝

旭中央病院

総合病院

赤十字病院

協同病院

生病院

加国際病院

戸病院

総合病院

逓信病院

国
有
秋
土
優
聖
柏
河
関

保
澤
田
浦

干
大
秋
茨
兵
東
千
東
東

葉
阪
田
城
庫
京
葉
京
京

県
府
県
県
県
都
県
都
都

04796-3-8111

0720-47-2606

0188-34-3361

0298-23-3111

06-488-1851

03-541-5151

0472-27-8366

03-339-2121

路

北

東 03-448-6537

－２０４－



2．四病院団体連絡協議会(代表委員諸橋芳夫）

合
河
有

総

部会

野稔

澤源蔵

委
委

員
員

北品川総合病院

有澤総合病院

東
大

京
阪

都
府

03-474-0023

0720-47-2606

税制委員会

有澤源

小野

石井孝

蔵
肇
宜

委
委
委

員
員
員

有澤総合病院

大口東総合病院

森公認会計士共同事務所

大阪府

神奈川県

東京都

0720-47-2606

045-401-2411

03-230-3808

医療法委員会

池谷亘

大道學

藤掛敏

委
委
委

蕨市立病

大道病

藤掛第一病

員
員
員

院
院
院

埼玉

大阪

岐阜

県
府
県

0484-32-2277

06-961-1110

0582-65-5255

医療経済委員会

岡本隆

北村行

伊藤

委
委
委

員
員
員

本病院

生病院

大雄会病院

岡
優
総

京都

兵庫

愛知

府
県
県

075-611-1114

06-488-1851

0586-72-1211

彦
研

合
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会 状況員

昭和62年３月３１日現在

会員数 会員数 会員数

－２０６－

都道府県名 会員数 都道府県名 会員数 都道府県名 会員数

道
森
手
城
田
形
島
城
木
馬
玉
葉
京
川
潟
山

海
奈

北
胄
岩
宮
秋
山
福
茨
栃
群
埼
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会員種別 昭和61年３月３１日 昭和62年３月３１日 増減

正会員 2，０１４ 2，１９６ ＋１８２

賛助会員Ａ
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合計 2，３９６ 2，５７５ ＋１７９
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